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第 3 次船橋市障害者施策に関する計画の進捗状況の

管理及び評価 

 

 第 3 次船橋市障害者施策に関する計画は、障害者基本法第１１条第３項に基

づく市町村障害者計画であり、船橋市における障害のある人のための施策の最

も基本的な計画として、また障害福祉サービスや相談支援、地域生活支援事業

の提供体制の確保を目的とし、就労や社会参加の促進、自立支援の充実などを

図るため、平成２７年２月に策定しました。 

本計画の着実な推進を図るため、毎年度の実施状況を把握・評価を行います。 
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第 3 次船橋市障害者施策に関する計画の重点課題の

取り組みについて 

（計画書４・５ページ） 

重点課題① 地域包括ケアシステムの推進 

 社会における高齢化が進む中、船橋市においても住み慣れた地域で暮らして

いきたいと望んでいる多くの高齢者の要望に応えることを喫緊の課題として捉

え、特に高齢者を対象とし、地域の包括的な支援・サービス提供体制である地

域包括ケアシステムの構築に取り組んでいます。 

 住み慣れた地域で暮らすための地域包括ケアの考えは障害のある人に対して

も普遍的なものであり、障害者の高齢化や重度化、「親亡き後」を見据え、障害

者が船橋市内で安心して暮らし続けられるよう、様々な支援を切れ目なく提供

することが必要です。平成 29年度策定の第 5期船橋市障害福祉計画及び第 1

期船橋市障害児福祉計画では、障害者の生活を地域全体で支援する地域生活支

援拠点事業を平成３２年度末までに実施することを目指しております。平成 29

年度は、自立支援協議会の地域移行・福祉サービス部会、船橋市における地域

生活支援拠点の体制整備を検討するワーキンググループにおいて協議を行いま

した。 

重点課題② 高齢化への対応 

 障害のある人自身の高齢化、また、その保護者の高齢化に伴い、親亡き後の

不安を解消するための取り組みを行っていく必要があります。 

 グループホームは障害のある人の地域生活の住まいの場として重要な役割を

担っており、新規の設置や安定的な運営のための運営費に対する補助などを行

っているほか、新規に開設するグループホームに対してのスプリンクラー整備

に対する補助を行いました。 
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また、物事を判断する能力が十分でない知的障害者や精神障害者等を保護し、

支援するための制度である「成年後見制度」の相談や法人後見等を船橋市障害

者成年後見支援センターで行っております。 

介護保険制度と障害福祉サービスの併給について、障害福祉サービスの短期

入所を利用している障害者が介護保険制度の該当となった場合、短期入所につ

いて、介護保険サービスに「障害福祉サービスに相当するサービスがある」場

合として、介護保険との併給を認めておりませんでした。 

このことについて、介護保険移行後も、環境の変化への対応が困難な障害者

が引き続き障害福祉サービスの短期入所を継続して利用することの必要性があ

るのではないかとの意見が地域移行・福祉サービス部会で出されたことから、

そこでの議論を踏まえ、平成２８年４月１日より、介護保険制度と障害福祉サ

ービスの短期入所の併給を、一定の要件を満たす場合に限り認めるという船橋

市障害福祉サービス支給決定基準の一部改正を行いました。 

なお、「高齢化への対応」については、重点課題①に記載している「地域生活

支援拠点の体制整備」と密接にかかわっており、すでに記載のとおり、平成２

９年度には実施に向けた協議を行いました。 

重点課題③ 就労支援の推進 

 障害のある人の自立支援の観点から就労に対する支援を行うということは重

要です。引き続き自立支援協議会の専門部会である就労支援部会を中心に、就

労支援の取り組みについて協議を行いました。平成 29 年度は、障害者就労支

援ジョブサポーター養成研修を「精神障害者の就労定着と障害者雇用促進法の

改正について」をテーマとして開催し、障害者の就労支援の推進に努めました。 

 就業面及び生活面における一体的な相談支援を行う機関である、障害者就

業・生活支援センターに対して、引き続き支援員増員のための補助を行い、機

能強化を図りました。  
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各論及び推進体制の評価及び今後の方向性について 

 

 第 3 次船橋市障害者施策に関する計画では施策の体系として、「第 1 章生活

支援」、「第 2章保健・医療」、「第 3章教育、文化芸術活動・スポーツ、国際交

流等」、「第 4章雇用・就業、経済的自立の支援」、「第 5章生活環境」、「第 6章

安全・安心」、「第 7章差別の解消及び権利擁護の推進」と施策を７つに整理し、

それらを推進するための「推進体制」について記載しました。 

 各施策及び推進体制についての所管課（図書館は西図書館、公民館は各基幹

公民館）の評価及び今後の方向性については以下の表のとおりです。 

 

＝評価基準＝ 

A：概ね順調に達成している。 

B：計画の進捗状況について改善・工夫が必要である。 

C：根本的な見直しが必要である。 

D：実施していない・評価できない。 

完了：目的を達成したため、事業を完了した。 
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＜評価の内訳＞ 

 

 A B C D 完了 合計 

第 1章 

55 

（91.６％） 

３ 

（５.0％） 

１ 

（1.7％） 

1 

（1.7％） 

0 

（0％） 

60 

（100％） 

第 2章 

5１ 

（9８.１％） 

０ 

（0％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

１ 

（1.9％） 

52 

（100％） 

第 3章 

4６ 

（7５.４％） 

７ 

（11.5％） 

2 

（3.3％） 

5 

（8.2％） 

1 

（1.6％） 

61 

（100％） 

第 4章 

20 

（80.0％） 

3 

（12.0％） 

1 

（4.0％） 

1 

（4.0％） 

0 

（0％） 

25 

（100％） 

第 5章 

15 

（71.4％） 

4 

（19.0％） 

1 

（4.8％） 

1 

（4.8％） 

０ 

（0％） 

21 

（100％） 

第 6章 

15 

（100％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

０ 

（０％） 

0 

（0％） 

15 

（100％） 

第 7章 

22 

（95.7％） 

1 

（4.3％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

23 

（100％） 

推進体制 

26 

（83.8％） 

2 

（6.5％） 

1 

（3.2％） 

2 

（6.5％） 

0 

（0％） 

31 

（100％） 

合 計 

250 

（86.8％） 

20 

（6.9％） 

6 

（2.1％） 

10 

（3.5％） 

2 

（0.7％） 

288 

（100％） 
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＜今後の方向性の内訳＞ 

 

 拡大 継続 縮小 廃止 完了 合計 

第 1章 

5 

（8.3％） 

55 

（91.7％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

60 

（100％） 

第 2章 

2 

（3.8％） 

48 

（92.4％） 

0 

（0％） 

1 

（1.9％） 

1 

（1.9％） 

52 

（100％） 

第 3章 

5 

（8.1％） 

54 

（88.5％） 

1 

（1.7％） 

0 

（0％） 

1 

（1.7％） 

61 

（100％） 

第 4章 

2 

（8.0％） 

23 

（92.0％） 

0 

（0％） 

０ 

（0％） 

0 

（0％） 

25 

（100％） 

第 5章 

0 

（0％） 

21 

（100％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

21 

（100％） 

第 6章 

0 

（0％） 

15 

（100％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

０ 

（0％） 

15 

（100％） 

第 7章 

1 

（4.3％） 

22 

（95.7％） 

0 

（0％） 

０ 

（0％） 

0 

（0％） 

23 

（100％） 

推進体制 

1 

（3.2％） 

29 

（93.6％） 

0 

（0％） 

1 

（3.2％） 

0 

（0％） 

31 

（100％） 

合 計 

16 

（5.6％） 

267 

（92.7％） 

1 

（0.3％） 

2 

（0.7％） 

2 

（0.7％） 

288 

（100％） 
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成果目標の評価及び今後の方向性について 

 

 第 3 次船橋市障害者施策に関する計画では成果目標として１９の数値目標を

掲げました。平成 29 年度の実績及び評価、今後の方向性については 66 ペー

ジから記載されています。 

所管課の評価及び今後の方向性については以下の表のとおりです。なお、1

つの項目について複数の所管課で評価を行っている項目があるため、計画策定

時に掲げた１９の数値目標に対し、２２の評価及び今後の方向性が記載されて

おります。 

 

＜評価の内訳＞ 

 A B C D 完了 合計 

成果目標 
10 

（45.5％） 

11 

（50.0％） 

０ 

（0％） 

1 

（4.5％） 

0 

（0％） 

22 

（100％） 

 

＜今後の方向性＞ 

 拡大 継続 縮小 廃止 完了 合計 

成果目標 
7 

（31.8％） 

15 

（68.2％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

0 

（0％） 

22 

（100％） 

 



  

  



  

 

 

 

 

進捗状況調査結果一覧 



 



 

 

 

第１章 

生 活 支 援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 1 1

１．船橋市自立支援協議会による
障害のある人への支援体制の整備

①関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地域におけ
る障害者等への支援体制に関する課題について情報を共有
し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実
情に応じた体制の整備についての協議を船橋市自立支援協
議会にて行っています。

①船橋市自立支援協議会にて課題別専門部会の報告等を踏
まえた検討を行い、障害福祉施策に関する協議を行うとと
もに、関係機関等の相互の連絡や障害者施策等に関する情
報共有を図ることにより、連携の緊密化や地域の実情に応
じた体制の整備を図ります。
また、住み慣れた地域で暮らすための地域包括ケアの取組
を進めるため、専門部会において障害のある人の地域生活
を支援する相談支援事業所や地域生活支援拠点等との包括
的ネットワーク作りを検討します。

2 1 1

１．船橋市自立支援協議会による
障害のある人への支援体制の整備

②船橋市自立支援協議会に専門部会を設置し、課題別の検
討事項について協議を行っています。

②課題別専門部会にて障害者支援等における課題等を共有
するとともに、改善方策について協議を行い、船橋市自立
支援協議会への報告を通じて施策の立案や改善に結び付け
ます。

3 1 1

１．船橋市自立支援協議会による
障害のある人への支援体制の整備

②船橋市自立支援協議会に専門部会を設置し、課題別の検
討事項について協議を行っています。

②課題別専門部会にて障害者支援等における課題等を共有
するとともに、改善方策について協議を行い、船橋市自立
支援協議会への報告を通じて施策の立案や改善に結び付け
ます。

4 1 1

２.相談支援体制の構築 船橋障害者相談支援事業所連絡協議会において、各相談支
援事業に係る諸問題の検討及び研究、関係機関・団体等の
ネットワークづくりなど相談支援体制の構築を図っていま
す。

船橋障害者相談支援事業所連絡協議会での研修会や制度の
研究を通じて相談支援体制の質的向上を図ります。

5 1 1

２.相談支援体制の構築 船橋障害者相談支援事業所連絡協議会において、各相談支
援事業に係る諸問題の検討及び研究、関係機関・団体等の
ネットワークづくりなど相談支援体制の構築を図っていま
す。

船橋障害者相談支援事業所連絡協議会での研修会や制度の
研究を通じて相談支援体制の質的向上を図ります。

6 1 1

３．計画相談支援の推進 平成２６年度末までに障害福祉サービス利用者のサービス
等利用計画及び障害児利用計画の作成が求められており、
利用者に対して個別に勧奨するなど計画相談支援を推進し
ています。

利用者に対しては、市のホームページや障害福祉のしお
り、ケースワーカーなどを通じて周知を行い、障害のある
人や障害のある子どもとその家族に対する計画相談支援の
充実に努めていきます。サービス等利用計画の作成を行う
指定特定相談支援事業所及び障害児相談支援事業所の整備
に当たっては、相談支援事業所の集まりである、「船橋障
害者相談支援事業所連絡協議会」、社会福祉法人で構成さ
れている「船橋市障害福祉施設連絡協議会」、NPO法人等
で構成される「船橋障がい者地域福祉連絡会」などと連携
を図りながら、指定特定相談支援事業所及び障害児相談支
援事業所の整備に取り組みます。

7 1 1

３．計画相談支援の推進 平成２６年度末までに障害福祉サービス利用者のサービス
等利用計画及び障害児利用計画の作成が求められており、
利用者に対して個別に勧奨するなど計画相談支援を推進し
ています。

利用者に対しては、市のホームページや障害福祉のしお
り、ケースワーカーなどを通じて周知を行い、障害のある
人や障害のある子どもとその家族に対する計画相談支援の
充実に努めていきます。サービス等利用計画の作成を行う
指定特定相談支援事業所及び障害児相談支援事業所の整備
に当たっては、相談支援事業所の集まりである、「船橋障
害者相談支援事業所連絡協議会」、社会福祉法人で構成さ
れている「船橋市障害福祉施設連絡協議会」、NPO法人等
で構成される「船橋障がい者地域福祉連絡会」などと連携
を図りながら、指定特定相談支援事業所及び障害児相談支
援事業所の整備に取り組みます。

8 1 1

４．基幹相談支援センター「ふ
らっと船橋」による相談支援の充
実

平成２４年１０月より基幹相談支援センターとして、地域
の相談支援の中核的な役割を担っています。

障害者（児）総合相談支援事業により設置している基幹相
談支援センター「ふらっと船橋」を軸に、相談支援におけ
る困難事例への助言、関係者間の連携・調整など相談支援
体制の充実を図ります。

9 1 1

５．障害者相談員による相談の実
施

身体障害者相談員及び知的障害者相談員による相談を行っ
ています。

障害者相談員に対する研修を定期的に実施し、障害のある
人やその家族にとって身近な地域で相談できる障害者相談
員による相談の充実を図ります。

10 1 2

１．障害福祉サービス等の充実 障害のある人の個々のニーズや実態に応じ障害福祉サービ
ス等の支援を行っています。

サービス等利用計画を活用して、障害のある人の個々の
ニーズや実態に応じた適切な障害福祉サービス等の利用の
推進を図ることにより、障害のある人が地域において自立
した生活を送れるよう支援していきます。
特に短期入所の需要は高く、社会福祉法人等で構成されて
いる「船橋市障害福祉施設連絡協議会」に対して医療的ケ
アが必要な人も含め、受け入れ先の確保に向けた働きかけ
を行うほか、事業者が整備を行う際には、その整備費につ
いて補助を行います。

11 1 2

２.難病患者に対する障害福祉
サービス等の支援

平成２５年４月の障害者総合支援法の改正により、難病患
者も障害福祉サービス等の対象となる障害者の範囲に難病
患者が含まれることになり、難病患者に対しても障害福祉
サービス等の支援を行っています。

難病患者に対する障害福祉サービス等の周知を行うととも
に支援を推進します。
また対象疾患拡大の等の動きにも適切に対応します。

12 1 2

３．重度重複化への対応 障害の重度化・重複化に対応するため、専門職員の配置を
行っています。

サービスの継続性の観点から、障害の重度化・重複化に対
応するため専門職員を配置します。

13 1 2

３．重度重複化への対応 障害の重度化・重複化に対応するため、専門職員の配置を
行っています。

サービスの継続性の観点から、障害の重度化・重複化に対
応するため専門職員を配置します。

14 1 2

４．高齢化への対応 障害のある人の高齢化に対して、介護保険サービス等への
切り替えがスムーズに行われるよう関係機関との連携を
図っています。

介護保険サービス等への切り替えがスムーズに行えるよう
関係機関との連携を図るとともに、高齢化に対する課題の
把握に努めていきます。
また親亡き後の不安の解消の取組として、地域での生活の
場であるグループホームの整備や将来に渡りさまざまな
サービスの提供や行政への手続きが行えるよう成年後見制
度の利用の推進を図ります。

整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第１章　生活支援】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性

A

自立支援協議会を３回開催し、障害者差別解消など障害福祉施策に係る検
討や情報共有を行い、関係機関間の連携強化を図った。

A

自立支援協議会を3回実施し、第5期船橋市障害福祉計画及び第1期船橋
市障害児福祉計画や地域包括ケアシステム、平成30年度からの基準条例
改正についてなど、障害福祉施策に係る検討や情報共有を行い、関係機関
間の連携強化を図った。

継続 障害福祉課

A

４部会（就労、地域移行・福祉サービス、権利擁護、障害児）を平均３回
ずつ開催し、自立支援協議会において議論の進捗状況を報告を行った。
権利擁護部会において障害者差別解消支援地域協議会の設置や、障害児部
会においてライフサポートファイルの作成などの議題について検討した。
市内日中一時支援事業所に、指導監査課を通して送迎時の注意喚起を行っ
た。

A

就労支援を年４回、権利擁護を年2回開催し、自立支援協議会にて議論の
進捗状況の報告を行った。
地域移行・福祉サービス部会については、３回開催し、①第５期船橋市障
害福祉計画及び第1期船橋市障害児福祉計画の報告②地域生活支援拠点の
体制整備について議論を行い、自立支援協議会において議論の進捗状況を
報告した。

継続 障害福祉課

A

障害児部会を４回開催し、議題について検討を進めた。

A

障害児部会を2回開催し、議題について検討を進めた。

継続 療育支援課

A

基幹相談支援センター「ふらっと船橋」を中心に船橋障害者相談支援事業
所連絡協議会において、計画相談支援に関する問題点の検討や情報共有を
行った。緊急時の短期入所などの福祉サービスの利用などについて、相談
支援事業所と短期入所等を行う事業所間での協議の場が持たれた。

A

基幹相談支援センター「ふらっと船橋」を中心に船橋障害者相談支援事業
所連絡協議会において、計画相談支援に関する問題点の検討や情報共有を
行った。また、基幹相談支援センターによる、困難ケースや緊急性を要す
るケースのサービス等利用計画の作成についての意見交換を行った。

継続 障害福祉課

A

概ね２ヶ月に１度船橋障害者相談支援事業所連絡協議会を開催した。

A

概ね２ヶ月に１度船橋障害者相談支援事業所連絡協議会を開催した。

継続 療育支援課

A

障害福祉サービスの新規申請者や既存の受給者のうちセルフプラン提出者
については、ケースワーカーが計画相談支援の作成についての勧奨を行っ
たほか、サービス継続時の書面や新規サービス利用時の案内にて計画相談
の利用を推進した。平成２８年３月末時点において、障害福祉サービス受
給者数2,820人に対して計画相談支援決定者が1,422人（50.43％）で
あったが、平成29年3月末時点では障害福祉サービス受給者数3,024人
に対して計画相談支援決定者が1,633人（54％）と増加している。

A

障害福祉サービス継続時の書面や新規サービス利用時の案内にて計画相談
支援の利用を推進した。平成２９年３月末時点において、障害福祉サービ
ス受給者数3,024人に対して計画相談支援決定者数が1,633人
（54.00％）であったが、平成30年3月末時点では障害福祉サービス受
給者数3,181人に対して計画相談支援決定者数が1,862人（58.53％）
と増加している。

継続 障害福祉課

B

利用者に対しては、受給者証の新規作成、更新案内時に周知を行い、障害
児相談支援の決定件数を増加させた。しかし、障害児相談支援事業所が不
足している状況は継続している。

B

利用者に対しては、受給者証の新規作成、更新案内時に周知を行い、障害
児相談支援の決定件数を増加させた。しかし、障害児相談支援事業所及び
相談支援専門員が不足している状況は継続している。

拡大 療育支援課

A

相談回数：6,170回　新規相談：273人
相談員の欠員時期があったため、相談回数自体は減少したが、新規相談者
の受け入れは前年度より多くなった。また、基幹相談支援センターとして
触法障害者等の困難事例等の対応も行った。

A

相談回数：８，５５０回　新規相談：３５８人
相談員の欠員が解消され、相談回数、新規相談共に大幅に増加した。ま
た、基幹相談支援センターとして触法障害者等の困難事例等の対応も行っ
た。さらに平成２９年度より、市からの依頼に応じて困難ケースや緊急性
を要するケースを中心にサービス等利用計画の作成を行う業務を開始し、
それに伴い相談員を増員することで基幹相談支援センターの機能強化を
行った。

拡大 障害福祉課

A

身体障害者相談員：１６４件
知的障害者相談員：３８件
身体障害者福祉センター、ＦＡＣＥ、また電話等で市民からの相談に対応
した。

A

身体障害者相談員：１８３件
知的障害者相談員：　３２件
身体障害者福祉センター、ＦＡＣＥ、また電話等で市民からの相談に対応
した。

継続 障害福祉課

Ａ

船橋障害者相談支援事業所連絡協議会や船橋市障害福祉施設連絡協議会を
通じて相談支援体制の充実及び施設整備についての働きかけを行った他、
事業所が整備を行う際に補助金を交付した。
交付件数：3件
補助額：49,444千円

A

船橋障害者相談支援事業所連絡協議会や船橋市障害福祉施設連絡協議会を
通じて相談支援体制の充実及び施設整備についての働きかけを行った他、
事業所が整備を行う際に補助金を交付した。
交付件数：2件
補助額：23,771千円

継続 障害福祉課

A

難病患者に対する障害福祉サービス等の周知を行うとともに支援を推進し
た。

A

難病患者に対する障害福祉サービス等の周知を行うとともに支援を推進し
た。

継続 障害福祉課

A

重度身体障害者が多く通所する生活介護事業所に対し、職員の加配に係る
運営費の一部について補助金を交付した。
補助額：3,489,993円 A

重度身体障害者が多く通所する生活介護事業所に対し、職員の加配に係る
運営費の一部について補助金を交付した。
補助額：3,668,598円 継続 障害福祉課

A

こども発達相談センターでは、未就学のお子さんの発達に関する様々な相
談に対応するため、心理発達相談員・保育士・作業療法士・理学療法士・
言語聴覚士を配置した。また、簡易マザーズホームにおいては、肢体不自
由のお子さんに対応するため、保育士のほか理学療法士・看護師・作業療
法士・物理療法士を配置した。

A

こども発達相談センターでは、未就学のお子さんの発達に関する様々な相
談に対応するため、心理発達相談員・保育士・作業療法士・理学療法士・
言語聴覚士を配置した。また、簡易マザーズホームにおいては、肢体不自
由のお子さんに対応するため、保育士のほか理学療法士・看護師・作業療
法士・物理療法士を配置した。

継続 療育支援課

A

65歳到達時に介護保険サービスへの切り替えをスムーズに行うため、６
５歳到達の９０日前より要介護認定申請を受付け対応している。
平成２８年度　９０日前申請受付　１７件

A

65歳到達時に介護保険サービスへの切り替えをスムーズに行うため、６
５歳到達の９０日前より要介護認定申請を受付け対応している。
平成２９年度　９０日前申請受付　２４件

継続 介護保険課

担当課
進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

15 1 2

４．高齢化への対応 障害のある人の高齢化に対して、介護保険サービス等への
切り替えがスムーズに行われるよう関係機関との連携を
図っています。

介護保険サービス等への切り替えがスムーズに行えるよう
関係機関との連携を図るとともに、高齢化に対する課題の
把握に努めていきます。
また親亡き後の不安の解消の取組として、地域での生活の
場であるグループホームの整備や将来に渡りさまざまな
サービスの提供や行政への手続きが行えるよう成年後見制
度の利用の推進を図ります。

16 1 2

５.困難事例への対応について 多動、自傷、異食等、生活環境への著しい不適応行動を頻
回に示すため、適切な指導・訓練を行わなければ日常生活
を営む上で著しい困難があると認められた強度行動障害者
の支援を行う施設に対して、市独自に運営費の補助を行っ
ています。

強度行動障害者の支援を行う施設の支援については、適宜
見直しを図り、適切な支援を行います。
また矯正施設（刑務所、少年刑務所、拘置所等）を退所し
た障害のある人に対する支援についても検討します。

17 1 2

６．グループホームの充実 ①地域移行の推進を図るため、グループホームの整備費の
補助を行っています。
グループホームについては消防法、建築基準法上の様々な
課題がありますが、それらの問題に対し、関係機関・関係
部局と連携を図りながら、問題の解決に取り組んでいま
す。

①既存のグループホームの適正化を図るとともに、地域移
行の推進のため、新たなグループホームの新規設置につい
て検討を行い、必要に応じた整備費の補助を行います。

18 1 2

６．グループホームの充実 ②障害のある人の自立支援に寄与するため、グループホー
ムの運営費の補助を行っています。

②障害のある人の自立に寄与するために、グループホーム
の運営費の補助は、障害福祉サービス等に係る報酬改定等
の社会情勢の変化に応じて検討を行い、推進します。

19 1 2

７．福祉ホーム・生活ホームによ
る支援

福祉ホーム・生活ホームにより障害のある人への居室提供
及び日常生活に必要な支援を行っています。

福祉ホーム・生活ホームによる居室の提供及び日常生活の
援助を行っていきます。
また生活ホームについてはグループホームへの移行を図り
ます。

20 1 2

８．グループホーム等入居者家賃
補助の実施

障害のある人の自立を促進するため、グループホーム・生
活ホームの家賃の一部を補助しています。

グループホーム・生活ホームの家賃補助を行うことによ
り、障害のある人のグループホーム・生活ホームでの生活
を支援し、障害のある人の地域移行を推進します。

21 1 2

９．生活訓練等事業の推進 視覚障害者、特に中途失明者に対し、日常生活に必要な相
談・訓練指導を行うことにより、視覚障害者の自立社会参
加の促進を図っています。

生活訓練等事業については、視覚障害者の状況に合わせた
相談・訓練指導を実施し、その利用の推進を図りながら、
視覚障害者の自立社会参加の促進を図ります。

22 1 2

１０．障害児等療育支援事業の推
進

在宅の障害児（者）の地域における生活を支えるため、身
近な地域で療育指導・相談等により、各種福祉サービス提
供の援助・調整等を行っています。

障害児等療育支援事業を推進します。
障害福祉サービスの利用を促進する観点から、障害児等療
育支援事業の受託事業所数の増加を図るなど、障害のある
人とその家族が利用しやすい環境整備を推進します。

23 1 2

１１．精神障害者の社会復帰施策
の推進

回復途上の精神障害者の社会生活への適応力を高めること
などを目的に、デイケアクラブを実施しています。

デイケアクラブを実施し、精神障害者の社会復帰を支援し
ます。

24 1 2

１２．一時介護の実施 障害のある人が福祉施設などに有料で一時的な介護を委託
した場合、その費用の一部を助成することにより、障害の
ある人及びその保護者の福祉の増進を図っています。

心身障害者を介護している保護者が居宅での介護が一時的
に困難となった場合又は心身障害者が介護を一時的に必要
とした場合に、一時介護の費用の一部を助成することによ
り、障害のある人及びその保護者の福祉の増進を図りま
す。

25 1 2

１３．日中一時支援事業の充実 障害のある人の日中における活動の場を確保するととも
に、障害のある人の家族の就労支援及び障害のある人を日
常的に介護している家族の一時的な休息等のための支援を
行っています。

児童福祉法の児童通所支援事業の実施状況を踏まえつつ、
日中一時支援を継続して実施し、障害のある人の日中活動
の場の確保、障害のある人の就労支援、障害のある人の家
族の一時的な休息等の支援を行います。

26 1 2

１４．重度身体障害者等入浴サー
ビス事業の充実

重度障害者等の居宅を訪問し、浴槽を提供して行われる入
浴の介護を行っています。

自宅での入浴が困難な重度障害者等に対して、保健衛生の
向上と介護者の負担軽減を図る重度身体障害者等入浴サー
ビス事業を継続して実施します。

27 1 2

１５．障害者等移動支援事業の充
実

屋外での移動が困難な障害のある人が、社会生活上必要不
可欠な外出や余暇活動等の社会参加のための外出の支援を
行っています。

障害のある人の社会参加等の観点から、障害のある人の移
動支援が不可欠であることから、障害のある人が必要な場
面で移動支援を受けられるよう移動支援事業を継続して実
施します。
また、利用実態に合わせた利用方法について継続して検討
します。

28 1 2

１６．リフトカーによる移動支援
の実施

福祉リフトカーの利用支援を行い、障害のある人の社会参
加を促す外出支援を行っています。

効率的な利用方法を図りつつ、重度身体障害者及びねたき
り老人等の通院、会合等社会生活上必要な用務のための利
用に供することにより、重度身体障害者及びねたきり老人
等の社会参加のための外出の支援を行います。

29 1 2

１７．福祉タクシー利用料金の助
成

重度の障害のある人に、タクシーの利用料金の一部を助成
することにより、障害のある人の福祉の増進を図っていま
す。

乗用タクシー及び車イスや介護ベッドを積むことのできる
福祉タクシー利用料金の一部の助成を行うことにより、障
害のある人の福祉の増進を図ります。

30 1 2

１８．自動車改造費及び自動車免
許取得費の助成

身体に障害のある人が、自らが所有し運転する自動車の改
造を行う場合や、自動車免許を取得した場合に、改造費や
免許取得費の一部を助成しています。

身体に障害のある人が、車を運転することにより社会参加
が可能になるため、障害のある人が自ら所有し運転する自
動車の改造を行う場合の改造費や免許取得費の一部を助成
します。

31 1 2

１９．障害者施設等通所交通費の
助成

障害者施設等に通所している障害者等及びその介護者に対
し、通所に要する交通費の一部を助成しています。

障害者施設等に通所している障害者等及びその介護者に対
し、通所に要する交通費の一部を助成することにより、日
中活動への参加しやすい環境を整備します。

32 1 2

１９．障害者施設等通所交通費の
助成

障害者施設等に通所している障害者等及びその介護者に対
し、通所に要する交通費の一部を助成しています。

障害者施設等に通所している障害者等及びその介護者に対
し、通所に要する交通費の一部を助成することにより、日
中活動への参加しやすい環境を整備します。

33 1 2

２０．福祉有償運送運営協議会の
開催

運送者からの申し出により、船橋市福祉有償運送運営協議
会において、福祉有償運送の必要性、旅客から収受する対
価その他の福祉有償運送を行うために必要となる事項につ
いて、地域の関係者が集まり協議しています。

船橋市福祉有償運営協議会において、福祉有償運送につい
ての協議を行います。
また、事業者に対し福祉有償運送の相談・指導を行いま
す。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第１章　生活支援】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性
担当課

進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）

A

その年度に６５歳を迎える障害福祉サービス利用者を把握し、介護保険
サービス等への切り替えがスムーズになるよう、申請手続き等について関
係機関等と連携を図っている。
また、成年後見制度の利用について、必要に応じ案内を行うなど推進を
図っている。 A

その年度に６５歳を迎える障害福祉サービス利用者を把握し、介護保険
サービス等への切り替えがスムーズになるよう、申請手続き等について関
係機関等と連携を図っている。
また、成年後見制度の利用について、必要に応じ案内を行うなど推進を
図っている。 継続 障害福祉課

B

強度行動障害加算事業補助金、短期入所特別支援（強度行動障害）加算事
業補助金の交付を行った。
〇強度行動障害加算事業補助金（補助額：13,206,702円）
〇短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金（補助額：
9,850,640円）

B

強度行動障害加算事業補助金、短期入所特別支援（強度行動障害）加算事
業補助金の交付を行った。
〇強度行動障害加算事業補助金（補助額：15,409,259円）
〇短期入所特別支援（強度行動障害）加算事業補助金（補助額：
8,387,440円）

継続 障害福祉課

Ａ

スプリンクラー設備の設置が必要な障害者グループホームに対し、整備費
の補助金の交付を行った。
（既存）交付件数：6件（うち､2件は前年度から繰越）
（既存）補助額：16,700千円（うち､7,154千円は前年度から繰越）
（新規）交付件数：2件
（新規）補助額：3,700千円

A

スプリンクラー設備の設置が必要な障害者グループホームに対し、整備費
の補助金の交付を行った。
（既存）交付件数：5件
（既存）補助額：12,227千円
（新規）交付件数：3件
（新規）補助額：9,438千円

継続 障害福祉課

Ａ

グループホームの運営費及び開設費の補助金の交付を行った。

A

グループホームの運営費及び開設費の補助金の交付を行った。

継続 障害福祉課

Ａ

福祉ホームによる居室の提供により、日常生活の援助を行った。
入居者：8人（平成28年4月1日）
また、生活ホームに対し、運営費補助金を交付した。

A

福祉ホームによる居室の提供により、日常生活の援助を行った。
入居者：8人（平成29年4月1日）
また、生活ホームに対し、運営費補助金を交付した。

継続 障害福祉課

A

グループホーム・生活ホーム入居者に対しの家賃の一部を補助し、障害の
ある人の地域移行を推進した。

A

グループホーム・生活ホーム入居者に対しの家賃の一部を補助し、障害の
ある人の地域移行を推進した。

継続 障害福祉課

A

視覚障害者からの相談を受けたり、個々の状況に合わせた訓練指導を実施
し、視覚障害者の自立や社会参加の促進を図った。

A

視覚障害者からの相談を受けたり、個々の状況に合わせた訓練指導を実施
し、視覚障害者の自立や社会参加の促進を図った。

継続 障害福祉課

A

市内外の7事業所に委託し、相談支援を行った。なお、29年度は受託事
業所が１か所増え８事業所となっている。
相談件数　外来…73件　　訪問…23件
決算額　468,270円

A

市内外の8事業所に委託し、相談支援を行った。
相談件数　外来…26件　　訪問…79件
決算額　509,310円

継続 障害福祉課

A

市内ボランティア団体に協力を得ながら、レクリエーション活動を中心
に、創作活動、生活指導等を行っている。実績：４３回　延１８５名参加

A

市内ボランティア団体に協力を得ながら、レクリエーション活動を中心
に、創作活動、生活指導等を行っている。実績：４３回　延１62名参加

継続 保健総務課

A

心身障害者を介護している保護者が居宅での介護が一時的に困難となった
場合又は心身障害者が介護を一時的に必要とした場合に、一時介護の費用
の一部を助成し、障害のある人及びその保護者の福祉の増進を図った。

A

心身障害者を介護している保護者が居宅での介護が一時的に困難となった
場合又は心身障害者が介護を一時的に必要とした場合に、一時介護の費用
の一部を助成し、障害のある人及びその保護者の福祉の増進を図った。

継続 障害福祉課

A

支給決定者数は毎年増加しており、日中一時支援による障害者の家族の一
時的な休息等に寄与した。

A

支給決定者数は毎年増加しており、日中一時支援による障害者の家族の一
時的な休息等に寄与した。

継続 障害福祉課

A

支給決定者数は毎年増加しており、入浴サービスによる保健衛生の向上と
介護者の負担軽減に寄与した。

A

支給決定者数は毎年増加しており、入浴サービスによる保健衛生の向上と
介護者の負担軽減に寄与した。

継続 障害福祉課

A

支給決定者数は毎年増加しており、移動支援事業による外出の支援に寄与
した。

A

支給決定者数は毎年増加しており、移動支援事業による外出の支援に寄与
した。

継続 障害福祉課

A

歩行困難な重度身体障害者及びねたきり老人等の通院、会合等社会生活上
必要な用務のために福祉リフトカーで移送し、外出の支援を行った。

A

歩行困難な重度身体障害者及びねたきり老人等の通院、会合等社会生活上
必要な用務のために福祉リフトカーで移送し、外出の支援を行った。

継続 障害福祉課

A

重度の障害のある人の通院、会合等のために、タクシーを利用した場合の
料金の一部を助成することにより、障害のある人の福祉の増進を図った。

A

重度の障害のある人の通院、会合等のために、タクシーを利用した場合の
料金の一部を助成することにより、障害のある人の福祉の増進を図った。

継続 障害福祉課

Ａ

障害のある人が自ら所有し運転する自動車の改造を行う場合の改造費や免
許取得費の一部を助成し、身体に障害のある人の社会参加を促進した。

A

障害のある人が自ら所有し運転する自動車の改造を行う場合の改造費や免
許取得費の一部を助成し、身体に障害のある人の社会参加を促進した。

継続 障害福祉課

A

障害者施設等に通所している障害者等及びその介護者に対し、通所に要す
る交通費の一部を助成することにより、日中活動への参加しやすい環境を
整備した。助成額は例年上昇傾向にある。平成28年度助成額は前年度比
約15％増。

A

障害者施設等に通所している障害児及びその介護者に対し、通所に要する
交通費の一部を助成することにより、日中活動への参加しやすい環境を整
備した。助成額は例年上昇傾向にある。平成29年度助成額は前年度比約
29％増。

継続 療育支援課

A

障害者施設等に通所している障害者本人及びその介護者に対し、通所に要
する交通費の一部を助成することにより、これらの者の負担軽減を図ると
共に、日中活動への参加を促進した。 A

障害者施設等に通所している障害者本人及びその介護者に対し、通所に要
する交通費の一部を助成することにより、これらの者の負担軽減を図ると
共に、日中活動への参加を促進した。 継続 障害福祉課

A

平成２８年度は福祉有償運送運営協議会を１回開催し、登録団体に対し、
適切な運営が成されるよう、事業を行ううえで必要な手続き等の実施状況
を確認し、必要に応じて指導した。
協議会の主旨に沿い協議を行った結果、２団体の更新を承認した。

A

平成２９年度は福祉有償運送運営協議会を２回開催し、登録団体に対し、
適切な運営が成されるよう、事業を行ううえで必要な手続き等の実施状況
を確認し、必要に応じて指導した。
協議会の主旨に沿い協議を行った結果、７団体の更新を承認した。

継続 地域福祉課
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

34 1 2

２１．食の自立支援事業の実施 身体の障害等により食事の調理が困難な一人暮らし等の身
体障害者に食事を届けるほか、栄養士が食生活に関する相
談に応じる、食の自立支援事業を行っています。

一人暮らしの障害者等の食の自立がさらに推進されるよう
に、食事内容について継続して見直しをしつつ、食の自立
に必要な支援を実施します。

35 1 3

１．療育支援体制の整備 こども発達相談センターを基幹とし、福祉、教育部門など
の周辺関係機関との連携を強化し、広く支援体制を整備す
ることで、総合的・一貫性のある療育体制の充実を図って
います。

連携を強化するための会議等を開催し支援体制の整備を図
ります。

36 1 3

２．児童発達支援の実施 学齢前の障害児が、日常生活の向上を図るため、基本的動
作の指導や集団生活への適応訓練を行っています。

児童発達支援を実施し、障害児の日常生活の向上を図りま
す。

37 1 3

３．放課後等デイサービスの実施 就学している障害児が、生活能力の向上を図るため、コ
ミュニケーションの促進や必要な訓練を行っています。

放課後等デイサービスを実施し、障害児の生活能力の向上
を図ります。

38 1 3

４．保育所等訪問支援の実施 保育所等に通う障害児が、集団生活への適応のため、訪問
支援員が専門的なアドバイスを行っています。

保育所等訪問支援を実施し、集団生活の適応向上を図りま
す。

39 1 3

５．早期発見・早期療育の充実 心理発達相談員などの専門職の巡回相談等により、発達に
遅れのある子を早期発見し、早期療育を行っています。

幼稚園等への巡回相談等を行い、早期発見し、早期療育に
繋げます。

40 1 3

６．療育内容の充実 療育内容の研究を深め、より効果的な支援体制を構築する
とともに、支援にかかる知識や具体的支援方法についての
指導啓発を行うことにより、効果的な支援体制の確立を
図っています。

幼稚園・保育園等の職員に対して、講演会を開催し、職員
の資質の向上を図ります。

41 1 3

７．保育所における障害のある児
童の受け入れ

「船橋市発達支援保育実施要綱」に基づき、保育に欠ける
発達支援児の保育所での受け入れを行っています。
また保育所のバリアフリー化を推進しています。

「船橋市発達支援保育実施要綱」に基づき、保育を必要と
する発達支援児の保育所での受け入れを行います。
また保育所のバリアフリー化も推進します。

42 1 3

８．幼稚園における障害のある児
童の受け入れ

障害のある児童を受け入れている私立幼稚園に対し、それ
にかかわる経費の一部の補助を行っています。

障害のある児童を受け入れている私立幼稚園に対し、その
経費の一部を補助することにより、幼稚園における障害の
ある児童の受け入れに対する支援を行います。

43 1 3

９．放課後ルームにおける障害の
ある児童の受け入れ

障害のある児童の受け入れの際に、児童の障害の程度に応
じて職員の加配などを行っています。

職員の加配を行うなど障害のある児童の受け入れを行いま
す。

44 1 4

１．補装具費の支給 障害のある人の日常生活や社会生活の向上を図るために、
補装具費（購入・修理）の支給を行っています。

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律に基づき、補装具費の支給を行い、障害のある人の日
常生活や社会生活の向上を図ります。

45 1 4

２．日常生活用具費の支給 障害のある人の日常生活や社会生活の向上を図るために日
常生活用具費や日常生活用具取付費用の支給を行っていま
す。

日常生活用具費や日常生活用具取付費用について、利用実
態を把握しつつ適正な支給を行い、障害のある人の日常生
活や社会生活の向上を図ります。

46 1 5

１．聴覚障害者ファクシミリ・
ネットワーク（Fネット）事業の
実施

聴覚障害者への情報提供の充実を図るため、ファクシミリ
を利用した情報提供を実施しています。

ふなばし安全・安心メールなどの普及を図りつつ、ファク
シミリを利用した情報提供を推進します。

47 1 5

２．図書利用の支援 ①身体障害者福祉センターにて声の図書や点字図書の貸し
出しを行っています。

①身体障害者福祉センターにて声の図書や点字図書の貸し
出しを行っています。

48 1 5

２．図書利用の支援 ②障害があり図書館に行くことが困難な人に対し、図書の
宅配を行っています。

②図書の宅配サービスを行います。

49 1 5

３．点字広報・声の広報の発行 広報ふなばしの点字版・録音版を発行することによる情報
提供の推進を図っています。

点字広報・声の広報を発行することによる情報提供の推進
を図ります。

50 1 5

４．市のホームページにおける情
報提供の推進

市のホームページにおいて、ふりがな・文字の拡大機能な
ど情報提供の推進を図っています。

市のホームページにおける情報提供の推進を図ります。

51 1 5

５．声の市議会だより・市議会だ
より点字版の発行

市議会だよりの録音版である声の市議会だよりや市議会だ
よりの点字版を発行することにより、市議会の情報提供の
推進を図っています。

声の市議会だより・市議会だより点字版の発行により、市
議会の情報提供の推進を図ります。

52 1 5

６．公文書の音声コード化 障害福祉のしおりや通知の一部の音声コード化を行ってい
ます。
また、音声コード読み上げ装置を、平成２６年度に戸籍住
民課及び各出張所・連絡所に配置しました。

公文書の音声コード化については、必要に応じて行いま
す。

53 1 5

６．公文書の音声コード化 障害福祉のしおりや通知の一部の音声コード化を行ってい
ます。
また、音声コード読み上げ装置を、平成２６年度に戸籍住
民課及び各出張所・連絡所に配置しました。

公文書の音声コード化については、必要に応じて行いま
す。

54 1 6

１．手話通訳者・要約筆記者によ
る意思疎通支援の推進

①広域的な手話通訳者・要約筆記者を派遣することによ
り、障害のある人の意思疎通支援を推進しています。

①障害のある人と障害のある人に対して意思疎通を必要と
する人の意思疎通支援の手段として、手話通訳者又は要約
筆記者の派遣の利用を推進します。

55 1 6

１．手話通訳者・要約筆記者によ
る意思疎通支援の推進

②手話通訳者・要約筆記者の派遣を推進するため、手話通
訳者・要約筆記者の養成を行っています。

②専門性の高い手話通訳者・要約筆記者の養成を行うこと
による意思疎通支援を推進します。

56 1 6

２．手話講習会の実施 ①聴覚障害者が基本的な意思疎通ができるように、手話講
習会を行っています。

①聴覚障害者への意思疎通支援のため、手話講習会を行い
ます。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第１章　生活支援】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性
担当課

進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）

A

身体の障害等により食事の調理が困難な一人暮らし等の身体障害者に食事
を届けるほか、栄養士が食生活に関する相談に応じた。平成２８年度は２
名の登録者がいたが、実利用は０件であった。
（船橋市サービス公社実施事業）

A

身体の障害等により食事の調理が困難な一人暮らし等の身体障害者に食事
を届けるほか、栄養士が食生活に関する相談に応じた。平成２９年度は１
名の対象者に栄養管理サービスの提供を６件行った。
（船橋市サービス公社実施事業）

継続 障害福祉課

A

保健センター、家庭児童相談室、子育て支援センターとの連絡会議を開催
し、相互の情報共有及び連携強化を図った。

A

保健センター、家庭児童相談室、子育て支援センターとの連絡会議を開催
し、相互の情報共有及び連携強化を図った。

継続 療育支援課

A

児童発達支援を実施し、障害児の日常生活の向上を図った。利用延べ日数
４８,４３６日。市内指定事業所数18（平成２８年度末時点）。

A

児童発達支援を実施し、障害児の日常生活の向上を図った。利用延べ日数
56,083日。市内指定事業所数23（平成２９年度末時点）。

拡大 療育支援課

A

放課後等デイサービスを実施し障害児の生活能力の向上を図った。利用延
べ日数５９,９０２日。市内指定事業所数３５（平成２８年度末時点）。

A

放課後等デイサービスを実施し障害児の生活能力の向上を図った。利用延
べ日数81,153日。市内指定事業所数３７（平成２９年度末時点）。

拡大 療育支援課

B

保育所等訪問支援を実施し、集団生活の適応向上を図った。利用延べ日数
１日。指定事業所数２（平成２８年度末時点）。利用者数が少なかった。

C

保育所等訪問支援を利用した児童は０名。
指定事業所数２（平成２９年度末時点）。
今後の保育所等訪問支援利用者を増やすため、児童発達支援センターとの
協議を重ねた。 拡大 療育支援課

A

心理発達相談員や理学療法士等の療育の専門職が、市内の幼稚園等の職員
に対して巡回相談等を行うことにより職員の資質の向上を図るとともに、
発達に遅れがある子を早期発見し、早期療育に繋げた。平成28年度から
認可外保育園への巡回相談を開始した。

A

心理発達相談員や理学療法士等の療育の専門職が、市内の幼稚園等の職員
に対して巡回相談等を行うことにより職員の資質の向上を図るとともに、
発達に遅れがある子を早期発見し、早期療育に繋げた。

継続 療育支援課

A

支援に実際に携わる現場職員を対象に、保育者向け研修会を開催した。
公立保育園管理課主催保育士研修に講師を派遣した。

A

支援に実際に携わる現場職員を対象に、職員向け研修会を開催した。
地域子育て支援課（児童ホーム・放課後ルーム）主催職員研修に講師を派
遣した。 継続 療育支援課

A

「船橋市発達支援保育実施要綱」に基づき、保育を必要とする発達支援児
の保育所での受け入れを行った。

A

「船橋市発達支援保育実施要綱」に基づき、保育を必要とする発達支援児
の保育所での受け入れを行った。

継続
公立保育園
管理課

A

対象児童の受け入れに対する補助を私立幼稚園に案内し、例年並みの実績
がみられた。

A

対象児童の受け入れに対する補助を私立幼稚園に案内し、受け入れ実績の
増加がみられた。

継続 学務課

B

職員の加配については、すべての施設において実配置することはできな
かった。

B

職員の加配については、すべての施設において実配置することはできな
かった。

継続
地域子育て
支援課

A

申請件数・助成件数ともに平年と同程度の支援を行い、障害のある人の日
常生活や社会生活の向上に寄与した。
支給件数　862件
決算額　　92,291,190円

A

申請件数・助成件数ともに平年と同程度の支援を行い、障害のある人の日
常生活や社会生活の向上に寄与した。
支給件数　995件
決算額　　98,661,834円

継続 障害福祉課

A

申請件数・助成件数ともに平年と同程度の支援を行い、障害のある人の日
常生活や社会生活の向上に寄与した。
件数　　11,570件
決算額　121,579,310円

A

申請件数・助成件数ともに平年と同程度の支援を行い、障害のある人の日
常生活や社会生活の向上に寄与した。
件数　　12,329件
決算額　127,938,820円

継続 障害福祉課

Ａ

市が主催する講演会やシンポジウム、光化学スモッグ注意報などの情報を
ファクシミリにて送信し、聴覚障害者への情報保障を行った。

A

市が主催する講演会や光化学スモッグ注意報などの情報をファクシミリに
て送信し、聴覚障害者への情報保障を行った。

継続 障害福祉課

Ａ

声の図書は、ふなばし朗読の会「まつむし」に依頼し、新規分をCDに録
音している。在庫のテープについても順次テープからCDに録音し直し
た。
声の図書　貸出冊数：236冊分

A

声の図書は、ふなばし朗読の会「まつむし」に依頼し、新規分をCDに録
音している。在庫のテープについても順次テープからCDに録音し直し
た。
声の図書　貸出冊数：２１４冊分

継続 障害福祉課

A

総登録者数３８名に対して７７１冊の資料を貸出した。

A

総登録者数３７名に対して９４２冊の資料を貸出した。

継続 図書館

A

点字広報と声の広報を作成し、利用者に情報提供した。また、声の広報に
ついては、多くの人に利用してもらうため音声データをホームページに掲
載している。 A

点字広報と声の広報を作成し、利用者に情報提供した。また、声の広報に
ついては、多くの人に利用してもらうため音声データをホームページに掲
載している。 継続 広報課

A

市ホームページでふりがな・文字の拡大に加え、27年度からは音声読み
上げ機能を持たせ、情報提供を行った。

A

市ホームページでふりがな・文字の拡大に加え、27年度からは音声読み
上げ機能を持たせ、情報提供を行っている。

継続 広報課

A

市議会だよりの録音版である声の市議会だより及び市議会だより点字版を
発行し、情報提供を行っている。

A

市議会だよりの録音版である声の市議会だより及び市議会だより点字版を
発行し、情報提供を行っている。

継続 庶務課

D

公文書作成課において、必要に応じて行っているものと考えられる。

D

公文書作成課において、必要に応じて行っているものと考えられる。

継続 総務課

A

必要に応じて音声コード化を実施している。

A

必要に応じて音声コード化を実施している。

継続 障害福祉課

Ａ

聴覚または音声・言語機能に障害のある人が意思の疎通を図るのに支障が
あるときに、手話通訳者・要約筆記者を派遣し、意思疎通の支援を図っ
た。 A

聴覚または音声・言語機能に障害のある人が意思の疎通を図るのに支障が
あるときに、手話通訳者・要約筆記者を派遣し、意思疎通の支援を図っ
た。 継続 障害福祉課

Ａ

手話通訳者および要約筆記者の養成講座を開催し、手話通訳者・要約筆記
者派遣事業における意思疎通支援の担い手となる人材の育成を図った。

A

手話通訳者および要約筆記者の養成講座を開催し、手話通訳者・要約筆記
者派遣事業における意思疎通支援の担い手とな人材の育成を図った。

継続 障害福祉課

Ａ

主に中途失聴者・難聴者対象。中途失聴者の講師を迎え講習会を行った。
定員１５名、月２回、参加者数（延べ人数）217人（年１回の講演会を
含む） A

主に中途失聴者・難聴者対象。中途失聴者の講師を迎え講習会を行った。
定員１５名、月２回、参加者数（延べ人数）１３７人（年１回の講演会を
含む） 継続 障害福祉課
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

57 1 6

２．手話講習会の実施 ②健聴者ではじめて手話を学ぶ人を対象とした手話講習会
を行っています。

②健聴者ではじめて手話を学ぶ人を対象として講習会を行
います。

58 1 6

２．手話講習会の実施 ③身体障害者手帳を所持していない中途失聴者・難聴者の
ための手話講習会を行っています。

③手話の学習を通じ、同じ仲間との交流を深め、孤立しが
ちな状況から社会参加を促進していくことを目的に、中途
失聴者・難聴者のための手話講習会を行います。

59 1 6

３．盲ろう者通訳・介助員による
意思疎通支援の充実

①盲ろう者通訳・介助員を派遣することにより、障害のあ
る人の意思疎通支援を推進しています。

①盲ろう者通訳・介助員を派遣することにより、障害のあ
る人の意思疎通支援を行い、盲ろう者の自立と社会参加を
促進します。

60 1 6

３．盲ろう者通訳・介助員による
意思疎通支援の充実

②盲ろう者通訳・介助員の派遣を推進するため、盲ろう者
通訳者・介助員の養成を行っています。

②盲ろう者通訳・介助員の養成を行うことにより、意思疎
通支援を推進し、盲ろう者の自立と社会参加を促進しま
す。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第１章　生活支援】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性
担当課

進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）

Ａ

前期・後期に分けて同じ内容を男女共同参画センターで夜間に、社会福祉
会館で昼間に行った。
はじめての手話　定員２５人、前期・後期各２３回
参加者数（延べ人数）９６９人

A

前期・後期に分けて同じ内容を男女共同参画センターで夜間に、社会福祉
会館で昼間に行った。
はじめての手話　定員２５人、前期・後期各２３回
参加者数（延べ人数）９６９人

継続 障害福祉課

Ａ

聞こえに不便を感じている中途失聴者・難聴者のための手話講習会を開催
し、社会参加を促進した。

A

聞こえに不便を感じている中途失聴者・難聴者のための手話講習会を開催
し、社会参加を促進した。

継続 障害福祉課

Ａ

目と耳の両方に障害のある盲ろう者に対し、移動や意思疎通を支援する通
訳・介助員を派遣し、盲ろう者の自立と社会参加を促進した。

A

目と耳の両方に障害のある盲ろう者に対し、移動や意思疎通を支援する通
訳・介助員を派遣し、盲ろう者の自立と社会参加を促進した。

継続 障害福祉課

Ａ

盲ろう者通訳・介助員養成講座を開催し、盲ろう者通訳・介助員派遣事業
の担い手とな人材の育成を図った。

A

盲ろう者通訳・介助員養成講座を開催し、盲ろう者通訳・介助員派遣事業
の担い手とな人材の育成を図った。

継続 障害福祉課

19



 



 

 

 

第２章 

保 健 ・ 医 療 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



61 2 1

１．（仮称）保健福祉センター
による保健・医療・福祉の連携

保健所・保健センター・地域包括支援センター等、保健・
医療・福祉サービスの拠点となる複合施設である（仮称）
保健福祉センターを、平成２７年１０月の開設を目標に建
設しています。

（仮称）保健福祉センターの整備を行うことにより、保健
所を中心とした保健・医療・福祉の連携を図り、より良い
サービスを提供できる体制づくりを推進します。

62 2 1

２．健康づくり事業の推進 健康の保持増進や生活習慣病予防に関する啓発、妊娠、出
産・子育てに関する相談、健康診査等の事業を行っていま
す。

生涯にわたる健康づくりのための事業を実施します。

63 2 1

３．地域リハビリテーションの
推進

①船橋市地域リハビリテーション協議会において、市民が
住み慣れた地域で安心して生活することができるよう、適
切なリハビリテーションが切れ目なく提供される「地域リ
ハビリテーション」を推進するために必要な事項につい
て、協議しています。

①「地域リハビリテーション」を推進するための協議及び
取り組みを実施します。

64 2 1

３．地域リハビリテーションの
推進

②船橋市リハビリセンターにおいて、これまでのリハビリ
事業に加え、市内の回復期病床を持つ病院等と密接な連携
体制を整えることで、回復期から維持期までの継続したリ
ハビリテーションを提供していく地域リハビリテーション
を推進するための拠点事業を行っています。また、リハビ
リテーション科の診療所及び訪問看護ステーション業務を
実施し、地域で生活しながらリハビリテーションを行う方
にリハビリテーションの総合的な提供を行っています。

②平成２６年４月から指定管理者制度を導入し、これまで
のリハビリ事業に加え、地域リハビリテーションを推進す
るための拠点事業を行い、地域リハビリテーションの推進
を支援するとともに、平成２６年７月から診療所の運営を
開始するほか、平成２７年４月から訪問看護ステーション
の運営を開始します。

65 2 1

３．地域リハビリテーションの
推進

③リハビリテーション検討会議の開催など庁内におけるリ
ハビリテーションの連携を図っています。

③庁内におけるリハビリテーションの連携を図ります。

66 2 1

４．地域医療の推進 ①かかりつけ医の必要性について、市の広報や小児救急ガ
イドブックを通じて、市民への啓発を図っています。

①市の広報や小児救急ガイドブックなど様々な形で、かか
りつけ医の必要性について、市民への啓発事業を行いま
す。

67 2 1

４．地域医療の推進 ②高い病床稼働率を維持している船橋市立リハビリテー
ション病院において回復期のリハビリテーションを提供し
ています。

②船橋市立リハビリテーション病院による回復期のリハビ
リテーション医療の提供を実施します。

68 2 1

５．在宅療養者への介護・介護
支援の充実

平成２３年度に３ケ所、平成２５年度に１ケ所の委託による
地域包括支援センターを増設し、より地域に密着した対応を
行っています。

地域包括支援センター及び協力機関である在宅介護支援セ
ンターの機能強化を図ります。また、各地区コミュニティ
で開催されている地域ケア会議を充実させます。

69 2 1

６．在宅医療の推進 医療・介護の関係団体の代表で構成する船橋市地域在宅医
療推進連絡協議会を設置し、平成２４・２５年度の２年
間、在宅医療を推進するために必要な事項の検討を行い、
協議結果を「船橋市における在宅医療の推進について」報
告書に取りまとめを行いました。また、平成２５年５月、
医療・介護関係者及び行政によって構成する任意団体であ
る船橋在宅医療ひまわりネットワークが設立され、在宅医
療の推進に向けて取り組んでいます。

船橋在宅医療ひまわりネットワークの活動を中心に、在宅
医療・介護関係者が連携し、在宅医療の推進に向けて取り
組みます。新たに市が設置予定の在宅医療支援拠点の平成
２７年１０月オープンに向けて、行政と関係機関が協力連
携のうえ、準備を進め、推進体制を構築します。

70 2 1

７．医療機関での診療の円滑化 障害のある人が医療機関において円滑な診療が受けられるよ
う、千葉県から提供される受診サポート手帳を障害福祉課、
船橋駅前総合窓口センター、各出張所福祉ガイドコーナーに
て配布しています。

受診サポート手帳の配布及び市のホームページや障害福祉
のしおりで周知を行います。

71 2 1

８．歯科診療の充実 さざんか歯科診療所において、一般の歯科診療所で治療が
困難な障害のある人に対し歯科診療を行う体制を整え、診
療しています。

（仮称）保健福祉センター内に、障害のある人に対する歯
科診療を行う診療所を新たに設置するなど歯科診療の充実
を図ります。

72 2 1

９．障害福祉施設等への歯科指
導及び家庭への訪問指導の充実

障害福祉施設等に出向き、歯科指導を実施するとともに、必
要時においては家庭への訪問指導を行っています。

各施設への歯科指導及び家庭への訪問指導を行います。

73 2 1

１０．医療費負担の軽減　自立
支援医療（更生医療）の給付、
重度心身障害者医療費の助成、
障害者の後期高齢者制度による
医療

障害のある人の医療費負担の軽減のため、医療の給付及び医
療費の助成を行っています。・自立支援医療（更生医療）の
給付・重度心身障害者医療費の助成・６５歳以上７５歳未満
で一定程度の障害の状態にある者及び７５歳以上の者に対す
る「高齢者の医療の確保に関する法律」による医療の適用

医療の給付及び医療費の助成を行います。なお重度心身障
害者医療費については現物給付化に向けて、千葉県の動向
を見ながら、必要な措置を行います。

整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第２章保健・医療】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性

完了

建設計画どおり、平成27年８月に竣工し、同年10月に開所しました。

完了

建設計画どおり、平成27年８月に竣工し、同年10月に開所した。保健
福祉センターを中心に保健・医療・福祉の連携を推進しています。

完了 健康政策課

A

妊娠・出産・育児に関する相談のほか、生活習慣病予防の重要性を促す
ための健康教育・健康相談に取り組んだ。

A

妊娠・出産・育児に関する相談のほか、生活習慣病予防の重要性を促す
ための健康教育・健康相談に取り組んだ。

継続 地域保健課

A

平成28年度においては、協議会を２回開催しました。
地域リハビリテーションを推進するための市内における活動状況を共有
するとともに、今後、取り組むべき事項について議論を深めました。
また、市内におけるリハビリテーションを提供する機関を地図上に示し
た「船橋市リハビリテーション提供機関マップ」を3,000部作製し、医
療機関・介護事業所をはじめとした医療・介護関係者へ配付しました。
「市民の生活を多職種で支えるために活用している」等の好評価を得ま
した。

A

平成29年度においては、協議会を２回開催しました。
地域リハビリテーションを推進するための市内における活動状況を共有
するとともに、今後、取り組むべき事項について議論を深めました。

継続 健康政策課

A

平成28年度においても、指定管理者により、平成２７年度と同様に、
リハビリセンターにおいて、診療所、訪問看護ステーション、リハビリ
事業の運営を実施し、また、地域リハビリテーション拠点事業として、
以下の講演会等を開催しました。
リハビリ関係者向け講演会：2回・リハビリ関係者向け研修会：15回・
市民向け講演会：2回・市民向け研修会：2回
　（開催回数合計：21回　参加者総数：1,764名）

A

指定管理者により、平成28年度と同様に、リハビリセンターにおい
て、診療所、訪問看護ステーション、リハビリ事業の運営を実施し、ま
た、地域リハビリテーション拠点事業として、以下の講演会等を開催し
ました。
リハビリ関係者向け講演会：2回・リハビリ関係者向け研修会：15回・
市民向け講演会：2回・市民向け研修会：2回
　（開催回数合計：21回　参加者総数：１，４３９名）

継続 健康政策課

A

身体障害者福祉センター、身体障害者福祉作業所太陽、健康政策課の専
門職との会議を年４回開催した。専門職同士で意見・情報交換を行い、
連携を図ることができた。

A

身体障害者福祉センター、身体障害者福祉作業所太陽、健康づくり課、
包括支援課、東西簡易マザーズホーム、こども発達相談センターの専門
職との会議を年４回開催した。専門職同士で意見・情報交換を行い、連
携を図ることができた。

継続 療育支援課

A

小児救急ガイドブック等で、かかりつけ医の必要性について、市民への
啓発を行いました。

A

小児救急ガイドブックに記事を掲載するほか、イベント等でチラシを配
布するなど、かかりつけ医の必要性について、市民への啓発を行いまし
た。 継続 健康政策課

A

船橋市立リハビリテーション病院において、回復期リハビリテーション
を提供し、患者から高い満足度を得ました。

A

船橋市立リハビリテーション病院において、回復期リハビリテーション
を提供し、患者から高い満足度を得ました。

継続 健康政策課

A

相談体制の強化を図るため、第１号被保険者が1万人を超えている習志
野台地区に、平成28年4月1日付けで地域包括支援センター（三職種6
名）を開設し、同じく１万人を超えた新高根・芝山、高根台地域包括支
援センターの職員を1名増員し6名体制とした。さらに、直営の地域包
括支援センターに配置する職員を3名増員（西部1名、南部1名、北部1
名）した。
総合事業における介護予防・生活支援サービス事業対象者を判定するた
めの基本チェックリストを在宅介護支援センターで実施できるよう、各
センター1名配置している専従・常勤職員とは別に、兼務による職員を
新たに配置し、より一層の相談体制の強化を図った。
各地区地域ケア会議の充実を図るため、医療関係者の参加の促進を図っ
た結果、24地区コミュニティ全てに医療関係者が構成員として参加す
ることとなった。
地域づくりの一環として、また地域ケア会議の普及啓発を目的として、
地域ケア会議が主体となり講演会等を開催した。（８地区において９回
開催）

A

相談体制の強化を図るため、第1号被保険者が1万人を越えた「三山・
田喜野井地域包括支援センター」及び6千人を超えた「豊富・坪井地域
包括支援センター」の職員を各1人ずつ増員するとともに、直営の地域
包括支援センターに配置する職員を3人増員（中部1人、南部1人、北部
1人）した。
各地区地域ケア会議の充実を図るため、船橋市自治会連合協議会の協力
を得て、全ての地区の地域ケア会議に町会・自治会代表者の方が就任し
ていただくこととなった。
地域づくりの一環として、また地域ケア会議の普及啓発を目的として、
地域ケア会議が主体となり講演会等を開催した。（10地区において11
回開催）

拡大 包括支援課

A

＜在宅医療支援拠点事業＞
・在宅療養を希望する患者さんやそのご家族からの相談に応じるほか、
在宅医療・介護関係者等への情報提供や相談などの支援を行った。
・「在宅医紹介制度」等を活用し、市民や在宅医療関係者等に対し、必
要な情報提提供を行い、適切な資源やサービスへ繋がるようコーディ
ネートを行った。
・在宅医療の普及・啓発を目的として、まちづくり出前講座等の講話の
ほか、市民公開講座を開催した。
＜在宅医療・介護連携支援用患者情報共有システム＞
・在宅医療・介護連携支援のための情報共有システムを運用した（ＩＤ
発行数：57事業所　206名）。
＜在宅医療・介護の講演会・相談会事業＞
・在宅医療・介護に関する様々なテーマの講演会を開催するとともに、
講演会終了後、患者及びその家族、医療・介護関係者等から、医師等の
専門職が相談を受ける相談会を開催した（年11回）。
＜ひまわりネットワーク交付金事業＞
・専門職向けの研修会、市民公開講座を主催事業として実施するととも
に、2回の役員会を開催した。
・5つの委員会を合計24回開催し、委員会ごとに具体的な活動を行っ
た。①顔の見える連携づくり委員会 ②人材育成委員会 ③安心の確保
委員会　④資源情報管理委員会　⑤地域リハ推進委員会
・「船橋市における在宅医療・介護連携の心得」、「ひまわりシー
ト」、「船橋市在宅医療・緩和ケア提供機関マップ（平成29年版）」
などを発行し、活用した。

A

＜在宅医療支援拠点事業＞
・在宅療養を希望する患者さんやそのご家族からの相談に応じるほか、
在宅医療・介護関係者等への情報提供や相談などの支援を行った。（相
談者数279名、相談件数492件）
・「在宅医紹介制度」等を活用し、市民や在宅医療関係者等に対し、必
要な情報提提供を行い、適切な資源やサービスへ繋がるようコーディ
ネートを行った。
・在宅医療の普及・啓発を目的として、まちづくり出前講座等の講話の
ほか、市民公開講座を開催した。
＜在宅医療・介護連携支援用患者情報共有システム＞
・在宅医療・介護連携支援のための情報共有システムを運用した。（Ｉ
Ｄ発行数：67事業所　249名）
＜在宅医療・介護の講演会・相談会事業＞
・在宅医療・介護に関する様々なテーマの講演会を開催するとともに、
講演会終了後、患者及びその家族、医療・介護関係者等から、医師等の
専門職が相談を受ける相談会を開催した（年10回）。
＜ひまわりネットワーク交付金事業＞
・専門職向けの研修会、市民公開講座を主催事業として実施するととも
に、2回の役員会を開催した。
・5つの委員会を合計19回開催し、委員会ごとに具体的な活動を行っ
た。①顔の見える連携づくり委員会 ②人材育成委員会 ③安心の確保
委員会　④資源情報管理委員会　⑤地域リハ推進委員会
・「船橋市における在宅医療・介護連携の心得」、「ひまわりシー
ト」、「船橋市在宅医療・緩和ケア・リハビリテーション提供機関マッ
プ（平成30年版）」などを発行し、活用した。

継続
地域包括ケ
ア推進課

A

障害福祉課、船橋駅前総合窓口センター、各出張所福祉ガイドコーナー
で配布し、市のホームページや障害福祉のしおりで周知を行った。

A

障害福祉課、船橋駅前総合窓口センター、各出張所福祉ガイドコーナー
で配布し、市のホームページや障害福祉のしおりで周知を行った。

継続 障害福祉課

A

平成２８年度においても、「さざんか特殊歯科診療所」及び「かざぐる
ま休日急患・特殊歯科診療所」において、一般の歯科診療所で治療が困
難な障害児（者）や要介護高齢者に対し特殊歯科診療を行いました。ま
た、「かざぐるま休日急患・特殊歯科診療所」においては、祝休日の急
な歯の痛み等に対し応急処置を行う急患歯科診療を行いました。

A

平成２９年度においても、「さざんか特殊歯科診療所」及び「かざぐる
ま休日急患・特殊歯科診療所」において、一般の歯科診療所で治療が困
難な障害児（者）や要介護高齢者に対し特殊歯科診療を行いました。
また、「かざぐるま休日急患・特殊歯科診療所」においては、祝休日の
急な歯の痛み等に対し応急処置を行う急患歯科診療を行いました。さら
に、平成29年4月より、歯科診療所におけるサービスの充実を図るた
め、特殊歯科診療の診療日について月曜日と火曜日を追加し、障害児
（者）の診療日を週6日、要介護高齢者の診療日を週5日に拡大しまし
た。

（実患者数）
かざぐるま休日急患・特殊歯科診療所：1,697人
さざんか特殊歯科診療所：1,094人

継続 健康政策課

A

療育支援課施設歯科指導：実施人数214人

A

療育支援課施設歯科指導：176人

継続 地域保健課

A

自立支援医療（更生医療）の給付を行い、障害のある人の医療費の軽減
を行った。重度心身障害者医療費の助成については、平成27年8月1日
に現物給付が開始され、利用者の利便性が向上した。

A

自立支援医療（更生医療）の給付を行い、障害のある人の医療費の軽減
を行った。重度心身障害者医療費の助成については、平成27年8月1日
に現物給付が開始され、利用者の利便性が向上した。

継続 障害福祉課

担当課
進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

74 2 1

１０．医療費負担の軽減　自立
支援医療（更生医療）の給付、
重度心身障害者医療費の助成、
障害者の後期高齢者制度による
医療

障害のある人の医療費負担の軽減のため、医療の給付及び医
療費の助成を行っています。・自立支援医療（更生医療）の
給付・重度心身障害者医療費の助成・６５歳以上７５歳未満
で一定程度の障害の状態にある者及び７５歳以上の者に対す
る「高齢者の医療の確保に関する法律」による医療の適用

医療の給付及び医療費の助成を行います。なお重度心身障
害者医療費については現物給付化に向けて、千葉県の動向
を見ながら、必要な措置を行います。

75 2 1

１１．医療費負担の軽減　自立
支援医療（育成医療）、養育医
療、療育医療の給付

①身体に障害がある児童（１８歳未満）に対して、自立した
日常生活または社会生活が営むことが出来るよう、手術を前
提とした入院及び手術後に機能回復が見込まれる場合の医療
の給付を行っています。

①自立支援医療（育成医療）の給付を行います。

76 2 1

１１．医療費負担の軽減　自立
支援医療（育成医療）、養育医
療、療育医療の給付

②身体発育が未熟なまま出生した未熟児は出生後速やかに適
切な処置が必要なため、医師が入院を認めた児に対し、養育
に必要な医療の給付を行っています。

②未熟児養育医療の給付を行います。

77 2 1

１１．医療費負担の軽減　自立
支援医療（育成医療）、養育医
療、療育医療の給付

③骨関節結核及びそのほかの結核にかかっている児童に対し
て、医師が必要と認めた場合の医療の給付等を行っていま
す。

③結核児童療育医療の給付を行います。

78 2 2

１．精神疾患等の正しい知識の
普及

精神障害者に対する偏見、差別解消、正しい知識の普及啓発
のため「普及啓発講演会」や「家族教室」を開催していま
す。なお家族支援でもある「家族教室」についてはそれまで
は年１回開催だったものを平成２５年度からは年２回と開催
回数を増やし開催しています。

普及啓発講演会については内容を充実させるとともに、継
続して開催します。家族教室については家族への情報提供
や交流促進の支援という点から実施します。

79 2 2

２．精神障害者及び家族に対す
る相談事業の推進

保健所において、精神保健福祉士、保健師等による電話・来
所相談や訪問支援を随時行っているほか、精神科医師による
相談を定期的に実施しています。また、船橋市地域活動支援
センターにおいて、地域で生活する精神障害者や市民の心の
健康相談を電話や面接相談にて実施しています。

保健所における相談事業については、医療機関や地域の福
祉関係機関との連携を強化しつつ、訪問支援を充実させま
す。また、船橋市地域活動支援センターの活動について、
地域に根ざした施設となるよう広報活動を促進します。

80 2 2

３．精神障害者の家族による交
流事業の推進

精神障害者の家族が孤立しないよう家族会の活性化ととも
に、当事者の家族に対する一層の支援を推進していく必要が
あります。

当事者と同居する家族を対象に、家族会のメンバーが担当
者となって、同じ悩みをもつ家族同士での話し合い、共に
学習する場を設けます。

81 2 2

４．医療費の負担軽減　自立支
援医療（精神通院医療）の給
付、精神障害者入院医療費の助
成

精神障害の治療で通院や入院した場合の医療費負担軽減のた
め、医療の給付及び医療費の助成を行っています。

精神障害者の増加する状況を踏まえ、精神障害に対する適
切な医療を確保できるよう精神障害により、通院や入院し
た場合の医療費の負担軽減を図ります。

82 2 3

１．専門職員の資質の向上 専門的知識の習得のため各種研修に参加しています。 各種研修により知識の習得及び資質の向上を目指します。

83 2 3

１．専門職員の資質の向上 専門的知識の習得のため各種研修に参加しています。 各種研修により知識の習得及び資質の向上を目指します。

84 2 3

２．専門職員の確保 地域保健を推進する保健師、発達遅滞の乳幼児に対する発達
検査や療育指導のための心理発達相談員など、専門職員を配
置しています。

保健指導や療育支援の推進確保に必要な専門職員の確保に
努めます。

85 2 3

２．専門職員の確保 地域保健を推進する保健師、発達遅滞の乳幼児に対する発達
検査や療育指導のための心理発達相談員など、専門職員を配
置しています。

保健指導や療育支援の推進確保に必要な専門職員の確保に
努めます。

86 2 4

１．難病患者援助金の支給 難病患者の費用負担の軽減を図るため難病患者援助金を支給
しています。

対象の拡大など、国の動向を見ながら、難病患者援助金の
支給による支援を行います。

87 2 4

２．小児慢性特定疾病医療費の
給付

長期にわたり療養を必要とし、療養のために多額の費用を要
する小児慢性特定疾病にかかっている児童等に対し医療費を
支給しています。

対象の拡大など、国の動向を見ながら、小児慢性特定疾病
医療費の給付による支援を行います。

88 2 4

３．難病相談事業の推進 難病患者が自宅で安心して療養できるよう、患者・家族から
相談を受け、関係機関と連携を取り、療養者の状況やニーズ
に応じた支援を行っています。

関係機関との連携を深め、難病患者が安心して療養できる
体制づくりを行います。

89 2 4

４．難病患者に対する医療費の
支給

原因が不明で治療方法が確立されていない難病患者の医療費
自己負担額を軽減し、治療の促進を図っています。

対象の拡大など、国の動向を見ながら、難病の患者に対す
る医療費の支給により負担を軽減し、治療の促進を図りま
す。

90 2 5

１．「ふなばし健やかプラン２
１」の推進

「声かけて 支えあって まちづくり」をキャッチフレーズ
に、行政及び「ふなばし健やかプラン２１市民運動推進会
議」の協働で計画の推進を図っています。

平成２７年度から「ふなばし健やかプラン２１（第２
次）」のもと健康の増進のための施策を推進します。

91 2 5

２．健康づくり啓発事業の推進 ふなばし健康まつり・ヘルシー船橋フェア等の開催や、パ
ンフレットの配布など啓発事業を推進しています。

内容や参加団体の充実を図りながら啓発事業を推進しま
す。

92 2 5

２．健康づくり啓発事業の推進 ふなばし健康まつり・ヘルシー船橋フェア等の開催や、パン
フレットの配布など啓発事業を推進しています。

内容や参加団体の充実を図りながら啓発事業を推進しま
す。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第２章保健・医療】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性
担当課

進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）

A

障害加入による後期高齢者医療制度への加入者は、平成２７年度末２８
８人から同２８年度末には３４２人と増加している。

A

障害加入による後期高齢者医療制度への加入者は、平成２８年度末３４
２人から同２９年度末には３９３人と増加している。

継続
国民健康保

険課

A

自立支援医療（育成医療）：新規申請者数51人

A

自立支援医療（育成医療）：新規申請者数59人

継続 地域保健課

A

未熟児養育医療：新規申請者数95人

A

未熟児養育医療：新規申請者数106人

継続 地域保健課

A

結核児童療育医療：申請件数0件

A

結核児童療育医療：申請者数0件

継続 地域保健課

A

精神障害者に対する偏見、差別の解消及び正しい知識の普及啓発を図る
ため、普及啓発講演会を実施。その他家族会と協同し、家族支援事業を
実施し、知識の普及だけでなく、家族同士の悩みの共有や情報交換の場
を設ける。普及啓発講演会実績：１回 ４２名 家族教室実績：１回
（全３回）延１００人 家族学習会実績：１回（全５回）延２７名 家
族交流会実績：２回　延３１名

A

精神障害者に対する偏見、差別の解消及び正しい知識の普及啓発を図る
ため、普及啓発講演会を実施。その他家族会と協同し、家族支援事業を
実施し、知識の普及だけでなく、家族同士の悩みの共有や情報交換の場
を設ける。普及啓発講演会実績：１回 ８６名 家族教室実績：１回
（全３回）延２０人 家族学習会実績：１回（全５回）延１０８名 家
族のための交流会実績：２回　延３２名

継続 保健総務課

A

精神保健福祉士、保健師等による電話・来所相談や訪問支援を随時行っ
ているほか、精神科医師による相談を定期的に実施している。また、船
橋市地域活動支援センターにおいて、地域で生活する精神障害者や市民
の心の健康相談を電話や面接相談にて実施。平成２８年度実績 電話相
談：３,３００件 面接相談：３６８件 訪問相談８０３件 精神科医師
による相談：４６件

A

精神保健福祉士、保健師等による電話・来所相談や訪問支援を随時行っ
ているほか、精神科医師による相談を定期的に実施している。また、船
橋市地域活動支援センターにおいて、地域で生活する精神障害者や市民
の心の健康相談を電話や面接相談にて実施。平成２９年度実績 電話相
談：２７７３件 面接相談：３４６件 訪問相談６６８件 精神科医師
による相談：２５件

継続 保健総務課

A

当事者の家族を対象に、「家族学習会」、「家族茶話会」を家族支援事
業として実施。家族会のメンバーが担当者となって、同じ悩みをもつ家
族同士での交流を推進し、話し合い、共に学習する場となった。平成２
８年度家族教室実績：１回（全３回）延１００人 家族学習会実績：１
回（全５回）延２７名　家族交流会実績：２回　延３１名

A

当事者の家族を対象に、「家族教室」、「家族学習会」、「家族のため
の交流会」を家族支援事業として実施。家族会のメンバーが担当者と
なって、同じ悩みをもつ家族同士での交流を推進し、話し合い、共に学
習する場となった。平成２９年度家族教室実績：１回（全３回）延２０
人 家族学習会実績：１回（全５回）延１０８名 家族のための交流会
実績：２回　延３２名

継続 保健総務課

A

自立支援医療（精神通院）受給者数
H26  6,906人
H27  7,398人
H28  7,754人
精神障害者入院医療費補助
H26  3,831件
H27  3,911件
H28  3,969件

A

自立支援医療（精神通院）受給者数
H27  7,398人
H28  7,754人
H29  8,098人
精神障害者入院医療費補助
H27  3,911件
H28  3,969件
H29  4,057件

継続 障害福祉課

Ａ

職種に合った各種研修に参加することで、専門的知識の習得、及び資質
の向上を図った。

A

職種に合った各種研修に参加することにより、専門的知識の習得、及び
資質の向上を図った。

継続 障害福祉課

A

それぞれの職種に合った各種研修に参加することで、専門的知識の習
得、及び資質の向上を図った。 A

それぞれの職種に合った各種研修に参加することで、専門的知識の習
得、及び資質の向上を図った。 継続 療育支援課

Ａ

専門的な相談等に対応するため、精神保健福祉士を配置した。

A

専門的な相談等に対応するため、精神保健福祉士を配置した。

継続 障害福祉課

A

こども発達相談センターでは、未就学のお子さんの発達に関する様々な
相談に対応するため、心理発達相談員・保育士・作業療法士・理学療法
士・言語聴覚士を配置した。また、簡易マザーズホームにおいては、肢
体不自由のお子さんに対応するため、保育士のほか理学療法士・看護
師・作業療法士・物理療法士を配置した。

A

こども発達相談センターでは、未就学のお子さんの発達に関する様々な
相談に対応するため、心理発達相談員・保育士・作業療法士・理学療法
士・言語聴覚士を配置した。また、簡易マザーズホームにおいては、肢
体不自由のお子さんに対応するため、保育士のほか理学療法士・看護
師・作業療法士・物理療法士を配置した。

継続 療育支援課

A

支給月数　通院34,496月　入院1,384月
支給額　計189,893,000円

A

支給月数　通院　35,179月　入院　1,388月
支給額　189,879,000円

継続 保健総務課

A

小児慢性特定疾病医療受給者証等の所持者は６３８人。

A

小児慢性特定疾病医療受給者証等の所持者は６３９人。

継続 保健総務課

A

378件訪問相談実施。難病患者と家族のつどい３回実施。

A

447件訪問相談実施。難病患者と家族のつどい３回実施。

継続 保健総務課

A

特定医療費（指定難病）受給者証の所持者数は4,372人。
特定疾患医療受給者証の所持者数は5人。 A

特定医療費（指定難病）受給者証の所持者数は４,１０４人。
特定疾患医療受給者証の所持者数は４人。 継続 保健総務課

A

引き続き、「運動・身体活動」及び「食生活」を重点分野とし、リーフ
レット等を活用して啓発を行った。また、｢食生活｣分野の推進として、
新たに食育情報交換会や食育イベントを実施し、関係団体・機関との連
携を図りながら食生活分野の推進を行うことができた。

A

平成２９年度は「歯・口腔」を重点分野とし、「歯・口腔」をテーマに
した健康フォーラムの開催や、リーフレットの作成を行った。また、こ
れまでの重点分野「運動・身体活動」及び「食生活」においては、作成
したリーフレットを配布するなどして、取組みを継続できた。

拡大 健康政策課

A

ふなばし健康まつりは「ふれあい」をテーマに11月6日に開催。体力測
定や各団体によるブース出展等の従来の企画のほか、起震車・煙中ハウ
ス体験を新規企画として実施した。（来場者7,000人）
また、各関係団体等の協力を得て、リーフレットによる啓発を行った。 A

ふなばし健康まつりは「げんき」をテーマに11月4日に開催。体力測定
や各団体によるブース出展等の従来の企画のほか、競技場側屋外ステー
ジにて市立船橋高等学校と船橋市出身オペラ歌手による演奏会、テニス
体験教室を新規企画として実施した。（来場者7,000人）
また、各関係団体等の協力を得て、リーフレットによる啓発を行った。

継続 健康政策課

A

第30回ヘルシー船橋フェアをＨ29.1.12～1.17の間開催し、広く市民
の健康に関する啓発事業を推進した。入場者数：8,431人

A

第31回ヘルシー船橋フェアを平成30年1月25日から30日の6日間、
「こどもも おとなも みんな元気」～来て、見て、知って、健康家族
～をテーマに広く市民の健康に関する啓発事業を推進した。過去最高の
9,651名の来場者があった。

継続
健康づくり

課
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

93 2 5

３．新生児の障害予防の推進 ①保健師による母子健康手帳交付時に、妊娠・出産・育児に
関する相談を行っているほか、妊娠届やそれらの相談をもと
に、必要に応じて妊婦訪問を行うなど出産・育児に関する継
続的な支援を行っています。

①母子健康手帳交付時における保健師による相談を行うほ
か妊婦訪問など出産・育児に関する継続的な支援を行いま
す。

94 2 5

３．新生児の障害予防の推進 ②「はじめてママになるための教室」「パパ・ママ教室」に
より、正しい知識の普及を行い、安全な妊娠・出産を促して
います。

②「はじめてママになるための教室」「パパ・ママ教室」
により、正しい知識の普及を行い、安全な妊娠・出産を促
します。

95 2 5

３．新生児の障害予防の推進 ③安全な妊娠・出産を迎えるため毎年１校、中学生を対象に
した健康教育を行っています。

③中学生を対象にした健康教育を行っていきます。

96 2 5

４．乳幼児からの正しい食生活
の推進

第１子を対象にした食育講座や、１歳６か月児健康診査時に
行う食育ミニ講座などによる食育推進事業を行っています。

食育講座や食育ミニ講座を実施することにより乳幼児から
の食育を実施します。

97 2 5

５．成人・高齢者における健康
の保持・増進と自己管理の促進

保健センターや各地域での健康教育や家庭訪問等により、自
らが「自分の健康は自分で守る。」という認識と自覚を高
め、疾病の自己管理を促し、健康の保持・増進を図っていま
す。

地区健康教育や健康相談、家庭訪問などを通して自己健康
管理の促進を図ります。

98 2 5

６．生活習慣病などによる障害
の予防の推進

①特定健康診査や特定保健指導において、生活習慣病などの
予防を図っています。さらに健診結果で腎機能低下のリスク
の高い方について、人工透析導入の増加抑制を図るため、保
健指導を行っています。また在宅寝たきり者及びそれに準ず
る方については訪問診査を実施しています。

①特定健康診査や特定保健指導、慢性腎臓病対策保健事業
などの実施により、生活習慣病などの予防の推進、人工透
析導入者の増加抑制を図ります。

99 2 5

６．生活習慣病などによる障害
の予防の推進

②生活習慣病予防や健康全般について、各公民館や自治会
館、集会所等で定期的に個別相談を行う「成人健康相談」を
実施するほか「糖尿病教室」を開催するなど生活習慣病予
防、疾病予防を推進しています。

②各公民館や自治会館において定期的に個別相談を行うな
ど生活習慣予防、疾病予防を推進します。

100 2 5

７．介護予防事業の充実 ①要介護認定率の減少だけでなく、健康寿命が長い高齢者を
目指すため、介護予防事業の充実を図っています。

①介護保険事業で実施している「はつらつ高齢者介護予防
事業」（二次予防事業）や一次予防事業については、健康
づくり事業に融合し、一元的な運営体制を構築して介護予
防事業を推進します。

101 2 5

７．介護予防事業の充実 ②船橋市リハビリセンターにおいて「プールリハビリ」や
「パワーリハビリテーション教室（筋力マシンを利用して
のリハビリ）」など介護予防事業を実施しています。

②維持期のリハビリテーションを提供するとともに介護予
防事業を行います。

102 2 5

７．介護予防事業の充実 ③リハビリ的要素を含んだ体操事業による介護予防の推進を
図るため、（仮称）ふなばし健やか体操２１推進協議会を設
置し、必要な事項の検討を行います。

③リハビリ的要素を含んだ体操事業として、体操指導士の
育成と体操の普及活動を行います。

103 2 5

８．乳幼児・高齢者の事故防止
の啓発

赤ちゃん訪問、４か月児健康相談、１歳６か月児健康診査・
３歳児健康診査や母子・成人の地区健康教育にて事故予防の
チラシ配布や講話を行うなど、市民に対して、乳幼児の交通
事故・誤飲・転落、高齢者の転倒など、事故防止に関する啓
発の推進を図っています。

赤ちゃん訪問、４か月児健康相談、１歳６か月健康診査・
３歳児健康診査や母子・成人の地区健康教育でのチラシ配
布を行うなど事故防止の啓発を行います。

104 2 5

９．障害の早期発見の推進 ①「こんにちは赤ちゃん事業」として生後６０日まで及び
「乳児全戸訪問事業」として生後４か月を迎えるまでの乳児
のいる全ての家庭に訪問し、母子の心身状況や育児環境の把
握を行っています。

①新生児訪問、未熟児・低体重児訪問、赤ちゃん訪問を行
います。

105 2 5

９．障害の早期発見の推進 ②幼児健診の受診率の向上を図るため、母子健康手帳交付
時、赤ちゃん訪問時、４か月児健康相談等機会をとらえて１
歳６か月児健康診査、３歳児健康診査など幼児健診を啓発し
ています。また、平日に来所できない方に対しては日曜健診
を行うなど、健康診査の受診率の向上を図っています。

②１歳６か月児健康診査、３歳児健康診査の啓発、日曜健
診の実施により、受診率の向上に努めます。

106 2 5

９．障害の早期発見の推進 ③乳児健康相談や窓口・電話相談など、相談事業の充実を
図っています。

③乳児健康相談や窓口・電話相談など、相談事業の充実を
図ります。

107 2 5

９．障害の早期発見の推進 ④４か月健康相談での全数把握に努めているほか、各保健セ
ンター・船橋市駅前総合窓口センター・市役所にて、随時育
児についての相談を受け付けています。また、精神科医師、
臨床心理士などによる育児ストレス相談についても実施して
います。乳児の全数把握により、疾病や障害の早期発見・治
療や療育機関との連携を図っています。

④４か月児健康相談、育児ストレス相談を行います。

108 2 5

９．障害の早期発見の推進 ⑤健康診査及び健康相談により障害及びその疑いがある場合
には、家庭へ訪問し、個々の状況に合わせた支援を関係機関
と連携しながら行っています。

⑤家庭訪問事業を実施します。

109 2 5

９．障害の早期発見の推進 ⑥１歳６か月児健診事後指導教室である「ひよこ教室」にお
いて親子で一緒に遊ぶ体験を通して、子どもとの接し方や親
子関係の改善を図り、子どもの発達を促しています。

⑥ひよこ教室の実施を通じて子どもの発達を促しながら、
関係機関との連携を深め、より高い支援を実施します。

110 2 5

１０．早期療育の推進 早期発見された障害及びその疑いのある子どもの早期療育促
進を図っています。

早期療育を行う体制の整備を図ります。

111 2 5

１１．長期療養児育成指導の推
進

小児喘息等、長期療養を必要とする子どもとその家族に対す
る講座を開催することにより、治療方法のみでなく、養育に
必要な情報提供・精神的支援を行い、また家族相互の交流を
図っています。

長期療養児のための健康講座を行います。

112 2 5

１２．乳幼児発達相談指導の充
実

低体重児で出生したことによる将来的な発育・発達のリスク
を早期に発見又は治療に繋げるため、出生時に低体重や成長
発達期に身体機能面に不安のある子どもに対し、小児科医・
整形外科医による療育相談を行っています。

乳児発達相談指導の充実を図ります。

26



第３次船橋市障害者施策に関する計画　　【第２章保健・医療】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性
担当課

進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）

A

母子健康手帳の交付：5,529件
妊婦健康相談：4,176人

A

母子健康手帳の交付：5,422件
妊婦健康相談：5,239人

継続 地域保健課

A

はじめてママになるための教室：延受講者数1,507人
パパ・ママ教室:：延受講者数2,408人

A

はじめてママになるための教室：延受講者数1,309人
パパ・ママ教室：延受講者数2,498人

継続 地域保健課

A

母子健康教育（中学校）：受講者数543人

A

母子健康教育（中学校）：受講者数802人

継続 地域保健課

A

食育講座：参加者数850人
食育ミニ講座：参加者数4,580人 A

食育講座　849人
食育ミニ講座　4,765人 継続 地域保健課

A

地区健康教育：受講者数14,079人
健康相談：受講者数8,584人
家庭訪問：延訪問指導者数689件 A

地区健康教育：受講者数15,550人
健康相談：受講者数7,946人
家庭訪問：延訪問指導者数769件 継続 地域保健課

A

特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率向上に向け受診勧奨はがき
発送や特定保健指導の利用勧奨等を行った。健診結果やレセプトデータ
より血糖のコントロール不良や腎機能低下のリスクの高い対象者等へ電
話や訪問等で保健指導を行った。 A

特定健康診査受診率：平成30年10月末確定予定
特定保健指導実施率：平成30年10月末確定予定
慢性腎臓病対策事業保健指導実施者率：88.3％

継続
健康づくり

課

A

健康相談：受講者数8,584人

A

健康相談：受講者数7,946人

継続 地域保健課

A

短期集中予防サービス通所型サービス事業
要支援者及び介護予防・生活支援サービス事業対象者に対して、介護予
防向上のために運動機能・口腔機能の向上及び食生活の改善をめざして
講座を実施した。
コース数２６コース　参加人数５８人

介護予防普及啓発事業費
介護保険第１号被保険者を対象に、介護予防教室、認知症予防教室を開
催した。
総合型介護予防教室（５回コース）実施数４５コース 参加人数４８２
人
総合型介護予防教室（８回コース）実施数４４コース 参加人数４４６
人
認知症予防教室実施数２８コース　参加人数４３１人

A

短期集中予防サービス通所型サービス事業
要支援者及び介護予防・生活支援サービス事業対象者に対して、介護予
防向上のために運動機能・口腔機能の向上及び食生活の改善をめざして
講座を実施した。
コース数１８コース　参加人数４０人

介護予防普及啓発事業費
６５歳以上高齢者を対象に、介護予防教室、認知症予防教室を開催し
た。
総合型介護予防教室（５回コース）実施数５１コース 参加人数５６３
人
総合型介護予防教室（８回コース）実施数８４コース 参加人数６６０
人
認知症予防教室実施数３９コース　参加人数４８３人

継続
健康づくり

課

A

リハビリ事業として、「プールリハビリ」「パワーリハビリ教室」「パ
ワーリハビリフォローアップ」を実施しました。

A

リハビリ事業として、「プールリハビリ」「パワーリハビリ教室」「パ
ワーリハビリフォローアップ」を実施しました。

継続 健康政策課

A

平成28年度は、初級指導士養成講習会（6日間コース、各30名定員）
の平日コースを5回、土曜日コースを1回、計6コースを実施し、181
名の指導士を認定した。体操体験教室は、保健福祉センター、公民館、
出前講座等で８５か所、参加者３,９４１名であった。体操指導士による
体操教室は、４９ヶ所で延参加人数は10,630名の参加があった。

A

平成29年度は、初級指導士養成講習会（6日間コース、各30名定員）
の平日コースを5回、土曜日コースを1回、計6コースを実施し、1６９
名の指導士を認定した。体操体験教室は、保健福祉センター、公民館、
出前講座等で７４か所、参加者２,９８２名であった。体操指導士による
体操教室は、７７ヶ所で延参加人数は21,095名の参加があった。

継続
健康づくり

課

A

機会を捉えて、事故防止の啓発を行った。

A

機会を捉えて、事故防止の啓発を行った。

継続 地域保健課

A

妊産婦訪問：1,798件
新生児・低体重児訪問：3,615件
赤ちゃん訪問：1,398件 A

妊産婦訪問：1,796件
新生児・低体重児訪問：3,552件
赤ちゃん訪問：1,120件 継続 地域保健課

A

1歳6か月児健康診査：総受診者数5,402人、健診率95.8％
3歳児健康診査：総受診者数5,309人、健診率93.4％

A

1歳6か月児健康診査：総受診者数5,149人、健診率95.5％
3歳児健康診査：総受診者数5,150人、健診率93.2％

継続 地域保健課

A

母子健康相談（地区）：延参加者数2,749人
母子健康相談（窓口）：面接延数4,807人、電話延数1,269人

A

母子健康相談（地区）：延参加者数2,295人
母子健康相談（窓口）：面接延数4,646人、電話延数1,047人

継続 地域保健課

A

4か月児健康相談：延受講者数4,565人
育児ストレス相談：精神科医8人、心理相談員20人

A

4か月児健康相談：延受講者数4,353人
育児ストレス相談：精神科医7人、心理相談員20人

継続 地域保健課

A

母子家庭訪問：延訪問指導者数5,116人

A

母子家庭訪問：延訪問指導者数5,171人

継続 地域保健課

A

親子教室：延参加者数1,661人

A

親子教室：延参加者数1,705人

継続 地域保健課

A

外来グループ療育全体を、発達障害のある子どもやその保護者のニーズ
に柔軟に対応できるよう調整・構築することを目的とし、外来グループ
療育連絡会を平成27年度から発足させた。 A

外来グループ療育全体を、発達障害のある子どもやその保護者のニーズ
に柔軟に対応できるよう調整・構築することを目的とし、外来グループ
療育連絡会を平成27年度から発足させた。 継続 療育支援課

B

長期療養児健康講座：参加者数11人（親子）

A

慢性疾病を持つ子の保護者の講演と交流会：参加者数13人

継続 保健総務課

A

乳幼児発達相談：相談者数131人

A

乳幼児発達相談：相談者数109人

廃止 地域保健課
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113 3 1

１．就学相談の充実 特別な教育的ニーズのある幼児の就学について、こども発
達相談センター等療育施設と連携を図りながら、就学相談
会、就学指導委員会を開催し、適切な就学についての支援
をしています。

幼稚園・保育園等に就学相談会、就学指導委員会を周知
し、適切な教育が受けられるよう保護者からの就学相談に
応じます。

114 3 1

２．教育相談の充実 市内の全小中学校に特別支援教育コーディネーターを指名
し、各校及び保護者からの教育相談に応じています。ま
た、学校担当が各学校を訪問し、指導しています。

学校生活、家庭生活、障害に関する問題の相談や助言を行
うため、特別支援教育コーディネーターの支援や各校の教
育相談の充実を図ります。

115 3 1

３．進路に関する相談支援の充実 公共職業安定所との連携のもと進路対策委員会を通して進
路の取り組みを支援しています。

産業現場等における実習についての情報共有などを図り進
路指導の充実などを図ります。

116 3 1

４．特別支援学校及び特別支援学
級における教育の充実

①在籍する児童生徒の一人ひとりのニーズに応じた適切な
指導が行えるよう個別の教育支援計画や個別の指導計画・
個別の移行支援計画の作成の手引きを配布し教育の充実を
図っています。

①個別の教育支援計画や個別の指導計画・個別の移行支援
計画を校長会議・教頭会議、コーディネーター研修会等の
機会を通して周知し、活用の推進を図ります。

117 3 1

４．特別支援学校及び特別支援学
級における教育の充実

②特別支援学級や通常の学級に在籍する障害のある児童生
徒で、支援を必要とする場合には支援員の配置を行ってい
ます。

②障害のある児童生徒数が増加していることから、安全の
確保や学校生活支援のため、必要に応じた支援員の配置を
します。

118 3 1

５．通級指導教室における指導の
充実

①通常の学級に在籍する障害のある児童生徒に対して、よ
りよい支援を行えるよう、小・中学校における通級による
指導を推進しています。発達障害通級指導教室には、その
内容の充実を図るため、通級指導教室指導員を雇用し、通
級指導担当教員と協力し、指導を行っています。

①通級指導教室による指導の充実を図るほか、各通級指導
教室において障害の特性に応じた設備の整備を行います。

119 3 1

５．通級指導教室における指導の
充実

②障害のある児童生徒に対して障害の特性に応じた教育を
実施するため通級指導教室の設置に取り組んでいます。

②障害のある児童生徒の増加しつつある現状を踏まえ、障
害のある子もない子もともに学べるよう通級指導教室を設
置します。

120 3 1

６．通常の学級における指導の充
実

通常の学級に在籍する障害のある児童生徒の指導を充実す
るため、校内体制の整備を図るとともに、専門家チームに
よる助言や巡回相談員の派遣を行っています。

専門家チームによる助言や巡回相談員の派遣により、通常
の学級における障害のある児童生徒の指導の充実を図りま
す。

121 3 1

７．訪問指導の充実 けがや疾病により療養中、また通学して教育を受けること
が困難な児童生徒に対して、訪問指導を行っています。

訪問指導が長期にわたる場合においては、学習の遅れが出
ないように、学校との連絡を密に取り、支援計画を作成す
る等の手立てを講じます。

122 3 1

８．学生ボランティアの活用 学生支援ボランティア派遣事業の実施により、学生ボラン
ティアによる特別な支援を必要とする児童生徒の支援を
行っています。

学生ボランティアによる支援の状況を把握し、近隣大学へ
のボランティア依頼等により、更なる支援の充実を図りま
す。

123 3 1

９．校外活動の充実 学校での校外活動を通して、さまざまな体験を学べること
から、小・中学校特別支援学級合同宿泊学習推進事業を行
うなど学校における校外活動の充実を図っています。

障害のある児童生徒の日常生活・集団生活に必要なルール
を学び、好ましい人間関係や他校との交流などの推進を図
りながら校外活動等を実施します。

124 3 1

１０．産業現場等での実習の充実 主体的に進路を選択できる力を身につけるために、特別支
援学級の中学３年生及び特別支援学校の中学３年生・高等
部の全生徒に産業現場等における現場実習を行っていま
す。

校内での作業学習の充実、産業現場等における実習を充実
させます。

125 3 2

１．特別支援学校のセンター的機
能

特別支援学校コーディネーターによる小中学校への出張相
談や教員の研修会の講師を行うなどの連携を行っていま
す。

特別支援学校との連絡会を設け、定期的に連絡をとり、状
況を把握する等の連携を強化します。

126 3 2

２．発達障害理解のための職員の
研修の充実

発達障害の理解促進のため、保育園、幼稚園、関係機関職
員を対象とした「発達支援のための講演会」などを行って
います。

幼稚園・保育園等の職員に対して、専門職による支援方法
の指導や講演会などを行います。

127 3 2

３．巡回相談の充実 こども発達相談センターの専門職職員等が幼稚園や保育園
等にて巡回相談を行うことにより地域での子どもの発達に
対する指導力向上を図っています。

専門職職員が巡回相談を行い、幼稚園や保育園等での生活
がよりスムーズにいくよう、更なる指導力の向上を図りま
す。

128 3 2

３．巡回相談の充実 こども発達相談センターの専門職職員等が幼稚園や保育園
等にて巡回相談を行うことにより地域での子どもの発達に
対する指導力向上を図っています。

専門職職員が巡回相談を行い、幼稚園や保育園等での生活
がよりスムーズにいくよう、更なる指導力の向上を図りま
す。

129 3 2

４．教職員への研修の充実 特別支援学級担任研修会や、小・中学校教育研究協議会の
特別支援教育部会等を通し、教職員の研修を行っていま
す。

在籍する児童生徒の一人ひとりの特別な教育的ニーズに対
応するため、更なる教職員の研修を行います。

130 3 2

５．特別支援教育コーディネー
ター等相談担当者への研修の充実

就学相談・教育相談を専門に行うため、特別支援教育コー
ディネーター等への指導力向上のため研修会を行っていま
す。

年間の研修計画の中で、経験別、地域別等内容を工夫する
などしながら研修を行います。

131 3 2

６．学校施設・設備の充実 ①教育効果を高めるため、特別支援学校及び特別支援学級
について、児童生徒数を確認しながら毎年計画を策定し、
計画的に学校の施設・設備の整備を図っています。

①特別支援学校、特別支援学級に在籍する児童生徒数の増
加が見込まれるため、動向を見ながら特別支援学校の改修
や特別支援学級及び通級指導教室の設置を検討します。

132 3 2

６．学校施設・設備の充実 ②通常の学級に在籍する肢体不自由などの児童生徒のため
に、障害の状況に合わせた施設・設備の改善を図っていま
す。

②就学１年前から行う就学相談にて、障害の状況の把握な
どを行っているが、設備の整備の準備を行うためにも、よ
り早期からの就学相談についても検討します。

整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

30



第３次船橋市障害者施策に関する計画　【第３章教育、文化芸術活動・スポーツ、国際交流等】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性

A

児童発達支援事業所や保健福祉センターで就学に関する説明会を実施し、
就学までの流れ等を説明した。その後、相談希望のあった方を対象に通園
施設での様子を参観等、関係機関との連携を取り合い、保護者と就学に向
けての相談を行った。また、就学相談会や就学指導委員会を行い、就学先
に関する答申を基に就学先の決定をした。

A

児童発達支援事業所や保健福祉センターで就学に関する説明会を実施し、
就学先が決定するまでの流れを説明した。その後相談の希望のあった方を
対象に、通園施設の参観を行ったり、関係機関と連携したりして保護者と
就学に向けての相談を行った。就学相談会や就学指導委員会を行い、就学
指導委員会の答申を基に就学先の決定をした。

継続
総合教育セ
ンター

A

学校訪問を通じ、校内の配慮が必要な児童生徒の把握し、管理職、特別支
援教育コーディネーター、担任等へ支援の方法や校内支援体制について助
言をした。関係機関との連携を図るためのガイドブックを作成し、コー
ディネーター研修を通じて配布し、紹介した。必要に応じて、保護者との
個別の相談を行った。

A

学校訪問を通じ、校内の配慮が必要な児童生徒の把握し、管理職、特別支
援教育コーディネーター、担任等へ支援の方法や校内支援体制について助
言をした。支援事例集を作成し、市内の小・中・特別支援学校に配布し紹
介した。必要に応じて、保護者との個別の相談を行った。 継続

総合教育セ
ンター

A

特別支援学級の進路関係は、年３回の進路指導対策委員会を開催し、進路
関係の研修や情報交換、現場実習の報告等を行った。通常の学級に在籍す
る配慮が必要な生徒に関しては、学校訪問等で状況を把握し、必要に応じ
て、保護者との進路に関する教育相談を行った。

A

特別支援学級の進路関係は、特担研にて進路関係の研修や情報交換、現場
実習の報告等を行った。通常の学級に在籍する配慮が必要な生徒に関して
は、学校訪問等で状況を把握し、必要に応じて、保護者との進路に関する
教育相談を行った。

継続
総合教育セ
ンター

B

特担研や学校訪問等で個別の指導計画等、個別の教育支援計画、個別の移
行支援計画に関する研修を行い、活用の推進を図り、各学校における配慮
を要する児童・生徒の支援の充実を図った。また、授業研研究会で教師の
指導力向上を図った。

B

コーディネーター研修、特別支援学級担任研修、学校訪問等で個別の指導
計画、個別の教育支援計画、個別の移行支援計画に関する研修を行い、活
用の推進を図り、各学校における配慮を要する児童・生徒の支援の充実を
図った。また、授業研究会で教師の指導力向上を図った。

継続
総合教育セ
ンター

A

小学校33校に53人、中学校13校に18人の支援員を配置し、障害のある
児童生徒の充実した学習と安全な学習環境の保障に努めた。
〈支援員数〉71名 A

小学校38校に66人、中学校14校に18人の支援員を配置し、障害のある
児童生徒の充実した学習と安全な学習環境の補償に努めた。
（支援員数：84名） 拡大

総合教育セ
ンター

A

児童生徒の実態に即した教室環境を整備し、微意品などの充実を図り、教
育効果を高められるよう、消耗品及び備品の執行を効率的に行えるよう努
めた。

A

児童生徒の実態に即した教室環境を整備し、備品などの充実を図り、教育
効果を高められるよう、消耗品および備品の執行を効率的に行えるように
努めた。

継続
総合教育セ
ンター

A

H28年度、習志野台第一小学校に言語障害通級指導教室を開設し、言語
障害通級指導教室設置校５校となった。

A

中学校発達通級指導教室を新たに1校の新設を検討（H３１に開設）

継続
総合教育セ
ンター

B

希望のあった学校を対象に専門家チーム会議（計３回）を開催した。巡回
相談員を１校に３回～６回派遣し、前期12校後期９校年間計1１１回巡
回相談を行った。 A

希望があった学校を対象に専門家チーム会議（年間３回）を開催した。巡
回相談員を１校につき６回派遣し、前期１１校、後期９校、合計１２０回
に派遣した。 拡大

総合教育セ
ンター

Ａ

実施件数は７件、訪問指導を実施した延べ回数は１９９回。市内での実施
が可能な訪問指導の希望はすべて受けることができた。実際の指導に際し
ては、学校との連携が十分に取れるように支援した。 A

実施件数は6件、訪問指導を実施した延べ回数は70回。市内での実施が
可能な訪問指導の希望はすべて受けることができた。実際の指導に際して
は、学校との連携が十分に取れるように支援した。 継続 指導課

A

学校支援ボランティアを、小学校33校、中学校に3校に、785回派遣
し、特別な支援を要する児童生徒への支援の充実を図った。

A

学校支援ボランティアを小学校41校、中学校4校に649回派遣し、特別
な支援を要する児童生徒への支援の充実を図った。

継続
総合教育セ
ンター

A

小・中学校特別支援学級合同宿泊学習推進事業を行った。小学校は、7月
2１日～２３日に千葉市少年自然の家、中学校は、６月２７日～２９日に
一宮少年自然の家で宿泊を行った。また、地区ごとにブロック行事を行
い、小・中学校の交流会を行った。 B

小・中学校特別支援学級合同宿泊学習推進事業を行った。小学校は、7月
２７日～２９日に千葉市少年自然の家、中学校は、７月３日～５日に一宮
少年自然の家で宿泊を行った。また、地区ごとにブロック行事を行い、
小・中学校の交流会を行った。 縮小

総合教育セ
ンター

A

産業現場等における現場実習を中学生は年間１回、高等部生徒については
1年生は１回、２・３年生は2回行い、卒業後の生活を実際に体験するこ
とができた。進路学習を進めていく上で重要な役割を果たしている。

A

産業現場等における現場実習を中学生は年間１回、高等部生徒については
1年生は１回、２・３年生は2回行った。現場実習という働く経験を通し
て、職業意識の形成、将来の社会生活・職業生活に関する知識や情報を学
ぶとともに、自己の特性を知る機会となった。

拡大
総合教育セ
ンター

B

特別支援学校との連絡会を設け、定期的に連絡をとり、状況を把握する等
の連携を強化する。

B

臨床心理士や言語聴覚士を特別支援学校に配置し、職員の専門性の向上や
市内の学校の相談に対応した。
特別支援学校との連絡会を設け、定期的に連絡をとり状況の把握に努め連
携した。

継続
総合教育セ
ンター

A

支援に実際に携わる現場職員を対象に、保育者向け研修会を開催した。
公立保育園管理課主催保育士研修に講師を派遣した。

A

支援に実際に携わる現場職員を対象に、職員向け研修会を開催した。
地域子育て支援課（児童ホーム・放課後ルーム）主催職員研修に講師を派
遣した。 継続 療育支援課

A

心理発達相談員や理学療法士等の療育の専門職が、市内の幼稚園等の職員
に対して巡回相談等を行うことにより職員の資質の向上を図った。平成
28年度から認可外保育園にも巡回相談を開始した。 A

心理発達相談員や理学療法士等の療育の専門職が、市内の幼稚園等の職員
に対して巡回相談等を行うことにより職員の資質の向上を図った。

継続 療育支援課

A

巡回相談員を１校に６回派遣し、前期９校、後期８校、年間計１０２回巡
回相談を行った。具体的な支援方法等を助言、指導を行い指導力の向上を
図った。 A

巡回相談員を１校につき６回派遣し、前期１１校、後期９校、年間合計１
２０回に派遣した。児童生徒に対する具体的な指導方法や学校の特別支援
教育体制について助言した。 拡大

総合教育セ
ンター

B

特別支援学級担任研修会の知的障害研究部会で8回、自閉症・情緒障害教
育研究部会9回、発達障害教育部会で８回、聴覚・言語障害教育研究部会
で７回、特別支援学校教育研究部会で８回、小・中学校教育研究協議会の
特別支援教育部会で、年９回の研究研修を行った。

A

特別支援学級担任研修会の知的障害研究部会で8回、自閉症・情緒障害教
育研究部会9回、発達障害教育部会で9回、聴覚・言語障害教育研究部会
で７回、特別支援学校教育研究部会で8回、小・中学校教育研究協議会の
特別支援教育部会で、年9回の研究研修を行った。

継続
総合教育セ
ンター

B

特別支援教育コーディネーター研修会を年５回行った。コーディネーター
の役割や市内の特別支援教育の取り組み、個別の教育指導計画や教育支援
計画の作成、活用、支援を要する子どもの支援の研修等を行った。コー
ディネーター経験が浅い先生が半数以上いるため、基本的な内容が中心と
なるが、一方で経験豊富な先生もいるので、研修内容をより吟味していく
必要がある。

B

特別支援教育コーディネーター研修会を年５回行った。コーディネーター
の役割や市内の特別支援教育の取り組み、インシデントプロセス法、見え
方、聞え方による学習の支援、保護者との教育相談、支援を要する子ども
の支援の研修等を行った。 継続

総合教育セ
ンター

A

小学校２校に自閉症・情緒障害特別支援学級を開設。小学校1校に言語障
害通級指導教室を開設。

A

小学校１校に知的障害特別支援学級を開設。小学校１校と中学校２校に自
閉症・情緒障害特別支援学級を開設。

継続
総合教育セ
ンター
・施設課

A

年長の４月から就学相談を受け付け、希望のあった保護者や子どもに対
し、就学相談を行った。保護者からの聞き取り、保育園、幼稚園への参観
などから、障害の状態や必要な支援、設備等の把握を行った。設備面での
ニーズに応じて、就学先の学校、保健体育課、施設課と連携し、学校施
設・設備の充実を図った。

A

年長の４月から就学相談を受け付け、希望のあった保護者や子どもに対
し、就学相談を行った。保護者からの聞き取りだけでなく、保育園、幼稚
園等への参観を行い、障害の状態や必要な支援、設備等の把握を行った。
その上で、設備面でのニーズに応じて、就学先の学校や施設課と連携し、
学校施設・設備の充実を図った。

拡大
総合教育セ
ンター
・施設課

担当課
進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）
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133 3 2

６．学校施設・設備の充実 ③大規模改造事業及び校舎改修事業にあたって、各校の改
造・改修の状況を踏まえながら、障害のある児童生徒に配
慮した整備を行っています。

③増改築時や障害のある児童生徒の状況を踏まえて、エレ
ベーター・多目的トイレ等のバリアフリー化を図ります。

134 3 2

７．公民館などの施設の充実 老朽化等による公民館等の建替えにあたり、障害のある人
に配慮した整備を行っています。

今後も公民館等の建替え時にバリアフリー化を進めていく
とともに、建替え予定のない２階以上の公民館にエレベー
ターを設置します。

135 3 3

１．スポーツ、文化施設の整備の
推進

スポーツ、文化施設について、障害のある人の参加・利用
に配慮した整備に努めています。

障害のある人に配慮したスポーツ、文化施設の整備を推進
します。

136 3 3

１．スポーツ、文化施設の整備の
推進

スポーツ、文化施設について、障害のある人の参加・利用
に配慮した整備に努めています。

障害のある人に配慮したスポーツ、文化施設の整備を推進
します。

137 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障
害のある人の要望に応じて、現在実施している事業を拡大
する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

138 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障
害のある人の要望に応じて、現在実施している事業を拡大
する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

139 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障
害のある人の要望に応じて、現在実施している事業を拡大
する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

140 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障
害のある人の要望に応じて、現在実施している事業を拡大
する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

141 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障
害のある人の要望に応じて、現在実施している事業を拡大
する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

142 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障
害のある人の要望に応じて、現在実施している事業を拡大
する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

143 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障
害のある人の要望に応じて、現在実施している事業を拡大
する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

144 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

①障害のある人を対象としたスポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業を実施しています。

①スポーツ・レクリエーション及び文化事業について、障
害のある人の要望に応じて、現在実施している事業を拡大
する等、障害のある人の社会との交流を更に促進します。

145 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーション、文
化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入場や参加者
のサポート体制を整えるなど障害のある人の参加に配慮し
ています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レ
クリエーション、文化事業を開催します。

146 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーション、文
化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入場や参加者
のサポート体制を整えるなど障害のある人の参加に配慮し
ています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レ
クリエーション、文化事業を開催します。

147 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーション、文
化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入場や参加者
のサポート体制を整えるなど障害のある人の参加に配慮し
ています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レ
クリエーション、文化事業を開催します。

148 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーション、文
化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入場や参加者
のサポート体制を整えるなど障害のある人の参加に配慮し
ています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レ
クリエーション、文化事業を開催します。

149 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーション、文
化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入場や参加者
のサポート体制を整えるなど障害のある人の参加に配慮し
ています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レ
クリエーション、文化事業を開催します。

150 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーション、文
化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入場や参加者
のサポート体制を整えるなど障害のある人の参加に配慮し
ています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レ
クリエーション、文化事業を開催します。

151 3 3

２．スポーツ・レクリエーショ
ン、文化事業の充実

②市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーション、文
化事業の開催にあたり、車いす利用者の優先入場や参加者
のサポート体制を整えるなど障害のある人の参加に配慮し
ています。

②参加者の状況に応じた更なる配慮を行い、スポーツ・レ
クリエーション、文化事業を開催します。

152 3 3

３．千葉県障害者スポーツ大会へ
の参加促進

千葉県障害者スポーツ大会への参加の勧奨を広報ふなばし
等を利用し行っています。また、特別支援学校や障害者施
設に対しても案内を送付しています。

より多くの障害のある人の参加促進のため、広報ふなばし
への掲載や特別支援学校及び障害者施設に対する案内送付
とともに、ホームページ等により、更なる周知を図りま
す。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【第３章教育、文化芸術活動・スポーツ、国際交流等】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性
担当課

進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）

Ａ

行田中に階段、昇降口に手すりを設置した。また、七林小、習志野台第二
小、習志野台中のトイレ改修を行った。エレベーター設置は、検討中であ
る。

A

法典東小学校にエレベーターと多目的トイレを整備。小栗原小学校のトイ
レ改修及び小室中学校のエレベーターを設置。また、増築中である特別支
援学校高根台校舎にエレベーターと多目的トイレを整備している。（平成
30年度完成予定）大穴北小学校内の改修を行った。（転倒防止のため、
段差を改修）

継続
総合教育セ
ンター
・施設課

完了

平成27年度で、２階以上の公民館にエレベーターの設置が完了した。な
お、今後も公民館等の建替え時等には、バリアフリー化に配慮した仕様を
検討する。 完了

平成27年度で、２階以上の公民館にエレベーターの設置が完了した。な
お、今後も公民館等の建替え時等には、バリアフリー化に配慮した仕様を
検討する。 完了 社会教育課

C

既存施設の計画的な修繕等に至っていない。

C

既存施設の計画的な修繕等に至っていない。

継続
生涯スポー

ツ課

A

郷土資料館の耐震化工事にあわせ、エレベーター及び障害のある人に対応
したトイレの設置など誰でも利用しやすい施設環境の整備を行っている。

A

郷土資料館の耐震化工事にあわせ、エレベーター及び多目的トイレを設置
するなど、誰でも利用しやすい施設環境の整備を行った。

継続 文化課

Ａ

アーチェリー・ダーツ・ボッチャ等を身体障害者福祉センターにおいて実
施した。
参加者数（延べ人数） アーチェリー23人、ダーツ６６人、ボッチャ２
９人

A

アーチェリー・ダーツ・ボッチャ等を身体障害者福祉センターにおいて実
施した。
参加者数（延べ人数） アーチェリー１２人、ダーツ７０人、ボッチャ５
０人

継続 障害福祉課

D

障害のある人や関係団体から事業拡大に関する要望を受けておらず評価で
きない。

D

障害のある人や関係団体から事業拡大に関する要望を受けておらず評価で
きない。

継続 文化課

B

市民マラソンに特別支援学校からの参加があったが、まだ全体的に障害を
持った方の参加が少ない。
安全面には配慮して運営を行っている。 B

市民マラソン等への障害を持った方の参加も見られたが、まだ全体的には
参加者は少ない。
安全面には配慮して運営を行っている。 継続

生涯スポー
ツ課

A

市内小中学校の特別支援学級及び特別支援学校を卒業した青少年で構成さ
れている団体に対し、交流と自立の場を提供をした。（青年教室若草の
会） ４月から3月の間で、9回スポーツや趣味講座など様々な活動を
行った。

A

市内小中学校の特別支援学級及び特別支援学校を卒業した青少年で構成さ
れている団体に対し、交流と自立の場を提供をした。（青年教室若草の
会） ４月から3月の間で、9回スポーツや趣味講座など様々な活動を
行った。

継続 中央公民館

A

①２０２０年開催の東京オリンピック・パラリンピックを見据え、平成２
８年度は種目として「ボッチャ」とし３回実施した。ボッチャ競技を現役
選手とともに体験し、その体験をもとに障がい者施設で障がい者スポーツ
ボランテイアを実施した。延べ参加人数は３６名であった。

A

平成２８年度に引き続き、２０２０年開催の東京オリンピック・パラリン
ピックを見据え、千葉県開催のパラリンピック競技を周知するとともに、
日本ボッチャ選手権優勝者やシッティングバレーボールチームの千葉パイ
レーツ選手と交流し高度な技術を体験し障がい者スポーツのボランティア
を実習する場を提供することができた。参加者はボッチャ２２名、シッ
ティングバレーボールが４５名であった。

継続 東部公民館

D

実施していない。

D

実施していない。

継続 西部公民館

D

実績なし。

D

実績なし。

継続 北部公民館

A

「障がいをもつ青少年自立支援事業」として船橋特別支援学校高根台校舎
と連携し、音楽を通じて、心身の健康の回復、向上を図る「音楽体験研
修」を実施した。 A

「障害がある青少年自立支援事業」として船橋特別支援学校高根台校舎と
共催し、リトミックや音楽遊びを行うことで、音楽の楽しさを体感し、音
楽を生活に取り入れらるような事業を実施した。 継続

高根台公民
館

A

「千人の音楽祭」で車いす鑑賞スペースを設けるなど、必要に応じた配慮
を行った。

A

「千人の音楽祭」で車いす鑑賞スペースを設けるなど、必要に応じた配慮
を行った。

継続 文化課

C

障害を持った方の参加が非常に少ない。
安全面には十分に配慮して運営を行っている。

C

障害を持った方の参加が非常に少ない。
安全面には十分に配慮して運営を行っている。

継続
生涯スポー

ツ課

A

公民館でのコンサート等の文化事業において、車椅子利用者に対する会常
設などに配慮した。また、サークル活動に参加する車椅子利用者の駐車場
利用について、事前予約により配慮した。その他利用者の状況に応じて配
慮した。

A

公民館でのコンサート等の文化事業において、車椅子利用者に対する会場
設営などに配慮した。また、サークル活動に参加する車椅子利用者の駐車
場利用について、事前予約により配慮した。その他利用者の状況に応じて
配慮した。

継続 中央公民館

A

音楽イベントの開催時など車イス利用者を考慮した会場設営など、参加に
配慮した事業運営委を行った。

A

音楽イベントなど公民館開催事業時に車イス利用者を考慮した会場設営な
ど、参加者に配慮し運営を行った。

継続 東部公民館

D

実施していない。

D

実施していない。

継続 西部公民館

A

主催事業「二和劇場」において、車いす利用者等障害をお持ちの方の優先
入場について配慮している。（二和）
ふれあいコンサートでの車椅子スペースを確保している。（小室）
市民全般を対象としたスポーツ・レクリエーション、文化事業の開催にあ
たり、車いす利用者の優先入場など障害のある人の参加に配慮している。
（坪井）

A

・主催事業「二和劇場」において、車いす利用者等障害をお持ちの方の優
先入場について配慮している（二和）。
・ふれあいコンサートでの車椅子スペースを確保している（北部・小
室）。小室は平成29年度は利用なし。
・事前に連絡のあった場合は、会場内の場所等に配慮している（松が
丘）。
・「水と緑のコンサート」において、車いす利用者の優先入場など障害の
ある人の参加に配慮した（坪井）。

継続 北部公民館

A

公民館文化祭において、車いすレクダンス協会の協力を得て、ダンスパー
ティーを実施し、障害者との交流を深めた。

A

公民館文化祭の一部会場において車いす専用スペースを設置し、落ち着い
て発表の観覧ができるよう配慮した。

継続
高根台公民

館

A

広報ふなばしへの掲載やホームページ等により、千葉県障害者スポーツ大
会への参加の勧奨を行った。

A

広報ふなばしへの掲載やホームページ等により、千葉県障害者スポーツ大
会への参加の勧奨を行った。

継続 障害福祉課
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

153 3 3

４．作品発表の場の提供 障害者週間記念事業において作品展を開催するなど障害の
ある人の作品発表の場を提供しています。

市のホームページ、広報ふなばし、チラシ等により、作品
展の更なる周知を図り、より多くの方に鑑賞して頂けるよ
う努めます。

154 3 3

５．障害のある人を指導するス
ポーツ・レクリエーション指導者
の確保

指導者を育成している団体の活動に対する後援承認などに
より、スポーツ・レクリエーション指導者やボランティア
の育成を支援しています。

リハビリテーションの一環として、スポーツ・レクリエー
ションを行う指導者育成団体の活動への支援を通じて、指
導者の確保に努めます。

155 3 3

６．精神障害者のレクリエーショ
ンや創作的活動等の充実

船橋市地域活動支援センターが行う事業の一環としてレク
リエーション、創作的活動などを推進しています。

（仮称）保健福祉センターへの移転とともに、更なる事業
の充実を図ります。

156 3 3

７．地域のスポーツリーダーへの
障害のある人の理解の浸透

地域のスポーツを推進するスポーツ推進委員やふなばし市
民大学校スポーツコミュニケーション学科の学生などに、
講義などを通して障害のある人への理解の浸透を図ってい
ます。

地域のスポーツリーダーに対して障害のある人への理解の
浸透を図ります。

157 3 3

７．地域のスポーツリーダーへの
障害のある人の理解の浸透

地域のスポーツを推進するスポーツ推進委員やふなばし市
民大学校スポーツコミュニケーション学科の学生などに、
講義などを通して障害のある人への理解の浸透を図ってい
ます。

地域のスポーツリーダーに対して障害のある人への理解の
浸透を図ります。

158 3 3

８．スポーツ・文化活動を行う団
体などへの障害のある人の受け入
れ支援

スポーツ・文化活動を行う団体などからの求めに応じて、
障害のある人のスポーツ・文化活動への参加に対する相談
を受け、参加を推奨しています。

必要に応じて、スポーツ・文化活動を行う団体からの相談
に応じ、障害のある人の受け入れを支援します。

159 3 3

９．一般市民団体による障害福祉
施設への交流活動の支援

一般市民団体が自主的な活動の中で、障害福祉施設への訪
問など交流活動を行っています。

必要に応じて、障害福祉施設の紹介をするなど、交流活動
を支援します。

160 3 3
９．一般市民団体による障害福祉
施設への交流活動の支援

一般市民団体が自主的な活動の中で、障害福祉施設への訪
問など交流活動を行っています。

必要に応じて、障害福祉施設の紹介をするなど、交流活動
を支援します。

161 3 3

１０．学校におけるスポーツ、文
化活動の充実

障害のある児童生徒も障害のない児童生徒もともに、ス
ポーツや文化活動に取り組めるよう、各学校に指導・助言
を行っています。

障害の有無に関わらず、スポーツや運動に親しみ安全に留
意しながら個に応じた活動が進められるよう指導していき
ます。児童生徒の興味関心を大切にし、文化活動に主体的
に参加できるよう助言します。

162 3 3

１０．学校におけるスポーツ、文
化活動の充実

障害のある児童生徒も障害のない児童生徒もともに、ス
ポーツや文化活動に取り組めるよう、各学校に指導・助言
を行っています。

障害の有無に関わらず、スポーツや運動に親しみ安全に留
意しながら個に応じた活動が進められるよう指導していき
ます。児童生徒の興味関心を大切にし、文化活動に主体的
に参加できるよう助言します。

163 3 3

１１．スポーツ・文化活動への参
加の促進

広報でのスポーツ・文化活動への参加の呼びかけ、有料公
共施設の利用については障害のある人が利用する際に使用
料を減免することで、スポーツ、文化活動への参加促進を
図っています。

広報活動等により、更なる参加を呼びかけ、有料公共施設
の使用料について減免することによりスポーツ、文化活動
を促進します。

164 3 3

１１．スポーツ・文化活動への参
加の促進

広報でのスポーツ・文化活動への参加の呼びかけ、有料公
共施設の利用については障害のある人が利用する際に使用
料を減免することで、スポーツ、文化活動への参加促進を
図っています。

広報活動等により、更なる参加を呼びかけ、有料公共施設
の使用料について減免することによりスポーツ、文化活動
を促進します。

165 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きにより使
用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っていま
す。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館
を使用する際には、使用料の減免を通じて、生涯学習の参
加を促進します。

166 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きにより使
用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っていま
す。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館
を使用する際には、使用料の減免を通じて、生涯学習の参
加を促進します。

167 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きにより使
用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っていま
す。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館
を使用する際には、使用料の減免を通じて、生涯学習の参
加を促進します。

168 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きにより使
用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っていま
す。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館
を使用する際には、使用料の減免を通じて、生涯学習の参
加を促進します。

169 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きにより使
用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っていま
す。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館
を使用する際には、使用料の減免を通じて、生涯学習の参
加を促進します。

170 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きにより使
用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っていま
す。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館
を使用する際には、使用料の減免を通じて、生涯学習の参
加を促進します。

171 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ①障害者団体が公民館を利用する際、登録手続きにより使
用料の減免を行い、生涯学習の参加の推進を図っていま
す。

①障害者団体が障害福祉の向上を目的とした活動で公民館
を使用する際には、使用料の減免を通じて、生涯学習の参
加を促進します。

172 3 3

１２．生涯学習への参加の促進 ②生涯学習情報冊子「楽しく学ぼうふなばし」を作成し、
船橋市及びふなばし市民大学校や船橋市公園協会等で行っ
ている、障害のある人のための生涯学習情報も含めた生涯
学習情報を提供しています。

②障害のある人を含めた生涯学習情報を提供します。

173 3 4

１．国際交流事業への障害のある
人の参加の推進

姉妹都市との国際交流記念事業において、障害のある人も
含む市民団体にて国際交流を行っています。

障害の有無にかかわらない国際交流を実施します。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【第３章教育、文化芸術活動・スポーツ、国際交流等】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性
担当課

進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）

A

障害者週間記念事業の中で、団体・個人からの作品を募集し、事業の充実
に取り組んだ。

A

障害者週間記念事業の中で、団体・個人からの作品を募集し、事業の充実
に取り組んだ。

継続 障害福祉課

A

指導者を育成している団体の活動に対する後援承認について、現状、後援
の申請及び実績はなかった。なお、団体の活動への支援は今後も行う方向
性である。 A

指導者を育成している団体の活動に対する後援承認について、現状、後援
の申請及び実績はなかった。なお、団体の活動への支援は今後も行う方向
性である。 継続 障害福祉課

A

船橋市地域活動支援センター事業としてレクリエーション、創作的活動等
を通して日中活動の場の提供とともに、利用者からの声をプログラムに生
かすことで、利用者が楽しみながら参加できる企画を実施した。

A

船橋市地域活動支援センター事業としてレクリエーション、創作的活動等
を通して日中活動の場の提供とともに、アンケートを実施し利用者からの
声をプログラムに生かすことで、利用者が楽しみながら参加できる企画を
実施した。

継続 保健総務課

A

ふなばし市民大学校まちづくり学部スポーツコミュニケーション学科の授
業において、ハンディキャップスポーツの講義や実技を行った。前年度と
比較し、修了者数は微減したものの、継続して障害のある人への理解の浸
透を図ることができていると考えられるため、評価をAとした。
平成28年度実績
修了者数：18人

A

ふなばし市民大学校まちづくり学部スポーツコミュニケーション学科の授
業において、ハンディキャップスポーツの講義や実技を行った。前年度と
比較し、修了者数は微増した。また、障害のある人への理解の浸透を図る
ことができていると考えられるため、評価をAとした。
平成2９年度実績
修了者数：２０人

継続 社会教育課

B

市民大学校では、スポーツコミュニケーション学科で４時間、健康学科と
一般教養学科でそれぞれ２時間の講義・実習を実施している。スポーツコ
ミュニケーション学科で２０人、健康学科と一般教養学科で１００人ずつ
が受講している。

B

市民大学校では、スポーツコミュニケーション学科で４時間の講義・実習
を実施している。スポーツコミュニケーション学科では２０人が受講して
いる。
スポーツ推進委員に関しては、３０年度事業で研修会を実施することを決
定した。

継続
生涯スポー

ツ課

A

千葉県障害者スポーツ大会実施時に、若草の会他２団体に参加を呼びかけ
た。

A

千葉県障害者スポーツ大会実施時に、障害福祉団体等に参加を呼びかけ
た。

継続 障害福祉課

A

身体障害者福祉作業所太陽や身体障害者福祉センターにおいて一般市民団
体による活動が行われているほか、市のホームページへ障害福祉施設の情
報を掲載した。 A

身体障害者福祉作業所太陽や身体障害者福祉センターにおいて一般市民団
体による活動が行われているほか、市のホームページへ障害福祉施設の情
報を掲載した。 継続 障害福祉課

D
市民団体から施設紹介等に関し要望を受けておらず、評価できない。

D
市民団体から施設紹介等に関し要望を受けておらず、評価できない。

継続 文化課

A

学校訪問や要請訪問の際に、主に、授業における指導法の改善という面か
ら指導と助言を行った。

A

学校訪問や要請訪問の際に、主に授業における指導法の改善という面から
指導と助言を行った。

継続 指導課

A

体育主任研修会や運動部活動指導者研修会の開催や、小・中・特別支援学
校の訪問の実施を行った。その際に、児童・生徒が運動の特性に触れ、一
人一人が発達段階に応じて主体的に取り組むような活動を進められるよう
に指導・助言を行った。

A

体育主任研修会や運動部活動指導者研修会の開催や、小・中・特別支援学
校の訪問の実施を行った。その際に、児童・生徒が運動の特性に触れ、一
人一人が発達段階に応じて主体的に取り組むような活動を進められるよう
に指導・助言を行った。

継続 保健体育課

A

ＹＭＣＡチャリティーランの実施にあたり、運動公園に使用料減免の申請
を行った。

A

ＹＭＣＡチャリティーランの実施にあたり、運動公園に使用料減免の申請
を行った。

継続 障害福祉課

B

障害のある人が有料公共施設を利用する際の使用料については、減免を
行っておりますが、広報活動等による参加促進は行えていない。

B

障害のある人が有料公共施設を利用する際の使用料については、減免を
行っておりますが、広報活動等による参加促進は行えていない。

継続
生涯スポー

ツ課

A

公民館の使用料減免を希望する障害福祉団体について、減免となるように
社会教育課長に申請した。

A

公民館の使用料減免を希望する障害福祉団体について、減免となるように
社会教育課長に申請した。

継続 障害福祉課

A

障害者団体の公民館利用に対し、要綱に基づき使用料の減免措置を行っ
た。（身体、聴覚、自閉症等１８団体が中央公民館を定期的に利用し
た。）

A

障がい者団体の公民館利用に対し、要綱に基づき使用料の減免措置を行っ
た。（身体・聴覚・自閉症等21団体が中央公民館を延656回利用した）

継続 中央公民館

A

障がい者福祉団体がサークル活動を行う際に公民館使用の免除について定
着しており、生涯学習の参加の促進が図られている。

A

障がい者福祉団体がサークル活動を行う際に公民館使用の免除について定
着しており、生涯学習の参加の促進が図られている。

継続 東部公民館

A

障害者団体がサークル活動等を行う際の使用施設として定着してきてい
る。

A

障害者団体がサークル活動等を行う際の使用施設として定着してきてい
る。

継続 西部公民館

A

該当団体利用時には公民館使用料を減免している。

A

該当団体利用時には公民館使用料を減免している。

継続 北部公民館

A

登録されている障害者福祉団体への使用料の減免によって利用の促進を
図っている。

A

登録されている障害者福祉団体への使用料の減免によって利用の促進を
図っている。

継続
高根台公民

館

A

障害者福祉団体が、障害福祉の向上を目的とした活動で公民館を使用する
際は、使用料を免除した。利用回数・利用者数共に微減したものの、使用
料の減免を通して生涯学習への参加の促進を図ったため、評価をAとし
た。
平成28年度実績
利用回数：延べ1,379回
利用者数：延べ21,125名

A

障害者福祉団体が、障害福祉の向上を目的とした活動で公民館を使用する
際は、使用料を免除した。利用者数は減少したものの、利用回数が増加し
た。使用料の減免を通して生涯学習への参加の促進を図ったため、評価を
Aとした。
平成29年度実績
利用回数：延べ1,459回
利用者数：延べ20,479名

継続 社会教育課

A

生涯学習冊子「楽しく学ぼうふなばし」を発行し、市等が実施する生涯学
習事業をお知らせした。前年度と同数を発行し、生涯学習情報を提供でき
たため、評価をAとした。
平成28年度実績
発行部数：年間2,100冊

A

生涯学習冊子「楽しく学ぼうふなばし」を発行し、市等が実施する生涯学
習事業をお知らせした。前年度と同数を発行し、生涯学習情報を提供でき
たため、評価をAとした。
平成29年度実績
発行部数：年間2,100冊

継続 社会教育課

A

従前どおり、障害のある人も含む市民団体（船橋市国際交流協会）にて国
際交流イベントを実施している。また、同協会が主催する国際理解セミ
ナーでは、車椅子使用者専用スペースを設けている。 A

従前どおり、障害のある人も含む市民団体（船橋市国際交流協会）にて国
際交流イベントを実施している。また、同協会が主催する国際理解セミ
ナーでは、車椅子使用者専用スペースを設けている。 継続 国際交流課
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雇用・就業、経済的自立の支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



174 4 1

１．就労希望者への情報提供 ①障害者就業・生活支援センターへ就労支援員配置のため
の補助金を交付し、適切な就労相談を受けられる環境整備
に努めています。

①きめ細かい支援が受けられるよう、障害者就業・生活支
援センターの就労支援員配置のための補助事業を継続して
実施し、地域の各事業所と連携して相談者のニーズに応じ
た適切な支援が実施できるよう、体制の構築を図ります。

175 4 1

１．就労希望者への情報提供 ②職場実習先開拓員を配置し、実習先の開拓を行い、就職
希望者への情報提供を行っています。

②開拓した実習先の情報提供を実施するとともに、就職希
望者への啓発活動に努めます。

176 4 1

２．「障害者の雇用の促進等に関
する法律の一部を改正する法律」
に向けての取り組み

今後施行される「障害者の雇用の促進等に関する法律の一
部を改正する法律」の国の動向について、情報収集を行っ
ています。

国の動向を踏まえ、「障害者の雇用の促進等に関する法律
の一部を改正する法律」の施行に向けての情報収集を行
い、指針等の周知に努めます。

177 4 1

３．企業への啓発 職場実習先開拓員による企業訪問を行い、障害のある人の
職場実習及び雇用の啓発を行っています。

職場実習先開拓員による企業訪問等を通じて、障害のある
人の雇用の啓発に努めます。

178 4 1

４．各種制度の周知 職場実習先開拓員が企業訪問する際、各種奨励金等の啓発
に努めています。

職場実習先開拓員による企業訪問等を通じて、各種制度の
周知をします。

179 4 1

５．合同面接会の開催 公共職業安定所とともに、障害者雇用促進合同面接会を実
施しています。

公共職業安定所とともに、障害者雇用促進合同面接会を実
施し、雇用機会の拡大に努めます。

180 4 1

６．市職員としての雇用 法定雇用率の遵守とともに、障害のある人の新たな職域や
雇用形態について検討を行っています。

法定雇用率の遵守とともに、障害のある人の新たな職域や
雇用形態について検討を行い、市での雇用機会の拡大を図
ります。

181 4 1

６．市職員としての雇用 法定雇用率の遵守とともに、障害のある人の新たな職域や
雇用形態について検討を行っています。

法定雇用率の遵守とともに、障害のある人の新たな職域や
雇用形態について検討を行い、市での雇用機会の拡大を図
ります。

182 4 1

６．市職員としての雇用 医療業務を行う有資格者の確保が前提となるため、障害の
ある人の雇用に直接繋げることが難しい状況です。

職員の多くが専門職として勤務している状況ではあるが、
適性に応じた業務を障害のある人の雇用に繋げていくよう
努めます。

183 4 1

７．事業主への雇用支援 障害のある人を職場実習に受け入れた事業主に対して、障
害者職場実習奨励金を交付しています。また、障害のある
人を雇用した事業主に対して、雇用促進奨励金を交付して
います。

奨励金の交付を行い、職場実習機会の拡大、雇用機会の拡
大に努めます。

184 4 2

１．船橋市自立支援協議会専門部
会の開催

船橋市自立支援協議会の専門部会である就労支援部会を毎
年開催しています。

障害者就労の関係機関が就労支援部会において、障害者就
労の課題を共有するとともに、障害のある人の就労の拡大
や定着に向けて、ジョブコーチとの連携、ジョブサポー
ター研修の実施、障害者合同説明会の開催等について議論
します。

185 4 2

２．船橋市特別支援連携協議会の
作業部会の充実

就労に向けて、船橋市特別支援連携協議会の第二作業部会
を開催しています。

船橋市特別支援連携協議会の第二作業部会にて、就労等の
推進に向けて検討します。

186 4 2

３．関係機関との連携強化 船橋市自立支援協議会や就労支援部会を通じて、関係機関
との連携を図っています。

船橋市自立支援協議会や就労支援部会を通じて、障害のあ
る人の就労の拡大や定着に向けて、障害のある人の就労に
関する課題を共有するとともに、ジョブサポーター研修の
実施や障害者合同説明会の開催等について議論し、公共職
業安定所、障害者就業・生活支援センター、障がい者地域
福祉連絡会、商工会議所との更なる連携の強化を図りま
す。

187 4 2

４．障害者就業・生活支援セン
ターの充実

障害者就業・生活支援センターに対して、就労支援員配置
のための補助金を交付しています。

障害のある人の一般就労支援の中核となる障害者就業・生
活支援センターの機能強化を図るため、今後も就労支援員
の配置のための補助金を交付します。

188 4 2

５．就労定着に向けた支援 就職準備段階からジョブコーチによる支援を開始し、就職
後の実務支援を行っています。また、障害福祉サービスを
提供する事業所等の職員が一般就労に対する支援の知識を
身につけられるよう、ジョブサポーター研修を実施してい
ます。

就労支援における課題を踏まえて、ジョブサポーター研修
の内容等について見直し、ジョブコーチの利用促進につい
て検討するとともに、障害者就労に関わる人に幅広く必要
な知識の習得を図ります。

189 4 2

６．地域活動支援センター等の充
実

地域活動支援センター及び心身障害者福祉作業所に対して
運営費の補助等を行うとともに、充実した日常生活や社会
生活を営むための創作的活動や生産活動の機会の提供、社
会との交流の促進、生活指導などにより自立を図っていま
す。

地域活動支援センター及び心身障害者福祉作業所の運営の
安定化を図る為、運営費の補助等を継続します。

190 4 2

６．地域活動支援センター等の充
実

地域活動支援センター及び心身障害者福祉作業所に対して
運営費の補助等を行うとともに、充実した日常生活や社会
生活を営むための創作的活動や生産活動の機会の提供、社
会との交流の促進、生活指導などにより自立を図っていま
す。

地域活動支援センター及び心身障害者福祉作業所の運営の
安定化を図る為、運営費の補助等を継続します。

191 4 2

７．受注及び販路の拡大 千葉県障害者就労事業振興センターへ事業委託を行い、障
害者就労施設等の受注・販路の拡大についての指導を行っ
ています。

千葉県障害者就労事業振興センターの体制を拡大し、契約
主体となる共同受注窓口を設置することにより、事業所へ
の支援及び障害のある人の工賃向上を図ります。

192 4 2

８．職親委託制度の利用 職親委託制度の利用により、必要な指導訓練を行っていま
す。

　知的障害者に対する職親委託制度を継続します。

整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【第４章　雇用・就業、経済的自立の支援】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性

A

障害者就業・生活支援センター就労支援員配置補助金：４,７０９千円(決
算額)
就労支援員配置のための補助事業を継続して実施し、就労支援事業所等の
関係機関との連携を図れるよう取り組んだ。

A

障害者就業・生活支援センター就労支援員配置補助金：４,７１２千円(決
算額)
就労支援員配置のための補助事業を継続して実施し、就労支援事業所等の
関係機関との連携を図れるよう取り組んだ。また、障害者就労支援ハンド
ブックの修正を行い、就労希望者へ障害者就労に係る支援施設・機関の情
報提供を行った。

継続 障害福祉課

A

障害者就労支援関係機関へ紹介した企業数：35社

A

障害者就労支援関係機関へ紹介した企業数：37社

継続 商工振興課

A

情報収集を行った。

A

企業等を対象に開催している障害者就労支援ジョブサポーター養成研修の
場において、法の改正内容について取り上げ、中でも「障害者に対する差
別の禁止」及び「合理的配慮の提供義務」について重点的に説明を行い、
理解啓発を図った。また、情報収集を行った。

継続
障害福祉課
商工振興課

A

平成28年度訪問企業数：167社

A

平成2９年度訪問企業数：１４３社

継続 商工振興課

A

職場実習先開拓員が企業を訪問する際、チラシを配布し、各種奨励金制度
を周知した。

A

職場実習先開拓員が企業を訪問する際、チラシを配布し、各種奨励金制度
を周知した。

継続 商工振興課

A

平成28年度障害者雇用促進合同面接会参加者数：85名

A

平成29年度障害者雇用促進合同面接会参加者数：９８名

継続 商工振興課

（誤）
A

（正）
B

障害者を対象とした市職員の採用試験及び非常勤職員の募集・採用を実施
した。
法定雇用率は未達成のため、継続して雇用機会を設けていくことで達成に
努める。

B

障害者を対象とした市職員の採用試験及び非常勤職員の募集・採用を実施
した。
法定雇用率は未達成のため、継続して雇用機会を設けていくことで達成に
努める。

拡大 職員課

（誤）
A

（正）
B

障害のある人を対象とした非常勤職員の募集・採用を実施した。
法定雇用率は未達成のため、継続して雇用機会を設けていくことで達成に
努める。 B

障害のある人を対象とした非常勤職員の募集・採用を実施した。
法定雇用率は未達成のため、継続して雇用機会を設けていくことで達成に
努める。 拡大 教育総務課

Ｄ

直接の雇用に繋げることができなかった。

D

直接の雇用に繋げることができなかった。

継続
医療セン
ター

A

平成28年度雇用促進奨励金交付金額（障害者対象分）：6,138,000円
平成28年度障害者職場実習奨励金額：3,420,000円

A

平成2９年度雇用促進奨励金交付金額（障害者対象分）：5,580,000円
平成29年度障害者職場実習奨励金額：2,940,000円

継続 商工振興課

A

就労支援部会：３回開催
障害者福祉施設合同説明会：１回開催
ジョブサポーター養成研修：１回開催
就労支援部会員と障害者就労の課題を共有し取り組んだ。 A

就労支援部会：４回開催
障害者福祉施設合同説明会：１回開催
ジョブサポーター養成研修：１回開催
就労支援部会員と障害者就労の課題を共有し取り組んだ。 継続 障害福祉課

A

卒業後の生活、相談に携わる立場の方を委員とし、卒業後の就労状況や生
活について情報交換をした。

A

第二作業部会：３回開催
卒業後の生活、相談に携わる立場の方を委員とし、卒業後の就労状況や生
活について情報交換をした。 継続

総合教育セ
ンター

A

就労支援部会：３回開催
就労支援部会にて議論を重ね、ジョブサポーター養成研修、障害者福祉施
設合同説明会を実施することができた。また、障害者就労に関係する関係
部署等の連携を強化するため「障害者就労に係る組織内連携会議」を開催
した。 A

就労支援部会：４回開催
就労支援部会にて議論を重ね、ジョブサポーター養成研修、障害者福祉施
設合同説明会の実施、障害者就労支援ハンドブックの修正を行った。ま
た、障害者就労に関係する関係部署等の連携を強化するため、「障害者就
労に係る組織内連携会議」「就労移行支援事業所連絡会」を開催し、障害
者就労に係る課題の意見交換等を行った。

継続 障害福祉課

A

障害者就業・生活支援センター就労支援員配置補助金：４ ,７０９千円
（決算額）
障害がある人の一般就労支援の中核となる障害者就業・生活支援センター
の機能強化を図った。

A

障害者就業・生活支援センター就労支援員配置補助金：４ ,７１２千円
（決算額）
障害がある人の一般就労支援の中核となる障害者就業・生活支援センター
の機能強化を図った。

継続 障害福祉課

A

ジョブサポーター養成研修：１回開催
参加者数：33人（内、一般企業参加者数：３人）
テーマ「精神障害者の就労支援と障害者雇用促進法の改正にともなう対
応」
従前、午後の半日で研修を実施していたが、平成２７年度から午前・午後
の１日に時間を拡大し、障害者の就労支援の推進に努めた。

A

ジョブサポーター養成研修：１回開催
参加者数：７７人（内、一般企業参加者数：３０人）
テーマ「精神障害者の就労定着と障害者雇用促進法の改正について」
平成２９年度は一般企業参加者が大幅に増加し、従前から行っていた支援
側に加えて、雇用側への更なる障害者就労の理解啓発を行うことで、障害
者の就労支援の推進に努めた。

継続 障害福祉課

Ａ

地域活動支援センター及び心身障害者福祉作業所に、運営費の補助を行っ
た。
・地域活動支援センター　８０,９０３千円
　市内　９事業所　市外　７事業所
・心身障害者福祉作業所　　１９,１０１千円
　市内　３事業所

A

地域活動支援センター及び心身障害者福祉作業所に、運営費の補助を行っ
た。
・地域活動支援センター　８８,３３６千円
　市内　１０事業所　市外　６事業所
・心身障害者福祉作業所　　１２,１９７千円
　市内　２事業所

継続 障害福祉課

A

５年ごとに指定管理者の更新選定を行い、状況に沿った業務遂行のための
人件費や事業費を算定しながら候補者選定を行っている。

A

５年ごとに指定管理者の更新選定を行い、状況に沿った業務遂行のための
人件費や事業費を算定しながら候補者選定を行っている。

継続 保健総務課

A

衛生管理研修などの実践的な研修や経営力強化研修等を実施した。

A

衛生管理研修、経営力強化研修、栄養成分分析計算法セミナー等を実施し
た。

継続 障害福祉課

A

知的障害者に対する職親委託制度を継続する。
対象者　１名

A

知的障害者に対する職親委託制度を継続する。
対象者　１名

継続 障害福祉課

担当課
進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

193 4 3

１．障害者就労施設等からの優先
的な物品等の調達

平成２５年度から、毎年船橋市障害者就労施設等からの物
品等の調達の推進を図るための方針を策定し、障害者就労
施設等から物品等を調達しています。

障害者就労施設等からの物品等の調達目標金額定め、
ホームページで実績を公表し、目標金額の達成と調達金額
の増額を目指します。

194 4 3

２．福祉ショップの開設 障害のある人の就労先の確保や工賃向上を目的とし、福祉
ショップの設置を検討しています。

福祉ショップの設置に向けて、設置場所の選定などの具体
的な検討をします。

195 4 4

１．障害年金制度及び特別障害給
付金制度の周知

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへの
掲載や手帳交付時にパンフレットを配布するなど制度の周
知を行っています。

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへの
掲載など周知を図ります。

196 4 4

１．障害年金制度及び特別障害給
付金制度の周知

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへの
掲載や手帳交付時にパンフレットを配布するなど制度の周
知を行っています。

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへの
掲載など周知を図ります。

197 4 4

２．手当の給付 各種手当の支給を通じて、障害のある人の経済的自立を支
援しています。

障害のある人を対象とする手当を市のホームページ、障害
福祉のしおり等にて更なる周知を図り、各種手当を支給す
ることにより、経済的自立を支援します。

198 4 4

３．心身障害者新規就労支度金の
支給

心身障害者新規就労支度金を支給することにより、経済的
自立を支援しています。

市のホームページや福祉のしおり等にて更なる周知を図
り、心身障害者新規就労支度金の支給を通じて、障害のあ
る人の経済的自立を支援します。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【第４章　雇用・就業、経済的自立の支援】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性
担当課

進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）

Ａ

目標を達成することができた。
目標額：15,692,000
実績額：15,954,511
件数：37件 B

目標額には達しなかったが、クリーニング、公園清掃、点字広報、声の広
報の件数増など全体の件数は増加した。
目標額：16,274,000円
実績額：15,275,111円
件数：62件

継続 障害福祉課

Ａ

障害者就労施設等による合同販売会を実施した。
市役所本庁舎：６回

A

障害者就労施設等による合同販売会を実施した。
市役所本庁舎：６回
ららぽーとTOKYO-BAY：3回
ふなばし朝市：4回

継続 障害福祉課

A

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへの掲載など周知を
図った。

A

市のホームページ、広報ふなばし、障害福祉のしおりへの掲載など周知を
図った。

継続 国民年金課

B

市のホームページ、障害福祉のしおりへの掲載、手帳交付時及び手帳交付
説明会にてパンフレットを配布・案内など周知を図った。

A

市のホームページ、障害福祉のしおりへの掲載、手帳交付時及び手帳交付
説明会にてパンフレットを配布・案内など周知を図っている。

継続 障害福祉課

A

市のホームページや広報、障害福祉のしおりだけでなく、手帳交付の通知
を送付する際、各手当の対象となる可能性がある方には手当の通知も併せ
て送付する等周知を行い、各手当の要件を満たす方に適切に支給し、経済
的自立を支援した。

A

市のホームページや広報、障害福祉のしおりだけでなく、手帳交付の通知
を送付する際、各手当の対象となる可能性がある方には手当の通知も併せ
て送付する等周知を行い、各手当の要件を満たす方に適切に支給し、経済
的自立を支援した。

継続 障害福祉課

C

本事業による支度金の支給は一時的なものであり、これをもって経済的自
立を支援したとは言えない。

C

本事業による支度金の支給は一時的なものであり、これをもって経済的自
立を支援したとは言えない。

継続 障害福祉課
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199 5 1

１．市営住宅の確保 市営住宅について、障害のある人向け住宅の確保を図って
います。

新規建設住宅のある場合には一定の戸数の確保を図りま
す。

200 5 1

２．市営住宅への入居の促進 障害のある人のいる世帯については、一般の世帯に比べて
収入基準等の入居者資格の緩和措置を行っています。

入居者資格の緩和措置を行い、障害のある人の入居の促進
を図ります。

201 5 1

３．住宅整備の促進 住宅を障害のある人などが生活しやすく増改築するため、
無料相談会の実施、相談会の周知など相談体制の整備を
図っています。

無料増改築相談会を行うとともに、チラシ配布にて周知を
図ります。

202 5 1

４．住宅改造の支援 ①障害のある人又は同居する家族が、障害者のために既存
の住宅の補修及び増改築をする場合に資金を無利子で貸し
付けています。

①障害のある人がより生活しやすくなるよう、住宅整備資
金貸付を行い、障害のある人の社会生活の向上を図りま
す。

203 5 1

４．住宅改造の支援 ②障害のある人のために浴室やトイレ等を改造した場合
に、その費用の一部を助成しています。

②住宅改造資金の助成について、制度周知を図り、適切な
利用を促進します。

204 5 1

５．民間賃貸住宅入居支援事業の
利用促進

連帯保証人の確保に苦慮している障害者世帯等に対し、民
間賃貸住宅情報の提供、入居保証、低所得者については、
家賃等債務保証契約時に要する初回保証料の一部を助成し
ています。

介護保険・高齢者福祉ガイド、障害福祉のしおり、市の
ホームページに掲載して周知を図ります。

205 5 2

１．公共交通機関の利用の利便性
の確保

①公共交通機関の構内通路、階段、エレベーター、エスカ
レーター、改札口、券売機、乗降場などについて、事業者
が施設の新設や大規模な改修等を行う際には、「バリアフ
リー新法」、「千葉県福祉のまちづくり条例」などに基づ
いた施設となるように呼びかけています。

①事業者が駅の改修等を行う際にバリアフリー化を呼びか
けることで施設整備が進められており、引き続き各種法令
の遵守等による駅施設のバリアフリー化を呼びかけます。

206 5 2

１．公共交通機関の利用の利便性
の確保

②鉄道事業者が行うバリアフリー化設備設置費等の一部を
補助し、鉄道駅の移動等円滑化による利便性の確保を図っ
ています。

②鉄道駅のバリアフリー化を実施する鉄道事業者に対し
て、国とともに事業費の補助を行い、鉄道駅のバリアフ
リー化の促進を図ります。

207 5 2

２．市が建設する施設のバリアフ
リー化及びユニバーサルデザイン
の推進

市の施設の新設または改修を行うに当たり、アプローチ
（敷地内の通路）、駐車場、出入口、階段、手すり、エレ
ベーター、トイレ（オストメイト対応型トイレ含む）など
障害のある人に配慮しています。

今後も市の施設の新設または改修の際に、障害のある人に
配慮したバリアフリー化を進めます。

208 5 2

３．公園等の整備 公園等の出入口、園路、水飲場、トイレなど、障害のある
人に配慮しています。

「船橋市都市公園に係る移動等円滑化のために必要な特定
公園施設の設置に関する基準を定める条例」を遵守しバリ
アフリー化を行います。

209 5 3

１．総合的かつ効果的なまちづく
りの推進

窓口において、「千葉県福祉のまちづくり条例」の周知を
図り、総合的かつ効果的なまちづくりを推進しています。

「千葉県福祉のまちづくり条例」を事業者に対して説明す
るなど制度の更なる理解を図ります。

210 5 3

２．民間建築物のバリアフリー化
及びユニバーサルデザインの促進

不特定多数の人が利用する民間建築物の新設または改修を
行うに当たり、建築主・事業者などに対して「バリアフ
リー新法」、「千葉県福祉のまちづくり条例」などの周知
徹底と意識・理解の高揚を図っています。

窓口に来庁された事業者等に、バリアフリー化及びユニ
バーサルデザインの促進について周知します。

211 5 3

３．「船橋市移動円滑化基本構
想」で位置付けられた重点整備地
区のバリアフリー化

重点整備地区の特定旅客施設及び公共公益施設等への特定
経路のバリアフリー化事業を、効果的かつ円滑に推進する
よう、関係機関に呼びかけています。

旅客施設、道路等のバリアフリー化を重点的かつ一体的に
推進します。

212 5 3

３．「船橋市移動円滑化基本構
想」で位置付けられた重点整備地
区のバリアフリー化

重点整備地区の特定旅客施設及び公共公益施設等への特定
経路のバリアフリー化事業を、効果的かつ円滑に推進する
よう、関係機関に呼びかけています。

旅客施設、道路等のバリアフリー化を重点的かつ一体的に
推進します。

213 5 3

４．歩道環境の整備 歩行空間を確保するため、できるだけ幅の広い歩道を整備
しています。

個々の路線条件等の中でできるだけ幅の広い歩道を整備し
ます。

214 5 3

５．人にやさしい歩道への整備 既設の歩道の整備について、段差、凹凸、急な勾配を解消
するため、歩道を整備しています。
また、障害のある人に配慮した歩行空間の整備の推進のた
め、視覚障害者誘導用ブロックの設置・色の塗り直し工
事、危険箇所に点字ブロックを設置しています。

誰もが歩きやすくするため、既設歩道の段差や急な勾配を
解消し、バリアフリー化を図ります。
また、視覚障害者誘導用ブロックを設置するとともに、透
水性舗装を採用していくなど、障害のある人への安全に配
慮し取り組みます。

215 5 3

６．放置自転車の解消 自転車等駐車場の整備、放置自転車等の撤去移送及び自転
車利用者への啓発などにより、歩行の妨げとなる放置自転
車の解消に努めています。

放置自転車の防止の啓発と撤去に関しては、引き続き取り
組みを行います。駐輪場整備を計画的に進めるために、
「船橋市自転車等駐車対策に関する総合計画」策定しま
す。

整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【第５章　生活環境】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性

D

平成2８年度は独立行政法人都市再生機構（ＵＲ）からの借上げにより、
新たに１０戸を市営住宅として供給した。そのうち、障害のある人向けの
住宅は0戸であった。

D

平成2９年度は独立行政法人都市再生機構（ＵＲ）からの借上げにより、
新たに２０戸を市営住宅として供給した。そのうち、障害のある人向けの
住宅は0戸であった。

継続 住宅政策課

A

緩和措置を行っており、入居者募集時のしおり及びホームページに緩和措
置について掲載し、周知を図った。

A

緩和措置を行っており、入居者募集時のしおり及びホームページに緩和措
置について掲載し、周知を図った。

継続 住宅政策課

A

市役所、フェイスにて毎月2回、無料増改築相談会を行っている。
障害福祉課、高齢者福祉課、介護保険課、フェイス、各出張所、各公民館
にて相談会のチラシを配布して周知を図った。 A

市役所、フェイスにて毎月2回、無料増改築相談会を行った。
２５件の相談があった。

継続 住宅政策課

B

身体障害者のためにバリアフリー工事を行う際に必要な資金の貸付の実績
はなかったものの、数件の相談に対応し、障害のある人の日常生活の質の
向上を図った。 B

身体障害者のためにバリアフリー工事を行う際に必要な資金の貸付の実績
はなかったものの、数件の相談に対応し、障害のある人の日常生活の質の
向上を図った。 継続 障害福祉課

A

平成２8年度実績
件数　9件
助成額　4,264,000円 A

平成２9年度実績
件数　9件
助成額　2,915,500円 継続 障害福祉課

B

介護保険・高齢者福祉ガイド、障害福祉のしおり、市のホームページ等に
掲載して周知を図った。
結果として平成28年度の相談は50件あったが、障害のある人からの申請
はなかった。

B

介護保険・高齢者福祉ガイド、障害福祉のしおり、市のホームページ等に
掲載して周知を図った。
結果として平成2９年度の相談は２２件あったが、障害のある人からの申
請はなかった。

継続 住宅政策課

A

京成本線京成中山駅においてスロープが設置され、改札の内外におけるバ
リアフリー化した経路（1つ以上）を市内の全ての駅で確保することと
なった。

A

平成28年度までに、改札の内外におけるバリアフリー化した経路（1つ
以上）を市内の全ての駅で確保した。平成29年度は、各種法令の遵守等
による駅施設のバリアフリー化を呼びかけた。

継続 道路計画課

A

京成本線京成中山駅のスロープ設置に対し、国とともに事業費の補助を行
い、鉄道駅のバリアフリー化の促進を図った。

A

東武野田線新船橋駅、新京成線二和向台駅の内方線付点状ブロック整備事
業に対し、事業費の補助を行い、鉄道駅のバリアフリー化の促進を図っ
た。 継続 道路計画課

B

平成２８年度千葉県福祉のまちづくり条例第２５条の通知８件を収受。

B

平成２９年度千葉県福祉のまちづくり条例第２５条の通知９件を収受。

継続 建築指導課

A

平成２８年度は新設公園整備で出入口、園路及び水飲場のバリアフリー化
を図った。

A

平成29年度は田喜野井公園ほか１公園の出入口、園路、トイレ及び水飲
み場のバリアフリー化を図った。

継続 公園緑地課

A

事業所から届出があった際に各担当課にて周知を図っている。
平成2８年度障害福祉課への届出件数1件

A

事業所から届出があった際に各担当課にて周知を図っている。

継続 障害福祉課

B

平成２８年度千葉県福祉のまちづくり条例３３件を収受。

B

平成２９年度千葉県福祉のまちづくり条例３４件を収受。

継続 建築指導課

C

重点整備地区における駅施設での可動式ホーム柵設置を鉄道事業者に呼び
かけた。

C

重点整備地区における駅施設での可動式ホーム柵設置を鉄道事業者に呼び
かけた。

継続 道路計画課

A

船橋市交通バリアフリー道路特定事業計画に則り整備を行った。

A

船橋市交通バリアフリー道路特定事業計画に則り整備を行った。

継続 道路建設課

A

幅の広い歩道として都市計画道路の歩道整備を約250m整備した。

A

幅の広い歩道として都市計画道路の歩道整備を約340m整備した。

継続 道路建設課

A

既設歩道の段差や急な勾配、手掛け穴を解消し、バリアフリー化を図っ
た。
L=6,558m

A

既設歩道の段差や急な勾配を解消し、バリアフリー化を図った。
L=3,584m

継続 道路維持課

A

●街頭指導員の配置
市内各駅に街頭指導員を配置し放置自転車防止の啓発を行った。
●放置自転車の撤去・移送
年間４４５回、７,２５４台の放置自転車等を撤去し、歩行者の安全確保
等に努めた。
●放置自転車防止の啓発
・１０月１日から１１月３０日の間、市内各駅構内及び公共施設等にポス
ターを掲示した。
・１０月２０日にＪＲ津田沼駅前、１０月２８日にＪＲ船橋駅前にてク
リーンキャンペーンを実施した。

A

●自転車等駐車場の整備
①船橋駅第16自転車等駐車場の新設（収容台数：715台）
②下総中山駅第2自転車等駐車場の増設（収容台数約50台増）
●街頭指導員の配置
市内各駅に街頭指導員を配置し放置自転車防止の啓発を行った。
●放置自転車の撤去・移送
年間５０３回、６,８１８台の放置自転車等を撤去し、歩行者の安全確保
等に努めた。
●放置自転車防止の啓発
・１０月１日から１１月３０日の間、市内各駅構内及び公共施設等にポス
ターを掲示した。
・１０月２7日にＪＲ船橋駅南口付近にて、クリーンキャンペーンを実施
した。

継続 都市整備課

担当課
進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

216 5 3

７．不法占有物の除去 歩行者等の通行障害となることから、日、祝、年末年始を
除き毎日撤去作業を行っています。

「屋外広告物法」及び「船橋市屋外広告物条例」に基づ
き、公共の場所に掲出されている違反屋外広告物の除去を
行います。 また、パトロール回数を増やす等、不法占有物
件の除去を進め、歩行空間の確保に努めます。

217 5 3

７．不法占有物の除去 歩行者等の通行障害となることから、日、祝、年末年始を
除き毎日撤去作業を行っています。

「屋外広告物法」及び「船橋市屋外広告物条例」に基づ
き、公共の場所に掲出されている違反屋外広告物の除去を
行います。 また、パトロール回数を増やす等、不法占有物
件の除去を進め、歩行空間の確保に努めます。

218 5 3

８．交通安全思想・教育の推進 交通事故の防止に努め、実践的な交通安全教育を実施し、
交通安全思想及び教育の推進を図っています。

春・秋の全国交通安全運動期間を中心とした交通安全啓発
に関するイベントや交通安全教室などを実施することに
よって、交通事故の防止を図ります。

219 5 3

８．交通安全思想・教育の推進 交通事故の防止に努め、実践的な交通安全教育を実施し、
交通安全思想及び教育の推進を図っています。

春・秋の全国交通安全運動期間を中心とした交通安全啓発
に関するイベントや交通安全教室などを実施することに
よって、交通事故の防止を図ります。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【第５章　生活環境】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性
担当課

進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）

A

平成２８年度簡易除却件数：１２,６３６件
平成２８年度違反パトロール実施状況
　ＪＲ船橋駅周辺：７回
　ＪＲ西船橋駅周辺：８回
　ＪＲ津田沼駅周辺：９回

A

平成２９年度簡易除却件数：１２，２２７件
平成２９年度違反パトロール実施状況
　ＪＲ船橋駅周辺：９回
　ＪＲ西船橋駅周辺：７回
　ＪＲ津田沼駅周辺：７回

継続 都市計画課

A

主要駅周辺の道路上においての、定期的な違反屋外広告物除去パトロール
に加え、船橋駅周辺において、移動販売行為や演奏行為等を指導・啓発す
るパトロールを実施した。

A

昨年度に引き続き、主要駅周辺の道路上においての、定期的な違反屋外広
告物除去パトロールに加え、船橋駅周辺において、移動販売行為や演奏行
為等を指導・啓発するパトロールを実施した。

継続 道路管理課

A

春と秋に全国交通安全運動期間を中心とした交通安全啓発に関するイベン
ト、市内各所で交通安全教室を実施した。

A

春と秋に全国交通安全運動期間を中心とした交通安全啓発に関するイベン
ト、市内各所で交通安全教室を実施した。

継続
市民安全推

進課

A

平成２８年度は、各学校で作成した「学校安全計画」の推進を図り、小学
校での交通安全教室、中学校でのスケアード・ストレイト自転車交通安全
教室を市民安全推進課と連携し、実施した。また、全国交通安全運動期間
はもちろんのこと、交通安全の啓発を図った。

A

各学校で作成した「学校安全計画」の推進を図り、小学校では交通安全教
室、中学校ではスケアード・ストレイト自転車交通安全教室を市民安全推
進課と連携し実施した。また、全国交通安全運動期間はもちろんのこと、
交通安全の啓発を図った。

継続 保健体育課
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220 6 1

１．地域防災計画の充実 「地域防災計画」（平成２５年１月改訂）に、要配慮者
（災害時要援護者）への支援内容や取組み等について記載
しています。

支援内容や取り組み等については適宜地域防災計画の見直
しを行い、支援体制の充実を図ります。

221 6 1

２．関係部局の連携の強化 災害時要援護者対策推進委員会により関係部局の連携を強
化しています。

定期的に災害時要援護者対策推進委員会を開催することに
より関係部局の連携を強化し、災害時における要配慮者の
支援を推進します。

222 6 1

３．避難所の整備 小中学校及び高等学校の宿泊可能避難所に、車いすで利用
できる仮設トイレや車いすを備蓄しました。また、福祉避
難所には、刻み食・流動食になる食料や紙おむつ、おしり
拭き等要配慮者に配慮した物資の備蓄を行っています。

要配慮者へ配慮した物資の備蓄を行うなど引き続き避難所
の整備を図ります。

223 6 1

４．福祉避難所の設置 避難生活に特別な配慮が必要な要配慮者の生活の場とし
て、平成２４年度に市公共施設３３施設、平成２６年度に
市立船橋特別支援学校（金堀校舎・高根台校舎）を福祉避
難所として指定しました。

福祉避難所をさらに確保するため、民間の社会福祉施設等
についても、福祉避難所指定の協定締結に努めます。

224 6 1

５．緊急一時入所の協定締結 災害時における要配慮者の緊急一時入所の受け入れについ
て、市内の社会福祉施設等との協定締結に向け、平成２４
年度に各施設に調査を行いました。

障害者施設や高齢者施設等を運営する法人等との協定締結
に努めます。

225 6 1

６．災害時の情報提供・緊急時の
通報システムについて

聴覚障害者ファクシミリネットワーク事業やふなばし安
全・安心メールの登録やひとり暮らしまたはそれに準ずる
状態の重度身体障害者に対し緊急通報装置の貸与などを
行っています。

障害のある人に対し、聴覚障害者ファクシミリネットワー
ク事業や新たなメール配信システムによるふなばし災害情
報メールの登録の推進や緊急通報装置の制度の周知を行い
ます。

226 6 1

７．災害対応の充実 市の総合防災訓練において、平成２５年度に福祉避難所の
開設訓練等を行い、要配慮者の受け入れについての訓練を
行いました。また、福祉施設と防災ＭＣＡ無線による通信
訓練も併せて行いました。各施設への実施指導の際に、防
災訓練の実施の有無や避難通路等防災体制についての
チェックや指導を行っています。

障害のある人などの要配慮者も参加した防災訓練ならびに
各施設の防災体制の確認などを通し、災害対応の充実を図
ります。

227 6 1

８．地域防災体制の整備 要配慮者支援対策について、平成２４年３月に策定した
「船橋市災害時要援護者避難支援ガイドライン」に基づ
き、町会・自治会、民生委員、地区社会福祉協議会等に、
説明を行っています。また、平成２５年３月に作成し、全
戸配布した「防災ハンドブック」においても、要配慮者の
支援について記載し、啓発を図っています。市では、ガイ
ドラインに基づく災害時要援護者台帳を作成し、このう
ち、地域との情報共有に同意した災害時要援護者名簿を平
成２４年度から整備しています。整備した名簿は、船橋市
社会福祉協議会に情報提供を行うなど、船橋市社会福祉協
議会の安心登録カード事業と連携し、災害時の地域におけ
る避難支援について地域との共有を図っています。

要配慮者支援対策について、「船橋市災害時要援護者避難
支援ガイドライン」などを活用し啓発を図るほか、自主防
災組織の結成率向上や地域防災リーダー養成講座の充実な
ど地域防災体制の整備に努めます。社会福祉協議会の安心
登録カード事業と連携し、地域における避難支援体制づく
りの推進に努めます。

228 6 1

８．地域防災体制の整備 要配慮者支援対策について、平成２４年３月に策定した
「船橋市災害時要援護者避難支援ガイドライン」に基づ
き、町会・自治会、民生委員、地区社会福祉協議会等に、
説明を行っています。また、平成２５年３月に作成し、全
戸配布した「防災ハンドブック」においても、要配慮者の
支援について記載し、啓発を図っています。市では、ガイ
ドラインに基づく災害時要援護者台帳を作成し、このう
ち、地域との情報共有に同意した災害時要援護者名簿を平
成２４年度から整備しています。整備した名簿は、船橋市
社会福祉協議会に情報提供を行うなど、船橋市社会福祉協
議会の安心登録カード事業と連携し、災害時の地域におけ
る避難支援について地域との共有を図っています。

要配慮者支援対策について、「船橋市災害時要援護者避難
支援ガイドライン」などを活用し啓発を図るほか、自主防
災組織の結成率向上や地域防災リーダー養成講座の充実な
ど地域防災体制の整備に努めます。社会福祉協議会の安心
登録カード事業と連携し、地域における避難支援体制づく
りの推進に努めます。

229 6 2

１．防犯情報の提供 防犯情報・不審者情報等については、「船橋ひやりハッと
防犯・交通安全情報」として登録者にメールで配信してい
ます。

「船橋ひやりハッと防犯・交通安全情報」について障害の
ある人の利用促進に努めます。

230 6 2

２．関係機関の連携による犯罪被
害の防止

警察と地域団体、行政等の連携により防犯活動を行い、犯
罪被害の防止に努めています。

犯罪被害の防止のための地域の障害者団体、福祉施設との
連携のあり方について検討します。

231 6 3

１．消費者トラブルに関する情報
提供について

消費者庁や、国民生活センター等からの情報を元に、広報
紙や市のホームページ等により情報発信し、また、くらし
の情報の発行により消費者トラブルの予防、早期発見、拡
大防止に取り組んでいます。

消費者庁や、国民生活センター等からの情報は元より、関
係部署からの障害のある人に関する情報を入手し、広報紙
や市のホームページ、くらしの情報等により情報提供を行
い、消費者トラブルの予防、早期発見、拡大防止に取り組
みます。

232 6 3

２．消費者トラブルに関する関係
機関の連携

消費者庁、国民生活センター、千葉県、近隣市等との連携
により情報交換を行うことで、消費者トラブルの防止や早
期発見等に取り組んでいます。

関係部署との連携により、障害者団体を把握したうえで、
今後の取り組みを検討します

233 6 3

３．消費生活相談体制の整備 消費生活センターで消費生活相談を実施しており、相談受
付は来訪や電話による受付で行っています。

現在行っている、障害のある人からの相談のほか、今後、
専門的な研修等が実施される際は、受講について検討しま
す。

234 6 3

４．消費者教育の推進 町会・自治会、学校等において、まちづくり出前講座を実
施、各会場に講師を派遣し、消費生活に役立つ知識や情報
を提供しています。

障害者施設等においてもまちづくり出前講座を実施するこ
とにより、障害者等に対する消費者教育の推進に努めま
す。

整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【第６章　安全・安心】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性

A

地域防災計画に、継続して要配慮者への支援内容や取組み、避難行動要支
援者名簿作成等に関して明記している。

A

地域防災計画に、継続して要配慮者への支援内容や取組み、避難行動要支
援者名簿作成等に関して明記している。

継続 危機管理課

A

災害対策基本法の改正に伴う避難行動要支援者名簿の作成等に関連して、
要配慮者対策推進委員会を２回、要配慮者支援等作業部会開催を４回開催
し、関係部局との連携、情報共有を図り、災害時における職員行動マニュ
アルの暫定版を作成した。

A

災害対策基本法の改正に伴う避難行動要支援者名簿の作成等に関連して、
要配慮者支援等作業部会開催を１回開催し、関係部局との連携、情報共有
を図り、災害時における職員行動マニュアルの進捗状況を共有した。

継続 地域福祉課

A

災害時の要配慮者の避難支援を強化するため、避難所となる小中学校に避
難行動要支援者名簿を配備した。

A

流動食にもなる調理不要の非常食を更新し、避難所の生活環境を向上させ
るため、小中学校にアルミマットを配備した。

継続 危機管理課

A

災害時の要配慮者の避難支援を強化するため、船橋市老人福祉施設協議会
と「災害時における要配慮者の受入れに関する協定」を締結した。

A

福祉避難所をさらに確保するため、民間の社会福祉施設等についても、福
祉避難所指定の協定締結するよう、継続して検討している。

継続 危機管理課

A

災害時の要配慮者の避難支援を強化するため、船橋市老人福祉施設協議会
と「災害時における要配慮者の受入れに関する協定」を締結した。

A

災害時における要配慮者の緊急一時入所の受け入れ先をさらに確保するた
め、民間の障害者施設や高齢者施設等についても、福祉避難所指定の協定
締結するよう、継続して検討している。 継続 危機管理課

A

昨年は光化学スモッグの発令はなかったが、今後あった際にはＦネット登
録者に対して送信する。
また、緊急通報装置の制度の周知を行った。
新規貸与数　４件

A

光化学スモッグの発令等Ｆネット登録者に対して送信した。
また、緊急通報装置の制度の周知を行った。
新規貸与数　5件

継続 障害福祉課

A

要配慮者と支援者（町会・自治会、民生委員・児童委員等）が顔の見える
関係を構築するため、総合防災訓練の選択訓練として、「安心登録カード
登録者名簿」等を活用した要配慮者安否確認訓練を実施した。※平成26
年度より実施
また、災害時における要配慮者の受入れについて円滑な連携がとれるよ
う、協定を締結した障害者福祉施設を運営する社会福祉法人に防災ＭＣＡ
無線を設置した。

A

要配慮者と支援者（町会・自治会、民生委員・児童委員等）が顔の見える
関係を構築するため、総合防災訓練の選択訓練として、「安心登録カード
登録者名簿」等を活用した要配慮者安否確認訓練を実施した。（140団
体）
また、障害福祉団体等との避難所運営訓練を、総合防災訓練のメイン校に
おいて八木が谷小学校で実施した。

継続 危機管理課

A

要配慮者と支援者（町会・自治会、民生委員・児童委員等）が顔の見える
関係を構築するため、総合防災訓練の選択訓練として、「安心登録カード
登録者名簿」等を活用した要配慮者安否確認訓練を実施した。※平成26
年度より実施
災害時の要配慮者の避難支援を強化するため、避難所となる小中学校に避
難行動要支援者名簿を配備した。
自主防災組織の結成促進や地域防災力を高めるために地域防災リーダー養
成講座を開催した。

A

要配慮者と支援者（町会・自治会、民生委員・児童委員等）が顔の見える
関係を構築するため、総合防災訓練の選択訓練として、「安心登録カード
登録者名簿」等を活用した要配慮者安否確認訓練を実施した。（140団
体）
災害時の要配慮者の避難支援を強化するため、避難所となる小中学校に避
難行動要支援者名簿を配備した。
自主防災組織の結成促進や地域防災力を高めるために地域防災リーダー養
成講座を開催した。（289名）

継続 危機管理課

A

平成２８年３月に送付した同意・不同意確認書により同意した方の情報を
同年１０月に市社会福祉協議会に提供した。提供した情報は安心登録カー
ド事業を通じて地域での「顔の見える関係づくり」に活用されている。
平成２９年２月に船橋市地域防災計画に基づく避難行動要支援者の新規対
象者及び前年度未回答者に対して同意・不同意確認書を発送した。
また、同意・不同意に関わらず、避難行動要支援者の名簿を市内８２カ所
の小・中学校に配備した。

A

平成２９年２月に送付した同意・不同意確認書により同意した方の情報を
同年５月に市社会福祉協議会に提供した。提供した情報は、安心登録カー
ド事業を通じて地域での「顔の見える関係づくり」に活用されている。
同年１０月に船橋警察及び船橋東警察と避難行動要支援者名簿の提供につ
いて覚書を取り交わし、平成３０年１月にこれまでに同意した方の情報を
両警察の管轄区域ごとに提供した。
平成３０年１月に船橋市地域防災計画に基づく避難行動要支援者の新規対
象者及び前年度未回答者に対して同意・不同意確認書を発送した。
また、市内８２カ所の小・中学校に配備している同意・不同意に関わらな
い、避難行動要支援者名簿の情報を更新した。

継続 地域福祉課

A

ホームページ、各種制度案内、メール登録案内のチラシ配布・庁舎内掲示
などにより、メール利用等の周知を図った。

A

ホームページ、各種制度案内、メール登録案内のチラシ配布・庁舎内掲示
などにより、メール利用等の周知を図った。

継続
市民安全推

進課

A

関係機関と適宜情報共有を行い、犯罪被害防止の取り組みを行った。

A

関係機関と適宜情報共有を行い、犯罪被害防止の取り組みを行った。

継続
市民安全推

進課

A

広報紙や市のホームページ、くらしの情報において、最新事案の情報提供
を行い、消費者トラブルの予防、早期発見、拡大防止に取り組んだ。
◎広報紙による啓発６回
◎ホームページによる啓発６回
◎くらしの情報の発行３回

A

広報紙や市のホームページ、くらしの情報において、最新事案の情報提供
を行い、消費者トラブルの予防、早期発見、拡大防止に取り組んだ。
◎広報紙による啓発６回
◎ホームページによる啓発６回
◎くらしの情報の発行３回

継続
消費生活セ
ンター

A

消費者庁、国民生活センター、千葉県、近隣市等との情報交換を行い、消
費者トラブルの防止や早期発見等に取り組んだ。
◎千葉県消費生活センター連絡協議会への出席４回
◎千葉県研修会への参加１人
◎国民生活センター研修会への参加１３回
◎全国中核市消費者行政協議会への出席1回

A

消費者庁、国民生活センター、千葉県、近隣市等との情報交換を行い、消
費者トラブルの防止や早期発見等に取り組んだ。
◎千葉県消費生活センター連絡協議会への出席４回
◎千葉県研修会への参加４人
◎国民生活センター主催講座への参加１３回
◎全国中核市消費者行政協議会への出席１回

継続
消費生活セ
ンター

A

該当する相談はなかった。また、専門的な研修等の開催に関する情報もな
かった。
◎消費生活相談件数４,０２４件

A

該当する相談はなかった。また、専門的な研修等の開催に関する情報もな
かった。
◎消費生活相談件数４,３２３件

継続
消費生活セ
ンター

A

障害者施設からの依頼はなかったが、特別支援学校等からの依頼により、
計3回・95人を対象に社会人になるに当たっての消費者トラブルの注意
点等について講義した。
◎まちづくり出前講座開催件数28件・参加者数2,004人

A

障害者施設等からの依頼はなかった。
◎まちづくり出前講座開催件数2０件・参加者数１,２８１人

継続
消費生活セ
ンター

担当課
進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）
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235 7 1

１．障害者差別解消法施行に向け
ての取り組み

障害者差別解消法については、平成２８年４月１日に施行
されることとなっており、国の動向についての情報収集を
行っています。

国の動向を踏まえ、障害者差別解消法施行に向けた取り組
みを行います。

236 7 1

２．権利擁護体制の検討 船橋市自立支援協議会にて権利擁護体制の検討を行ってい
ます。

船橋市自立支援協議会の権利擁護部会において、権利擁護
に関する課題を共有するとともに、差別の解消及び権利擁
護の推進を図ります。

237 7 1

３．障害者虐待防止ネットワーク
による権利擁護の推進

船橋市自立支援協議会・虐待防止対応連絡会議・個別ケー
ス会議の３階層の虐待防止ネットワークを構築することに
より障害者虐待防止のための関係機関との連携協力を図っ
ています。

虐待防止対応連絡会議を活用し、障害者虐待の問題解決を
図っていくとともに、船橋市自立支援協議会に虐待防止対
応における審議状況を報告し、障害者虐待に関する課題共
有を図ります。

238 7 1

４．高齢者・児童虐待防止部門と
の連携の推進

障害者虐待防止のため高齢者・児童の虐待防止部門との連
携を図っています。

高齢者・児童の虐待防止部門との連携を図ることにより、
障害者虐待防止を推進します。

239 7 1

４．高齢者・児童虐待防止部門と
の連携の推進

障害者虐待防止のため高齢者・児童の虐待防止部門との連
携を図っています。

高齢者・児童の虐待防止部門との連携を図ることにより、
障害者虐待防止を推進します。

240 7 1

４．高齢者・児童虐待防止部門と
の連携の推進

障害者虐待防止のため高齢者・児童の虐待防止部門との連
携を図っています。

高齢者・児童の虐待防止部門との連携を図ることにより、
障害者虐待防止を推進します。

241 7 1

４．高齢者・児童虐待防止部門と
の連携の推進

障害者虐待防止のため高齢者・児童の虐待防止部門との連
携を図っています。

高齢者・児童の虐待防止部門との連携を図ることにより、
障害者虐待防止を推進します。

242 7 1

４．高齢者・児童虐待防止部門と
の連携の推進

障害者虐待防止のため高齢者・児童の虐待防止部門との連
携を図っています。

高齢者・児童の虐待防止部門との連携を図ることにより、
障害者虐待防止を推進します。

243 7 1

５．障害者虐待防止センターによ
る権利擁護の推進

障害者虐待防止センターにて、虐待に関する通報の受付・
相談を行うことにより、障害者虐待の早期発見・予防に取
り組んでいます。

障害者虐待防止センターにおいて虐待の通報の受付・相談
を行うとともに、障害者虐待防止のための啓発活動を行う
ことにより障害者虐待防止の取組を推進します。

244 7 1

６．成年後見制度の利用の推進 ①必要となる費用を負担することが困難である人に対し、
後見人等の報酬等の全部又は一部を助成することにより成
年後見制度の利用を推進しています。

①障害者世帯の高齢化等により、成年後見制度の利用の必
要性が高まっていることを踏まえ、成年後見人の報酬等の
費用の助成を行い、成年後見制度の利用を推進します。

245 7 1

６．成年後見制度の利用の推進 ①必要となる費用を負担することが困難である人に対し、
後見人等の報酬等の全部又は一部を助成することにより成
年後見制度の利用を推進しています。

①障害者世帯の高齢化等により、成年後見制度の利用の必
要性が高まっていることを踏まえ、成年後見人の報酬等の
費用の助成を行い、成年後見制度の利用を推進します。

246 7 1

６．成年後見制度の利用の推進 ②船橋市障害者成年後見支援センターにて、障害のある人
の法人後見等の受託や、障害のある人及びその家族に対し
て成年後見制度を利用するにあたっての電話相談等を行う
ことにより成年後見制度の利用を推進しています。

②船橋市障害者成年後見支援センターにおいて、成年後見
制度に関する電話相談を行うとともに、市からの依頼に応
じて法人後見等の受託を行い、成年後見制度の利用を推進
します。

247 7 1

７．ふなばし高齢者等権利擁護セ
ンター「ぱれっと」の利用の推進

船橋市社会福祉協議会が設置しているふなばし高齢者等権
利擁護センター「ぱれっと」にて、判断能力が十分でない
人に対し、福祉サービスの利用援助、日常的な金銭管理な
どの日常生活自立支援事業を行っており、その利用につい
て周知を図っています。

ふなばし高齢者等権利擁護センター「ぱれっと」が実施し
ている日常生活自立支援事業を周知し、利用を推進しま
す。

248 7 1

８．心のバリアフリーの推進 各学校において、人権教育、道徳教育、総合的な学習の時
間などを通して、心のバリアフリーについて理解を進めて
います。また、市民のための講演会を開催し、障害の知識
と理解を深めています。

心のバリアフリーの推進のため、地域において学習の機会
を設けるとともに、各種のイベント等を通じて、市民の理
解を深めます。

249 7 1

８．心のバリアフリーの推進 各学校において、人権教育、道徳教育、総合的な学習の時
間などを通して、心のバリアフリーについて理解を進めて
います。また、市民のための講演会を開催し、障害の知識
と理解を深めています。

心のバリアフリーの推進のため、地域において学習の機会
を設けるとともに、各種のイベント等を通じて、市民の理
解を深めます。

250 7 1

８．心のバリアフリーの推進 各学校において、人権教育、道徳教育、総合的な学習の時
間などを通して、心のバリアフリーについて理解を進めて
います。また、市民のための講演会を開催し、障害の知識
と理解を深めています。

心のバリアフリーの推進のため、地域において学習の機会
を設けるとともに、各種のイベント等を通じて、市民の理
解を深めます。

251 7 1

８．心のバリアフリーの推進 各学校において、人権教育、道徳教育、総合的な学習の時
間などを通して、心のバリアフリーについて理解を進めて
います。また、市民のための講演会を開催し、障害の知識
と理解を深めています。

心のバリアフリーの推進のため、地域において学習の機会
を設けるとともに、各種のイベント等を通じて、市民の理
解を深めます。

252 7 1

８．心のバリアフリーの推進 各学校において、人権教育、道徳教育、総合的な学習の時
間などを通して、心のバリアフリーについて理解を進めて
います。また、市民のための講演会を開催し、障害の知識
と理解を深めています。

心のバリアフリーの推進のため、地域において学習の機会
を設けるとともに、各種のイベント等を通じて、市民の理
解を深めます。

253 7 2

１．職員への障害及び障害のある
人に関する理解の促進

①障害者差別解消法の施行に向け、職員に障害及び障害の
ある人への理解を図る必要があります。

①障害及び障害のある人への理解を図るため、全庁的な取
り組みについて検討します。

施策の方向性
整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【第７章　差別の解消等】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性

A

船橋市障害者差別解消支援地域協議会の設置準備を行った。
広報ふなばしや障害者週間記念事業おいて周知啓発活動を行った。

A

船橋市障害者差別解消支援地域協議会を設置した。同協議会は3回開催
し、障害者差別に係る事例共有や意見交換を行った。
また、障害者週間記念事業おいて周知啓発活動を行った。 継続 障害福祉課

A

平成２８年度においては、権利擁護部会を３回開催し、障害者虐待防止マ
ニュアルの改訂、障害者差別解消支援地域協議会の設置について協議し
た。 A

平成２９年度においては、権利擁護部会を２回開催し、第5期船橋市障害
福祉計画及び第1期船橋市障害児福祉計画についての報告や市民後見人に
関する事項等について協議した。 継続 障害福祉課

A

平成２８年度に虐待防止対応連絡会議を４回開催し、障害者虐待案件の終
結に関する適否の判断や困難ケースについて諮った。また、船橋市自立支
援協議会に虐待防止対応における審議状況を報告し、障害者虐待に関する
課題共有を行った。

A

平成２９年度に虐待防止対応連絡会議を４回開催し、障害者虐待案件の終
結に関する適否の判断や困難ケースについて諮った。また、船橋市自立支
援協議会に虐待防止対応における審議状況を報告し、障害者虐待に関する
課題共有を行った。

継続 障害福祉課

A

定期的に児童・高齢者・障害者に関する虐待防止等の会議に出席し、情報
把握と情報交換を行うと共に支援の必要な方に対しては各機関と連携し、
支援している。 A

定期的に児童・高齢者・障害者に関する虐待防止等の会議に出席し、情報
把握と情報交換を行うと共に支援の必要な方に対しては各機関と連携し、
支援している。 継続 保健総務課

A

包括支援課、障害福祉課、保健所保健予防課から成る「３課による、虐待
事例等に関する連絡会議」を平成２８年度は定例会２回を開催し、緊急的
な事案については適宜臨時会を開催した。

A

包括支援課、障害福祉課、保健所保健総務課から成る「３課による、虐待
事例等に関する連絡会議」を平成２９年度は定例会２回を開催し、緊急的
な事案については適宜臨時会を開催した。

拡大 包括支援課

A

船橋市障害者虐待防止対応連絡会議に、包括支援課、家庭児童相談室及び
こども発達相談センターの職員も参加し、虐待案件について意見交換を
行った。 A

船橋市障害者虐待防止対応連絡会議に、包括支援課、家庭児童相談室及び
こども発達相談センターの職員も参加し、虐待案件について意見交換を
行った。 継続 障害福祉課

A

年４回開催される船橋市障害者虐待防止対応連絡会議に出席し、情報共有
及び連携を図った。

A

年４回開催される船橋市障害者虐待防止対応連絡会議に出席し、情報共有
及び連携を図った。

継続 家庭福祉課

A

要保護児童の早期発見に努め、虐待かどうかの判断が難しいケースに備え
て関係機関と連携を図った。

A

要保護児童の早期発見に努め、虐待かどうかの判断が難しいケースに備え
て関係機関と連携を図った。

継続 療育支援課

A

平成２８年度受理件数（虐待防止センター分）
１５件
虐待防止センターを中心に通報受付・相談を行った。また、虐待防止のた
めの啓発として平成２８年度は施設職員向け及び養護者・学校関係者向け
の研修を計２回実施した。

A

平成２９年度受理件数（虐待防止センター分）
２１件
虐待防止センターを中心に通報受付・相談を行った。また、虐待防止のた
めの啓発として平成２９年度は養護者及び施設職員向けの研修を計２回実
施した。

継続 障害福祉課

A

制度の必要性のある方に対して、関係機関からの相談に応じ、成年後見制
度等の利用を図った。
平成２８年度実績　市長申立：２件　報酬助成利用：１６件 A

制度の必要性のある方に対して、関係機関からの相談に応じ、成年後見制
度等の利用を図った。
平成２９年度実績　市長申立：５件　報酬助成利用：１６件 継続 保健総務課

A

市長申立て　２件（後見２、保佐０）
報酬助成　　５件（在宅４、施設１）　計1,217,000円
本制度の利用を必要とする障害者について申立て、報酬の助成を行った。 A

市長申立て　３件（後見３、保佐０）
報酬助成　１２件（在宅８、施設４）　計2,739,287円
本制度の利用を必要とする障害者について申立て、報酬の助成を行った。 継続 障害福祉課

A

平成２８年度の実績は、①相談件数が3,537件（知的2,371件、精神
942件、その他224件）、②法人後見の受任件数が51件（補助5件、保
佐31件、後見15件）となっている。

A

平成２９年度の実績は、①相談件数が4,759件（知的3,061件、精神
1,186件、その他512件）、②法人後見の受任件数が67件（補助5件、
保佐40件、後見22件）となっている。

継続 障害福祉課

A

日常生活自立支援事業により高齢、知的障害、精神障害、身体障害者の
方々が福祉サービスを安心して利用できるようにお手伝いをし、自立した
地域生活を送るために必要な支援を行った。また、定期的な訪問により、
「福祉サービス利用援助」（日常的な金銭管理等）を提供することで、高
齢者や障害者の方々が住み慣れた地域で生活できるように支援をした。ま
た、地域包括・在支の合同会議に出席させていただき、本事業の周知を
行った。

A

日常生活自立支援事業により高齢、知的障害、精神障害、身体障害者の
方々が福祉サービスを安心して利用できるようにお手伝いをし、自立した
地域生活を送るために必要な支援を行った。また、定期的な訪問により、
「福祉サービス利用援助」（日常的な金銭管理等）を提供することで、高
齢者や障害者の方々が住み慣れた地域で生活できるように支援をした。ま
た、地域包括・在支の合同会議に出席させていただき、本事業の周知を
行った。
◎新規契約締結者数：７人　◎解約者数：１９人
◎H30.3末日利用者数：５９人

継続 地域福祉課

A

精神障害者に対する偏見、差別の解消及び正しい知識の普及啓発を図るた
め、普及啓発講演会、船橋市精神保健福祉推進協議会による小冊子の発
行、こころの健康セミナーを実施。平成２８年度実績　普及啓発講演会：
１回　４２名　こころの健康セミナー：１回　１０８名

A

精神障害者に対する偏見、差別の解消及び正しい知識の普及啓発を図るた
め、普及啓発講演会、船橋市精神保健福祉推進協議会による小冊子の発
行、こころの健康セミナーを実施。平成２９年度実績　普及啓発講演会：
１回　８６名　こころの健康セミナー：１回　９７名

継続 保健総務課

B

学校における学習は実施できていない。

A

学校における学習は実施できていない。
障害者週間記念事業のチラシを各学校の高学年に配布し、イベントへの参
加を促し障害の理解を図った。

継続 障害福祉課

A

市民のための講演会を開催し、発達障害への知識の普及と理解の促進を
図った。

A

市民のための講演会を開催し、発達障害への知識の普及と理解の促進を
図った。

継続 療育支援課

Ａ

学校訪問や要請訪問の際に、主に、道徳や特別活動、総合的な学習の時間
における指導法の改善という面から指導と助言を行った。

A

学校訪問や要請訪問の際に、主に、道徳や特別活動，総合的な学習の時間
における指導法の改善という面から指導と助言を行った。

継続 指導課

A

公民館の事業にて、ボランティア養成講座、介護予防教室等、心のバリア
フリーに関する学習機会の提供を行った。前年度と比較し、実施館数が減
少したものの、参加者数が増加したため、評価をAとした。
平成28年度実績
実施館数：14館
参加者数：延べ21,080名

B

公民館の事業にて、パラスポーツ体験、中学生ボランティア養成講座、手
話講座などハンデを理解する事業を実施した。平成29年度より、集計方
法を変更したことがあるものの、実施館数及び延べ参加者数共に減少した
ため評価をBとした。
平成29年度実績
実施館数：4館
参加者数：延べ322名

継続 社会教育課

A

障害者差別解消法についての全庁的な研修を実施し、職員の障害及び障害
のある人に関する理解の促進を図った。

A

障害者差別解消法についての全庁的な研修を実施し、職員の障害及び障害
のある人に関する理解の促進を図った。

継続 障害福祉課

進捗状況（平成２８年度）
担当課

進捗状況（平成２９年度）
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施策の方向性
整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状

254 7 2

１．職員への障害及び障害のある
人に関する理解の促進

②新規採用職員研修時に人権についての講話の時間を設け
るとともに、車いすや視覚障害者体験の実施、障害者施設
を含む福祉施設での実地体験を通じて、職員に障害及び障
害のある人への理解の促進を図っています。

②新規採用職員研修の課目の中で、障害及び障害のある人
への理解の促進を図ります。

255 7 2

２．事業における合理的な配慮の
推進

障害のある人に対する配慮について、各課が独自に行って
います。

障害及び障害のある人に対する配慮について、国において
今後示される合理的な配慮を推進します。

256 7 2

３．選挙における障害のある人へ
の配慮の推進

投票所のバリアフリーなど投票環境の改善に努めていま
す。

投票環境の更なる向上及び障害のある人への配慮ある対応
を図ります。

257 7 2

４．市議会の傍聴における障害の
ある人への配慮の推進

議場傍聴席において車いす専用席の設置や手話通訳者の派
遣を行っています。

市議会の傍聴における障害のある人への配慮を推進しま
す。
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【第７章　差別の解消等】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性
進捗状況（平成２８年度）

担当課
進捗状況（平成２９年度）

Ａ

新規採用職員研修2部課程において、講話「人権について」、車いす操作
及び視覚障害者体験、障害者福祉施設を含む福祉施設における3日間の実
地研修を231名の研修生に対して実施した。

A

新規採用職員研修2部課程において、講話「人権について」、車いす操作
及び視覚障害者体験、障害者福祉施設を含む福祉施設における3日間の実
地研修を一部職種を除き156名の研修生に対して実施した。

継続 職員課

A

障害者差別解消法についての全庁的な研修を実施し、その中で合理的配慮
の基本的な考え方や具体例について説明した。

A

障害者差別解消法についての全庁的な研修を実施し、その中で合理的配慮
の基本的な考え方や具体例について説明した。

継続 障害福祉課

A

平成２８年７月執行参議院議員選挙及び平成２９年３月執行千葉県知事選
挙時に障害のある人への配慮ある対応を目的として当日投票所への仮設ス
ロープ設置やコミュニケーションボードの配置を行った。更に各期日前投
票所へ杖ホルダーや筆記用具の補助グリップ等を配置し、宣誓書や掲示紙
の文字を拡大。車いすの動線に配慮した会場レイアウトとした。 A

平成２９年６月執行船橋市長及び船橋市議会議員補欠選挙並びに平成２９
年１０月執行衆議院議員総選挙時に障害のある人への配慮ある対応を目的
として当日投票所への仮設スロープ設置やコミュニケーションボードの配
置を行った。更に各期日前投票所へ杖ホルダーや筆記用具の補助グリップ
等を配置し、宣誓書や掲示紙の文字を拡大。車いすの動線に配慮した会場
レイアウトとした。

継続
選挙管理委
員会事務局

A

本会議場傍聴席に車いす専用スペース3席分、ヘッドホン付席10席、本
会議場傍聴席及び第4・5委員会室に補聴器誘導システムを設置してい
る。
また、手話通訳の希望があれば派遣している。

A

本会議場傍聴席に車いす専用スペース3席分、ヘッドホン付席10席、本
会議場傍聴席及び第4・5委員会室に補聴器誘導システムを設置してい
る。
また、手話通訳の希望があれば派遣している。

継続 庶務課
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258
推進
体制

1

１．広報媒体などによる推進 障害者週間の時期にあわせて、広報ふなばし１面に障害及
び障害のある人に対する理解促進のための特集記事を掲載
しています。平成２５年度は、グループホームで生活する
障害者の１日を掲載し障害のある人に対する理解の促進を
図りました。

掲載内容について創意工夫するとともに市のホームページ
等を活用し、障害のある人への理解促進を図ります。

259
推進
体制

1

１．広報媒体などによる推進 障害者週間の時期にあわせて、広報ふなばし１面に障害及
び障害のある人に対する理解促進のための特集記事を掲載
しています。平成２５年度は、グループホームで生活する
障害者の１日を掲載し障害のある人に対する理解の促進を
図りました。

掲載内容について創意工夫するとともに市のホームページ
等を活用し、障害のある人への理解促進を図ります。

260
推進
体制

1

２．精神障害者に対する理解の促
進

船橋市精神保健福祉推進協議会主催のこころの健康セミ
ナーを年１回開催するほか、啓発用の小冊子を年１回発行
し、精神障害者に対する理解の促進や精神保健福祉に関す
る正しい知識普及に努めています。また地域での支援活動
者や家族を対象とした講演会等を開催しています。

講演会等の開催により、精神保健福祉に関する正しい知識
普及に努めるとともに船橋市精神保健福祉推進協議会を通
じて精神障害及び精神障害者の理解の促進を図ります。

261
推進
体制

1

３．障害者週間記念事業の実施 １２月３日から９日の障害者週間の行事として、障害のあ
る人の作品展や映画の上映などを盛り込んだ障害者週間記
念事業を開催し、障害及び障害のある人への理解の促進を
図っています。

障害者週間記念事業を開催し、その中で身体障害者補助犬
の実演等の内容の充実を検討し、障害及び障害のある人へ
の理解の促進を図ります。

262
推進
体制

2

１．交流保育の推進 定期的な交流保育を行うため、平成２５年４月から「船橋
市交流保育実施要領」を策定し、交流保育を行っていま
す。

療育施設の発達支援児と保育園児が地域の中で育ちあうこ
とを目的とした、公立保育園と療育施設との交流保育を行
います。

263
推進
体制

2

１．交流保育の推進 定期的な交流保育を行うため、平成２５年４月から「船橋
市交流保育実施要領」を策定し、交流保育を行っていま
す。

療育施設の発達支援児と保育園児が地域の中で育ちあうこ
とを目的とした、公立保育園と療育施設との交流保育を行
います。

264
推進
体制

2

２．地域交流の推進 小規模作業所が行うＪＲ船橋駅北口デッキ広場で生産物販
売や、地域活動支援センターが行う公園清掃、障害福祉施
設等で行われる行事等を通じ、地域交流を行っています。

地域交流活動を推進するとともに、交流推進のための広報
活動も推進します。

265
推進
体制

2

３．特別支援教育振興大会の開催 特別支援教育振興大会として、合同作品展、合同発表会、
教育講演会を開催しています。

特別支援教育振興大会を開催することにより障害及び障害
のある人の理解の促進を図ります。

266
推進
体制

2

４．障害福祉施設等との連携 船橋市障害福祉施設連絡協議会や船橋障がい者地域福祉連
絡会の会議に出席するなど障害福祉施設などとの連携を
図っています。

意見交換や要望を受けるとともに、行政の政策や方針を積
極的に発信していくことで連携を深めます。

267
推進
体制

2

５．学校教育における福祉教育の
推進

福祉教育推進校を中心に、地域での研究・実践を深めてい
ます。また、特別支援学校に在籍する児童生徒が居住地の
小・中学校の特別支援学級や通常の学級との交流を行って
います。

総合的な学習や特別活動の時間において福祉教育の内容を
取り上げるほか、体育行事や文化行事において交流の場を
設けます。

268
推進
体制

2

５．学校教育における福祉教育の
推進

福祉教育推進校を中心に、地域での研究・実践を深めてい
ます。また、特別支援学校に在籍する児童生徒が居住地の
小・中学校の特別支援学級や通常の学級との交流を行って
います。

総合的な学習や特別活動の時間において福祉教育の内容を
取り上げるほか、体育行事や文化行事において交流の場を
設けます。

269
推進
体制

2

６．生涯学習における福祉教育の
推進

身体障害者福祉センターの福祉講座やまちづくり出前講座
の実施により障害及び障害のある人への理解の促進を図っ
ています。

市民を対象とした福祉講座やまちづくり出前講座を実施す
るとともに、小学生を対象とした福祉体験講座を実施する
ことで、障害及び障害のある人の更なる理解の促進を図り
ます。

270
推進
体制

2

６．生涯学習における福祉教育の
推進

身体障害者福祉センターの福祉講座やまちづくり出前講座
の実施により障害及び障害のある人への理解の促進を図っ
ています。

市民を対象とした福祉講座やまちづくり出前講座を実施す
るとともに、小学生を対象とした福祉体験講座を実施する
ことで、障害及び障害のある人の更なる理解の促進を図り
ます。

271
推進
体制

2

７．身体障害者補助犬の啓発 身体障害者の円滑な社会活動を推進するため、身体障害者
補助犬法の啓発を行い、制度に対する理解と浸透を図って
います。

広報ふなばしや障害福祉のしおり、障害者週間記念事業で
の身体障害者補助犬の実演などを通じ、身体障害者補助犬
に対する理解と浸透を図ります。

272
推進
体制

3

１．ボランティアの養成 身体障害者福祉センターの福祉体験講座や、ふなばし市民
大学校のボランティア入門学科の講座によるほか、船橋市
社会福祉協議会や精神保健福祉推進協議会とも連携してボ
ランティア養成講座を開催するなどボランティアの養成を
図るほか、ボランティア養成の支援を行っています。

福祉体験講座、点字講習会や手話講習会等を実施するなど
ボランティアの養成を図り、関係機関と連携し、ボラン
ティアの養成の支援を行います。

273
推進
体制

3

１．ボランティアの養成 身体障害者福祉センターの福祉体験講座や、ふなばし市民
大学校のボランティア入門学科の講座によるほか、船橋市
社会福祉協議会や精神保健福祉推進協議会とも連携してボ
ランティア養成講座を開催するなどボランティアの養成を
図るほか、ボランティア養成の支援を行っています。

福祉体験講座、点字講習会や手話講習会等を実施するなど
ボランティアの養成を図り、関係機関と連携し、ボラン
ティアの養成の支援を行います。

274
推進
体制

3

１．ボランティアの養成 身体障害者福祉センターの福祉体験講座や、ふなばし市民
大学校のボランティア入門学科の講座によるほか、船橋市
社会福祉協議会や精神保健福祉推進協議会とも連携してボ
ランティア養成講座を開催するなどボランティアの養成を
図るほか、ボランティア養成の支援を行っています。

福祉体験講座、点字講習会や手話講習会等を実施するなど
ボランティアの養成を図り、関係機関と連携し、ボラン
ティアの養成の支援を行います。

整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【推進体制】　平成２９年度進捗状況
今後の

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成２９年度） 方向性

A

平成28年度も障害者週間に合わせて、12月1日号の１～3面で障害者の
理解促進のための特集記事を掲載。内容はほじょ犬への理解、障害者への
就労などを紹介した。

A

平成29年度も障害者週間に合わせて、12月1日号の１～3面で障害者の
理解促進のための特集記事を掲載。内容は就労をテーマに、障害者が自立
に向けて、障害者就労施設などで意欲的に働いている姿を紹介した。その
他ヘルプカードや補助犬、気軽に相談できる相談窓口など、利用できる
様々なサービスを掲載した。

継続 広報課

A

毎年障害者週間の時期にあわせて、広報ふなばし１面に障害及び障害のあ
る人に対する理解促進のための特集記事を掲載している。

A

毎年障害者週間の時期にあわせて、広報ふなばし１面に障害及び障害のあ
る人に対する理解促進のための特集記事を掲載している。

継続 障害福祉課

A

船橋市精神保健福祉推進協議会主催のこころの健康セミナーを年１回開催
するほか、啓発用の小冊子を年１回発行し、精神障害者に対する理解の促
進や精神保健福祉に関する正しい知識普及に努めた。また普及啓発講演会
として、地域での支援活動者や家族を対象とした講演会等を開催してい
る。平成２８年度実績　普及啓発講演会：１回　４２名　こころの健康セ
ミナー：１回　１０８名

A

船橋市精神保健福祉推進協議会主催のこころの健康セミナーを年１回開催
するほか、啓発用の小冊子を年１回発行し、精神障害者に対する理解の促
進や精神保健福祉に関する正しい知識普及に努めた。また普及啓発講演会
として、地域での支援活動者や家族を対象とした講演会等を開催していま
す。平成２９年度実績　普及啓発講演会：１回　８６名　こころの健康セ
ミナー：１回　９７名

継続 保健総務課

A

毎年12月3日～9日の障害者週間にあわせて、記念事業を行っている。
　　H26 来場者数　　　　２７０人
　　H27 来場者数　　　　６０３人
　　H28 来場者数　　   １,０２２人

A

毎年12月3日～9日の障害者週間にあわせて、記念事業を行っている。
　　H27 来場者数　　　　６０３人
　　H28 来場者数　　   １,０２２人
      H29 来場者数　　　２,１１６人

継続 障害福祉課

A

療育施設より希望者を募り、各保育園が受け入れ、定期的に交流を行っ
た。

A

療育施設より希望者を募り、各保育園が受け入れ、定期的に交流を行っ
た。

継続
公立保育園

管理課

A

療育施設の発達障害児のうち、希望者について、公立保育園における交流
保育を実施した。

A

療育施設の発達障害児のうち、希望者について、公立保育園における交流
保育を実施した。

継続 療育支援課

A

地域における障害者理解の促進のため、ＪＲ船橋駅北口デッキでの販売会
に際し、道路管理課に副申をしている。

A

地域における障害者理解の促進のため、ＪＲ船橋駅北口デッキでの販売会
に際し、道路管理課に副申をしている。

継続 障害福祉課

A

どの行事も継続して行っていることで、参加者が増えてきている。教育講
演会では、11４名の参加があり、大変好評を得た。合同発表会は、7つ
の地域に分かれて開催した。合同発表会、合同作品展に参加した方のアン
ケートでは、特別支援教育に関わる理解、関心が深まったとの感想を得
た。

A

どの行事も、たくさんの方の参加があった。教育講演会は210名の参加
があり、講演内容も参加者から好評であった。合同作品展や合同発表会を
通して、障害のある児童生徒の理解の促進が図れた。

継続
総合教育セ

ンター

A

船橋市障害福祉施設連絡協議会や船橋障がい者地域福祉連絡会の会議に出
席し障害福祉施設などとの連携を図った。

A

船橋市障害福祉施設連絡協議会や船橋障がい者地域福祉連絡会の会議に出
席し障害福祉施設などとの連携を図った。

継続 障害福祉課

Ａ

総合的な学習の時間に、４９校の小学校と１５校の中学校が福祉の内容を
取り上げて実施した。学校訪問や要請訪問の学校訪問や要請訪問の際に、
主に、年間指導計画の立て方について指導と助言を行った。 Ａ

総合的な学習の時間に、５１校の小学校と１５校の中学校が福祉の内容を
取り上げて実施した。学校訪問や要請訪問の学校訪問や要請訪問の際に、
主に、年間指導計画の立て方について指導と助言を行った。 継続 指導課

B

総合的な学習の時間や特別活動の時間において、福祉教育の内容を取り上
げたり、特別支援学級設置校における交流及び共同学習の機会を増やした
り、特別支援学校の居住地校交流を行ったりした。 B

総合的な学習の時間や特別活動の時間において、福祉教育の内容を取り上
げたり、特別支援学級設置校における交流及び共同学習の機会を増やした
り、特別支援学校の居住地校交流を行ったりした。 継続

総合教育セ
ンター

A

市民や福祉事業所等からの要請によりまちづくり出前講座を実施した。平
成28年度は２回実施。
また、市民や小学生を対象とした福祉体験講座を実施することで、障害及
び障害のある人の更なる理解の促進を図った。
参加者数（延べ人数） 小学生福祉体験講座３０名、一般市民向け福祉体
験講座２５名

A

市民や福祉事業所等からの要請によりまちづくり出前講座を実施した。平
成29年度は3回実施。
また、市民や小学生を対象とした福祉体験講座を実施することで、障害及
び障害のある人の更なる理解の促進を図った。
参加者数（延べ人数） 小学生福祉体験講座２６名、一般市民向け福祉体
験講座３３名

継続 障害福祉課

B

まちづくり出前講座における障害に関する講座を実施した。前年度と同様
の回数を実施したものの、参加者数の減少に加え、実施回数が少なく、障
害及び障害のある人の更なる理解を十分に促進できたとは考えられないた
め、評価をBとした。
平成28年度実績
講座数：1講座「障害福祉のあらまし」
実施回数：2回
参加者数：延べ19名

B

まちづくり出前講座における生涯に関する講座を実施した。前年度より実
施回数・参加者数共に軽微ながら増加したものの、依然として実施回数が
少なく、障害及び障害のある人の更なる理解を十分に促進できたとは考え
られないため、評価をBとした。
平成29年度実績
講座数：1講座「生涯福祉のあらまし」
実施回数：3回
参加者数：延べ68人

拡大 社会教育課

A

広報ふなばしや障害福祉のしおりへの掲載、障害者週間記念事業での補助
犬の実演を行った。また、市が所管する全ての施設に補助犬ステッカーの
掲示状況を確認し、希望のあった施設にステッカーを配付した。

A

市民向けとしては、広報ふなばしや障害福祉のしおりへの掲載、障害者週
間記念事業での補助犬の実演を行った。企業向けとしては、船橋商工会議
所会報誌の「ハンドシェイク」にて、補助犬の啓発記事を掲載した。市職
員向けとしては、市が所管する全ての施設に補助犬ステッカーの掲示状況
を確認し、希望のあった施設にステッカーを配付した。また、障害者差別
解消法庁内連絡会での補助犬の実演を行った。

継続 障害福祉課

A

船橋市地域活動支援センターの協力を得ながら、精神保健福祉推進協議会
の事業により精神保健福祉ボランティア養成講座を実施しており、講座の
中で市内病院や事業所の協力により、実習を実施するなどボランティア養
成を行った。 A

船橋市地域活動支援センターの協力を得ながら、精神保健福祉推進協議会
の事業により精神保健福祉ボランティア養成講座を実施しており、講座の
中で市内病院や事業所の協力により、実習を実施するなどボランティア養
成を行った。 継続 保健総務課

A

中学生ボランティア養成講座をはじめ、市民協働課と連携し、中学生～大
学生を対象にした夏のボランティア体験の開催、福祉用具貸し出しや車い
す体験、高齢者疑似体験、視覚障がい者体験などの福祉教育を小学校23
校、中学校3校で行った。

A

中学生ボランティア養成講座をはじめ、市民協働課と連携し、中学生～大
学生を対象にした「地域に飛び出せ！！ふなばし夏のボランティア体験」
の開催、福祉用具貸し出しや車いす体験、高齢者疑似体験、視覚障がい者
体験などの福祉教育を小学校２４校、中学校１校で行った。
また、平成２９年度からの新規事業として、主に小学４年生を対象に、福
祉冊子「やさしい気持ち」を配布し、福祉を学ぶきっかけ作りに寄与し
た。

継続 地域福祉課

Ａ

障害者を理解し協力することを小学生向け、一般市民向けの福祉体験講座
や点字講習会や手話講習会を通じて啓発し、ボランティアへの足掛かりと
した。
参加者数（延べ人数） 小学生福祉体験講座３０名、一般市民向け福祉体
験講座２５名、点字講習会１５３名、手話講習会９６９名

A

障害者を理解し協力することを小学生向け、一般市民向けの福祉体験講座
や点字講習会や手話講習会を通じて啓発し、ボランティアへの足掛かりと
した。
参加者数（延べ人数） 小学生福祉体験講座２６名、一般市民向け福祉体
験講座３３名、点字講習会１４１名、手話講習会９６９名

継続 障害福祉課

担当課
進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）
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整理
番号

章 課題 項目 （計画策定時の）現状 （計画策定時の）施策の方向性

275
推進
体制

3

１．ボランティアの養成 身体障害者福祉センターの福祉体験講座や、ふなばし市民
大学校のボランティア入門学科の講座によるほか、船橋市
社会福祉協議会や精神保健福祉推進協議会とも連携してボ
ランティア養成講座を開催するなどボランティアの養成を
図るほか、ボランティア養成の支援を行っています。

福祉体験講座、点字講習会や手話講習会等を実施するなど
ボランティアの養成を図り、関係機関と連携し、ボラン
ティアの養成の支援を行います。

276
推進
体制

3

１．ボランティアの養成 身体障害者福祉センターの福祉体験講座や、ふなばし市民
大学校のボランティア入門学科の講座によるほか、船橋市
社会福祉協議会や精神保健福祉推進協議会とも連携してボ
ランティア養成講座を開催するなどボランティアの養成を
図るほか、ボランティア養成の支援を行っています。

福祉体験講座、点字講習会や手話講習会等を実施するなど
ボランティアの養成を図り、関係機関と連携し、ボラン
ティアの養成の支援を行います。

277
推進
体制

3

１．ボランティアの養成 身体障害者福祉センターの福祉体験講座や、ふなばし市民
大学校のボランティア入門学科の講座によるほか、船橋市
社会福祉協議会や精神保健福祉推進協議会とも連携してボ
ランティア養成講座を開催するなどボランティアの養成を
図るほか、ボランティア養成の支援を行っています。

福祉体験講座、点字講習会や手話講習会等を実施するなど
ボランティアの養成を図り、関係機関と連携し、ボラン
ティアの養成の支援を行います。

278
推進
体制

3

１．ボランティアの養成 身体障害者福祉センターの福祉体験講座や、ふなばし市民
大学校のボランティア入門学科の講座によるほか、船橋市
社会福祉協議会や精神保健福祉推進協議会とも連携してボ
ランティア養成講座を開催するなどボランティアの養成を
図るほか、ボランティア養成の支援を行っています。

福祉体験講座、点字講習会や手話講習会等を実施するなど
ボランティアの養成を図り、関係機関と連携し、ボラン
ティアの養成の支援を行います。

279
推進
体制

3

１．ボランティアの養成 身体障害者福祉センターの福祉体験講座や、ふなばし市民
大学校のボランティア入門学科の講座によるほか、船橋市
社会福祉協議会や精神保健福祉推進協議会とも連携してボ
ランティア養成講座を開催するなどボランティアの養成を
図るほか、ボランティア養成の支援を行っています。

福祉体験講座、点字講習会や手話講習会等を実施するなど
ボランティアの養成を図り、関係機関と連携し、ボラン
ティアの養成の支援を行います。

280
推進
体制

3

１．ボランティアの養成 身体障害者福祉センターの福祉体験講座や、ふなばし市民
大学校のボランティア入門学科の講座によるほか、船橋市
社会福祉協議会や精神保健福祉推進協議会とも連携してボ
ランティア養成講座を開催するなどボランティアの養成を
図るほか、ボランティア養成の支援を行っています。

福祉体験講座、点字講習会や手話講習会等を実施するなど
ボランティアの養成を図り、関係機関と連携し、ボラン
ティアの養成の支援を行います。

281
推進
体制

3

２．ボランティア登録の推進 ボランティア活動の促進のため、ボランティアセンターや
NBFクラブなどのボランティア登録を推進しています。

ボランティア活動を推進するため、ボランティア登録を推
進します。またボランティア希望者とボランティア派遣先
との調整を行います。

282
推進
体制

3

２．ボランティア登録の推進 ボランティア活動の促進のため、ボランティアセンターや
NBFクラブなどのボランティア登録を推進しています。

ボランティア活動を推進するため、ボランティア登録を推
進します。またボランティア希望者とボランティア派遣先
との調整を行います。

283
推進
体制

3

２．ボランティア登録の推進 ボランティア活動の促進のため、ボランティアセンターや
NBFクラブなどのボランティア登録を推進しています。

ボランティア活動を推進するため、ボランティア登録を推
進します。またボランティア希望者とボランティア派遣先
との調整を行います。

284
推進
体制

3

３．ボランティア活動の支援 市民活動サポートセンターにて利用登録団体に打合せス
ペースの提供や情報発信の支援をしています。また市民公
益活動公募型支援事業やボランティア団体等と協力して事
業を行っているほか、ボランティア活動に対しての支援を
行っています。

市民活動サポートセンターにおいてボランティア活動を支
援するほか、ボランティア団体等と協力しての事業の実施
や、ボランティア活動に対しての支援を行います。

285
推進
体制

3

３．ボランティア活動の支援 市民活動サポートセンターにて利用登録団体に打合せス
ペースの提供や情報発信の支援をしています。また市民公
益活動公募型支援事業やボランティア団体等と協力して事
業を行っているほか、ボランティア活動に対しての支援を
行っています。

市民活動サポートセンターにおいてボランティ活動を支援
するほか、ボランティア団体等と協力しての事業の実施
や、ボランティア活動に対しての支援を行います。

286
推進
体制

3

３．ボランティア活動の支援 市民活動サポートセンターにて利用登録団体に打合せス
ペースの提供や情報発信の支援をしています。また市民公
益活動公募型支援事業やボランティア団体等と協力して事
業を行っているほか、ボランティア活動に対しての支援を
行っています。

市民活動サポートセンターにおいてボランティ活動を支援
するほか、ボランティア団体等と協力しての事業の実施
や、ボランティア活動に対しての支援を行います。

287
推進
体制

3

３．ボランティア活動の支援 市民活動サポートセンターにて利用登録団体に打合せス
ペースの提供や情報発信の支援をしています。また市民公
益活動公募型支援事業やボランティア団体等と協力して事
業を行っているほか、ボランティア活動に対しての支援を
行っています。

市民活動サポートセンターにおいてボランティ活動を支援
するほか、ボランティア団体等と協力しての事業の実施
や、ボランティア活動に対しての支援を行います。

288
推進
体制

3

４．障害福祉団体への支援 障害のある人の社会参加や社会的自立の促進を図るため、
障害のある人の地域社会への参加や福祉の向上に寄与して
いる、障害福祉団体が実施する事業を支援するとともに、
活動に要する事業費の一部を助成しています。

障害福祉団体の活動に要する事業費の一部を助成するなど
支援を行い、障害のある人の社会参加及び社会的自立の促
進を図ります。
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進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）

A

ふなばし市民大学校まちづくり学部ボランティア入門学科の授業におい
て、福祉、ボランティアの現状やボランティア実践者の体験談等の学習を
提供した。修了者数が増加したため、評価をAとした。
平成28年度実績
授業回数：35回
修了者数：26名

A

ふなばし市民大学校まちづくり学部ボランティア入門学科の授業におい
て、ボランティアの現状やボランティア実践者の体験談等の学習を提供し
た。修了者数は28年度より1名減だが、ボランティアの養成ができたと
考えられるため、評価をAとした。
平成29年度実績
授業回数：35回
修了者数：2５名

継続 社会教育課

A

船橋市社会福祉協議会との共催により中学生ボランティア講座（視覚障害
理解、聴覚障害理解、福祉施設体験、災害ボランティア体験）を全3日間
で開催した。

A

船橋市社会福祉協議会との共催により中学生ボランティア講座（視覚障害
理解、聴覚障害理解、福祉施設体験、災害ボランティア体験）を全3日間
で開催した。

継続 中央公民館

A

市民の力活用事業「障がい者スポーツボランティア講座」（薬円台公民
館）パートⅡを開催し、2016リオパラリンピックで活躍したボッチャに
関する障がい者スポーツのボランティア実習とスポーツ交流を行った。ま
た大会の視察を通して生で銀メダリストの素晴らしい技術を見ることがで
きた。

A

市民の力活用事業「障がい者スポーツボランティア講座Ⅲ」（薬円台公民
館）を開催し、2020東京オリンピックパラリンピックで千葉県開催のパ
ラリンピック競技を周知するとともに、日本ボッチャ選手権優勝者、千葉
パイレーツのシッティングバレーボール選手と交流し高度な技術を体験し
障がい者スポーツのボランティアを実習する場を提供することができた。

継続 東部公民館

D

実施していない。

D

実施していない。

継続 西部公民館

D

実績なし。

D

実績なし。

継続 北部公民館

D

ボランティア養成について、講座の開催等の実施には至っていない。
公民館単独での講座の開催は難しいと思われ、障害者支援団体等関係機関
の要望があれば、その都度、支援を行いたい。

C

船橋市高根台地区社会福祉協議会と共催でボランティア活動の啓蒙、啓発
を趣旨としたボランティア講座を実施したが、ボランティア養成には至っ
ていない。障害に関することは専門の関係機関との連携がないと公民館単
独では難しいことから、関係機関の要望等によりその都度支援を実施して
いく。

継続
高根台公民

館

A

精神保健福祉推進協議会の事業により精神保健福祉ボランティア養成講座
を実施しており、講座の中で市内ボランティア組織の体験談を盛り込み、
ボランティアセンター職員によるボランティア登録の案内を実施した。 A

精神保健福祉推進協議会の事業により精神保健福祉ボランティア養成講座
を実施しており、講座の中で市内ボランティア組織の体験談を盛り込み、
ボランティアセンター職員によるボランティア登録の案内を実施した。 継続 保健総務課

A

船橋市ボランティアセンターの登録数はボランティアグループ204団体
3,960名、個人298名、合計4,258名となっている。
また、上記の他に、被災地で活動する災害ボランティア122名・市外を
中心に活動するボランティア33名、助け合い活動などの有償ボランティ
ア等の活動団体66団体のボランティア保険加入手続きを行った。

A

船橋市ボランティアセンターの登録数はボランティアグループ211団体
3,908名、個人370名、合計4,278名となっている。
また、上記の他に、被災地で活動する災害ボランティア55名・市外を中
心に活動するボランティア28名、助け合い活動などの有償ボランティア
等の活動団体41団体のボランティア保険加入手続きを行った。

継続 地域福祉課

Ａ

船橋市在住の障害者等・障害者団体からのボランティア依頼について、ボ
ランティア団体（NBFクラブ）と派遣可否について調整。平成２８年度
は１４件の依頼を受理した。 A

船橋市在住の障害者等・障害者団体からのボランティア依頼について、ボ
ランティア団体（NBFクラブ）と派遣可否について調整。平成２９年度
は９件の依頼を受理した。 継続 障害福祉課

A

打合せスペースの提供などの支援だけでなく、サポートセンター運営協議
会と協力し、研修会などの事業を実施した。

A

打合せスペースの提供などの支援だけでなく、サポートセンター運営協議
会と協力し、研修会などの事業を実施した。

継続 市民協働課

B

事業実施に関してボランティア団体に協力を得て実施しており、年間１回
定期的に意見交換会を行っている。

A

事業実施に関してボランティア団体に協力を得て実施しており、年間１回
定期的に意見交換会を行っている。

継続 保健総務課

A

安心安全にボランティア活動が行えるよう、ボランティアセンター登録者
に対してのボランティア保険加入手続きや船橋市市政功労表彰などへ推薦
を行った。また、ボランティア活動を希望する方に対しては情報発信や相
談を受けるほか、依頼を受けて285件の新規コーディネートを行った。

A

安心安全にボランティア活動が行えるよう、ボランティアセンター登録者
に対してのボランティア保険加入手続きや船橋市市政功労表彰などへ推薦
を行った。また、ボランティア活動を希望する方に対しては情報発信や相
談を受けるほか、依頼を受けて214件の新規コーディネートを行った。

継続 地域福祉課

A

毎週水曜日にNBFクラブとマッチング会議を開催。障害福祉課ではボラ
ンティア案件の紹介、登録ボランティア員向けの勉強会等を企画してい
る。

A

毎週水曜日にNBFクラブとマッチング会議を開催。障害福祉課ではボラ
ンティア案件の紹介、登録ボランティア員向けの勉強会等を企画してい
る。

廃止 障害福祉課

A

障害福祉団体が行う自主事業の経費の一部に対し、補助金を交付した。平
成28年度決算額：1,659,000円

A

障害福祉団体が行う自主事業の経費の一部に対し、補助金を交付した。平
成29年度決算額：1,610,000円

継続 障害福祉課
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289 成果目標 1 計画相談支援の利用者数 １－１－２
障害者　101人／月
障害児　0人／月
（平成25年度）

290 成果目標 1 計画相談支援の利用者数 １－１－２
障害者　101人／月
障害児　0人／月
（平成25年度）

291 成果目標 2 訪問系サ－ビスの利用時間 １－２－１
18,088時間／月
（平成25年度）

292 成果目標 3 日中活動系サ－ビスの支給決定者数 １－２－１
51,063日／月
（平成25年度）

293 成果目標 4 施設入所者の地域生活への移行者数
１－２－１
１－２－６

48人
（平成17～25年度）

※平成17年10月1日から平成25年度末までの地域移行数

294 成果目標 5 グル－プホ－ム利用者数
１－２－１
１－２－６

217人／月
（平成25年度）

295 成果目標 6 障害児通所支援利用日数 １－３－２～４
3,922日／月
（平成25年度）

296 成果目標 7 母子健康手帳発行時の保健師の面接率 ２－５－３
73.3%

（平成25年度）

297 成果目標 8 特定健康診査受診率（国民健康保険加入者） ２－５－６
47.7%

（平成25年度）

298 成果目標 9 特定保健指導実施率（国民健康保険加入者） ２－５－６
25.8%

（平成25年度）

299 成果目標 10
特別支援学級設置校数①知的障害特別支援学級②自閉症・情緒障
害特別支援学級

３－１－４
①33校
②6校

（平成25年度）

300 成果目標 11 障害者向けの合同面接会の参加者 ４－１－５ 81人（平成25年度）

301 成果目標 12 船橋市及び船橋市教育委員会、医療センタ－の障害者雇用率 ４－１－６

市：2.30％
教育委員会：2.66％
医療センタ－：1.92％

（平成25年度）

302 成果目標 12 船橋市及び船橋市教育委員会、医療センタ－の障害者雇用率 ４－１－６

市：2.30％
教育委員会：2.66％
医療センタ－：1.92％

（平成25年度）

303 成果目標 12 船橋市及び船橋市教育委員会、医療センタ－の障害者雇用率 ４－１－６

市：2.30％
教育委員会：2.66％
医療センタ－：1.92％

（平成25年度）

304 成果目標 13 一般就労への年間移行者数 ４－２－１～５ 80人（平成25年度）

305 成果目標 14 就労移行支援の利用者数 ４－２－１～５ 176人（平成25年度）

306 成果目標 15 バリアフリ－化された市内鉄道駅の数①段差解消②転落防止 ５－２－１
①32駅
②17駅

（平成25年度）

307 成果目標 16 高齢者や障害をもった人も出かけやすいまちだと思う人の割合
５－２－１～３
５－３－１～７

16.7%（平成25年度）

308 成果目標 17
近隣・地区公園の都市公園における園路及び広場、駐車場、便所
のバリアフリ－化率

５－２－３

園路及び広場：64％
駐車場：71％
便所：58％

(平成25年度）

309 成果目標 18 特定道路におけるバリアフリ－化率 ５－３－４～５ 63.3%（平成25年度）

310 成果目標 19 駅周辺の放置自転車等の台数 ５－３－６ 7,514台（平成25年度）

（計画策定時の）現状
（直近の数値）

整理
番号

項目

該当箇所
(第２部各論

章－課題－項目)
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第３次船橋市障害者施策に関する計画　【成果目標】　平成２９年度進捗状況

計画策定時（平成26年2月）

評価 実績（平成28年度） 評価 実績（平成2９年度） 目標

B 障害者　585人／月 B 障害者　670人／月 拡大 障害福祉課
障害者　1,396人／月
障害児　607人／月
（平成29年度）

B 障害児　205人／月 B 障害児　340人／月 拡大 療育支援課
障害者　1,396人／月
障害児　607人／月
（平成29年度）

A 20,842時間／月 A 22,354時間／月 継続 障害福祉課 22,169時間／月（平成29年度）

A 62,339日／月 A 65,699日／月 継続 障害福祉課
63,490日／月
（平成29年度）

B ８人 B 11人 継続 障害福祉課
19人

（平成29年度）

A 293人 A 330人 継続 障害福祉課
275人／月

（平成29年度）

B 10,062日／月 B 12,737日／月 拡大 療育支援課
9,733日／月
（平成29年度）

A 78.8% A 100% 継続 地域保健課
80%

（平成32年度）

B 48.5％（暫定値） B 48.2%（暫定値） 拡大 健康づくり課
60%

（平成29年度）

B 26.9％（暫定値） B 24.0%（暫定値） 拡大 健康づくり課
60%

（平成29年度）

A
①37校
②8校

A
①３８校
②１１校

継続
総合教育セン

ター

①40校
②20校

（平成32年度）

A 85人 A 98人 継続 商工振興課 151人（平成32年度）

（誤）
A

（正）
B

（誤）市：２.３４%
（正）市：１.９２%

B 市：2.3７％ 拡大 職員課 法定雇用率の遵守（平成32年度）

（誤）
A

（正）
B

（誤）教育委員会：2.32%
（正）教育委員会：1.68%

B 教育委員会：2.04% 拡大 教育総務課 法定雇用率の遵守（平成32年度）

（誤）
A

（正）
B

（誤）医療センタ－：2.33％
（正）医療センタ－：1.15％

B 医療センター：１．１４％ 継続 医療センター 法定雇用率の遵守（平成32年度）

B 92人 B 98人 継続 障害福祉課 160人（平成29年度）

B 179人 B 208人 継続 障害福祉課 307人（平成29年度）

A
①35駅
②28駅

A
①35駅
②30駅

継続 道路計画課
①35駅
②35駅

（平成32年度）

D
―

※実績については平成30年度市民意識調査にて
調査予定

D
―

※実績については平成30年度市民意識調査にて
調査予定

継続 健康政策課 25%（平成30年度）

A
園路及び広場：73％

駐車場：71％
便所：67％

A
園路及び広場：75％

駐車場：63％
便所：69％

継続 公園緑地課

園路及び広場：91％
駐車場：100％
便所：100％
(平成32年度）

A 86.1%（整備率） A 97.2%（整備率） 継続 道路建設課 100%（平成32年度）

A ４,４５８台 A 3,971台 継続 都市整備課 7,000台（平成32年度）

担当課
今後の
方向性

進捗状況（平成２８年度） 進捗状況（平成２９年度）
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